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＜要約＞
マルクス経済学の商業資本論は，分化発生論と呼ばれる方法に基づく。「分化」と「発
生」という二つの概念は同一視されがちであるが，厳密に区別する必要がある。「分化」
は，産業資本を母体として発生するという概念である。これにたいして「発生」は，産業
資本の要請を受けて発生するという概念である。商業資本が産業資本の要請を受けて「発
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４．分化発生論をめぐって
４―１ 商業資本と銀行資本
本稿の第１節以来くり返し述べてきたように，従来の商業資本論は，商業機構の異種混合性を十
分明確にしてきたとはいえない。もともとマルクス経済学における商業資本論の出発点は，商業資
本とは社会的な規模をもった商品貯蔵庫であり，多数の産業資本から分離された商品資本の集約点
であるというように，マルクス以来の「商品資本の自立化」論を既定路線として受け継ぐところか
ら始まった。そしてこの路線は，『資本論』の後半体系を特徴づける分析視角，個別資本と社会的
総資本との間に実質的な区別を設けない「資本一般」的な分析視角とも親和的であった。この分析
視角を適用する場合，個々の商業資本はせいぜい社会的総商業資本の平均的な可除部分または代表
単数として扱われざるをえない。商業資本はいわば一本の金太郎飴のような実在性をもち，どこで
切っても，どこまで延ばしても，その断面には「商品資本の自立化」という一種類の図柄しか現れ
ないことになる。個々の商業資本ごとの不均質性を孕んで展開する競争関係は，捨象されたに等し
い結果となるのである６４）。
もっとも商業資本論研究も，後年となるに従って当初の「資本一般」的な分析視角を弱め，個々
の商業資本ごとの不均質性を重視する方向へと舵を切る。競争論的・行動論的な分析視角への旋回
生」することは確かであるが，産業資本から商業資本が「分化」するとは限らない。分化
発生論の主眼をなすのは，分化論ではなく発生論なのである。産業資本が商業資本に転化
するという分化＝発生論の見方は，分化論と発生論との差異を看過させる危険性を伴って
いる。
分化発生論は，商業資本を「産業資本自身の内部的機構」と規定してきた。発生論的な
意味での「内部的機構」の本義は，総商業利潤の源泉をなすのは総産業利潤であるという
商業資本の「内的依存性」にある。これは，個別的な商業利潤の取得をめぐる商業資本の
「外的独立性」と矛盾する関係にはない。商業資本の「外的独立性」を重視することは，
分化発生論を採ることとも十分両立可能なのである。
商業資本の「外的独立性」が本格的な発現を見るのは，好況末期の在庫形成に見られる
ような投機的側面においてである。商業機構の組織化も，この側面を強化する効果をもつ。
しかし従来，商業資本の投機的側面は不当に軽視される傾向が強かった。この傾向の根底
には，商業資本の「外的独立性」はいわば「外面的独立性」と同義であり，「内的依存性」
を隠蔽する一時的な仮象にすぎないという謬見が潜んでいる。
マルクスの商業資本論の学説史的位置も注意を要する。マルクスの商業資本論は，古典
派と重商主義とへの両刀的批判を試みているが，その批判のポイントは，両学派における
「内的依存性」の看過という一点に絞り込まれている。このことは，古典派の評価を甘く
し，重商主義の評価を辛くする結果を招いている。しかし古典派のアキレス腱は，むしろ
「外的独立性」の看過にある。マルクスの商業資本論は，マルクス自身が考えていたより
も重商主義に近い位置にあったと考えるべきである。
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である。産業資本の場合，生産手段として購買する商品種も，新製品として販売する商品種も，初
期の投資先の選択によってかなりの程度まで技術的に確定されるのであって，この点では，同部門
に属する産業資本間での同質性が強く現れる。これにたいして商業資本の場合，取り扱う商品種の
選択は，産業資本の場合のように技術的な基準がないだけに，個々の商業資本の裁量に全面的に委
ねられ，売れ行きに応じて短時日の内に変更されもする。その結果，同じ商業機構を構成する商業
資本でも，その資産内容には無限のバリエーションが現れ，産業資本との社会的分業のあり方も，
部門横断的な総合商社，部門縦断的な専門商社といった具合に，複数の業態へ分岐するものと考え
られてきたわけである６５）。その場合には当然，卸売と小売との段階分化も，業態の多様化を増幅す
る要因の一つに数えられてよいことになろう。
しかし改めて考えてみると，こうした商業資本間の不均質性は，商業機構の異種混合性とむろん
無関係ではないものの，決して同義でもない。商業機構の異種混合性は，商業資本の発生母体その
ものの非同一性，いわば商業資本の氏素性そのものに遡った種差性を含意している。上述した意味
での商業資本間の不均質性は，そうした含意をもたない。そして，この意味での商業資本間の不均
質性が強調されるほど，全ての商業資本は産業資本という単一の母体から分化＝発生したものであ
り，そのことは商業資本ごとの業態がどれだけ分岐しようと些かも揺るがないという「商品資本の
自立化」論の発想は，かえって強化されてきたように見えなくもないのである。
現に，個別資本間の不均質性を強調し，競争論的・行動論的な分析視角を徹底化させた山口重克
の商業資本論においても，全ての商業資本は産業資本から分化＝発生したものであるという前提は
堅持されている。その上で商業資本は，産業資本のように部門間の壁に隔てられることなく，いわ
ば全員が同じ商業機構を舞台にして横並びの販売代位競争を展開するものと想定されている（よう
に読める）６６）。商業資本という資本種に見られるこうした属性，「産業資本自身の内部的機構」（山
口［１９８３］１６頁）としての同種性は，個々の商業資本ごとに見られる不均質性と矛盾する関係には
ない。商業機構は，個体の次元でどれほど不均質化が進もうと，総体としては商業資本（近代的商
業資本）という固有種を頑なに保持した閉鎖系として構築されるのであって，そこに商人資本（前
期的商業資本）という外来種を混合させることは許されないのである６７）。
しかしこのように，商業機構の同種性を強く設定する場合，商業資本論から貨幣市場論への展開
には，微妙な齟齬が生じることになりはしないか，どうか。たとえば山口の場合，すでに見たよう
に，銀行資本に転化する資本として最有力の候補とみなされるのは商業資本である。商業資本は，
複数部門の産業資本との間に商業信用の網を張り巡らせることで，貨幣債権と信用情報とを集積さ
せることになり，それらを信用力の根拠として信用代位業務を担うことが可能になるという論法で
ある。しかし山口は，個体的な不均質性，すなわち個別資本ごとの投資判断の違いから生じる資産
内容や業態の違いを別とすれば，商業資本の間に種別を立てるほどの明確な違いは生じないものと
見ているように思われる。したがって，たとえば都市部（商業中心地）の商業資本と農村部（地方）
の商業資本といった地理的な区別や，商業資本ごとの規模の違いなどは，抽象度の高い原理論では
取り上げることのできない具体的条件の問題として処理され，山口のいわゆる「ブラックボックス」
のなかに仕舞い込まれているように思われる６８）。
山口によれば，商業資本のメリットは，取扱商品や流通費用の支出額を弾力的に変更することで，
商業利潤率の落ち込みを比較的速やかに解消しうるという点にある。この点は，程度の差こそあれ，
全ての商業資本に例外なく当て嵌まろう。すると商業資本の間には，もともと個別的な利潤率のバ
もう一つの商業資本論（３）
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ラツキが生じにくく，たとえ一時的に生じたとしても固定化しにくいという理屈になる。したがっ
てまた，資本蓄積の速度の違いから生まれる限りでの資本規模のバラツキも生じにくく，かつ固定
化しにくいという理屈になる。原理論の「ブラックボックス」を開けてみても，こと商業資本にか
んする限り，仕舞い込まれている具体的条件はさほど多くないかもしれないのである。
しかしそのように考えると，商業機構の内部において，銀行資本に転化する（あるいは転化しう
る）ごく少数の商業資本群と，転化しない（あるいは転化しえない）その他大勢の商業資本群との
分化がいかにして生じるか，という疑問に突き当たらざるをえない。むろん，銀行資本に転化する
か否かは，それ以前の商業信用の利用頻度も含め，最終的には個々の商業資本の判断に委ねられる
ことである。といって，転化を選択する商業資本もいれば，選択しない商業資本も当然いるであろ
うと答えるだけで，果たして理論的に十分な回答になるのであろうか。
翻って考えてみると，産業資本のごく一部だけが商業資本に転化し，その他大勢の産業資本が依
然として産業資本のままに留まることについては，産業資本間ないし産業部門間の固定資本的制約
の強弱の差や，流通業務の積極性（強気，弱気）のバラツキなど，論者ごとにさまざまな理由が挙
げられてきた。しかし何れの場合も，産業資本の間では生産過程の縮小・停止（固定資本の遊休）
を回避しようとする傾向が一般的であり，この傾向に反する産業資本，つまり生産過程を外部化し
てでも流通過程に特化しようとする産業資本はごく例外的であるという見方が，緩やかな共通了解
をなしてきたように思われる。これは，多くの産業資本が商業資本に転化しない，たとえ転化した
くても転化しえない理由である。
しかし，銀行資本への転化についてはやや事情が異なろう。商業資本が銀行資本に転化する上で
の要件，すなわち貨幣債権と信用情報の集積という要件は，商業資本が安定的に商業利潤を取得す
る上での要件，すなわち商品と市場情報の集積という要件にそのまま通底する。多くの商業資本に
は，その気になれば銀行資本に転化できるだけの条件が最初から具わっているものと考えられるの
である。商業資本間の不均質性をどれだけ強調したところで，その気になる商業資本が何故少数に
留まるのかという疑問は依然として残らざるをえないのではないか。
加えて，もともと商業資本が，その時々の商品の販売動向を睨みながら不特定多数の産業資本の
流通過程をいわば広く薄く肩代わりするだけの存在であり，したがって個々の産業資本と商業資本
との間に結ばれる委譲＝代位関係がごく単発的なものでしかないとすれば，本当に商業資本の下に
市場情報が集積されるのかどうか，また仮に集積されたとしても，それが本当に信用代位業務の基
礎へと繋がるのかどうかについても，やや疑わしい点が出てこよう。
確かに，市場の広範囲にわたって流通費用を撒布し，商品種ごとの売れ行きを丹念に調べ上げれ
ば，市場情報を手広く集めること自体は可能であるように思える。しかし市場は，此処の市場と彼
処の市場といった空間的なバラツキをもつだけではなく，今日の市場と明日の市場といった時間的
なバラツキをももつ。しかも個別の主体にとって，市場の隅々を瞬時にして認識する術はない。市
場調査のためには此処の市場から彼処の市場へと歩き回るよりない以上，実際には空間的な分散す
ら，時間的な変動を通じて発現することになるのである６９）。
したがって，本当に市場情報を集積しようとすれば，商品種ごとの売れ行きの好不調をできるだ
け広くカヴァーするだけでは不十分であろう。むしろ商品種を絞り込み，それらの売れ行きの推移
をできるだけ継続的にトレースすることが必要になるのである。どれだけ大量の販売時点情報を集
計したところで，その集計期間がごく短い場合には，さしたる情報集積効果は期待できそうにない。
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市場自体がいわば時間軸の上に引き延ばされた特殊な空間性をもつシステムである以上，市場の状
態を把握するための営みにもそれなりの継続性が求められる。しかも市場情報を，商品種ごとの違
いを超えて，個別資本ごとの違いまでを反映した信用情報へ掘り下げようとすれば，求められる継
続性もいっそう本格的なものとなるのである。
すると結局，商業資本の通常の販売代位業務においても，銀行資本に転化するための要件を満た
すタイプとそうではないタイプとの違い，いわば銀行転化型と非銀行転化型との違いが，最初から
明確に現れるものと考えるべきではないか。一口に流通過程の委譲＝代位関係といっても，銀行転
化型の商業資本では一件ごとの関係が継続的となる傾向にあり，反対に非銀行転化型の商業資本で
は単発的となる傾向にある。また，一口に市場情報の集積といっても，銀行転化型の商業資本では
一度集められた情報が一定期間にわたって貯め込まれる傾向にあり，反対に非銀行転化型の商業資
本では短期間の内に使い捨てられる傾向にある。そしてこうした商業資本の二類型は，本稿の２―
１で論じた商業機構の二重構造にそのまま重なり合う。銀行資本に転化しうるのは，商業機構の中
核部分を占めるタイプの商業資本なのである。
以上のような商業資本のタイプの違い，あるいはそこから生じる投資行動の傾向的相違を，たん
なる個々の商業資本ごとの投資判断の違いだけから説明することは難しい。むろん，タイプの違い
によって個体間の違いが増幅されることは確かであり，タイプの違いが実際には個体間の違いとし
て現出する以外にないことも確かである。それでもなお，これら二通りの違いの間には歴然とした
違いがある。たとえば，人間がもともと男女を問わず多種多様であるからといって，男女間の性別
という概念自体を没却することはできないのである。
ここでも，全ての商業資本が「産業資本自身の内部的機構」として同種であるという商業資本論
の定理には，やはり根本的な疑問が生じてくる。商業機構には，「産業資本自身の内部的機構」と
いう種に属さない資本，むしろ産業資本から見て「外部的機構」という種に属する資本も存在する
のではないか。すなわち，もともと発生時点では同種であった商業資本が，その後に銀行転化型と
非銀行転化型との二種に分かれるというよりも，商業資本はすでに発生時点において，「内部的機
構」と「外部的機構」との二種に産み分けられるものと考えるべきではないか。産業資本から見て
「外部的機構」であるということになれば，その発生母体を産業資本に求めることはできない。し
かしまた，「外部的機構」であるからといって，直ちにその発生根拠が不問に付されるわけではな
い。この「外部的機構」が，仮に産業資本以外の資本，たとえば商人資本を含めた商品売買形式の
資本（商品売買資本）を発生母体とするとしても，産業資本を発生母体とする「内部的機構」とと
もに資本主義的商業機構を構成し，産業資本との取引関係を展開する限りにおいては，やはり一定
の存立根拠を満たさなければならないはずである。
４―２ 分化論と発生論
こうして議論は，いよいよ商業資本論（および市場機構論）の方法論的基礎，分化発生論の問題
点に行き着くことになる。改めて考えてみると，たとえば商業資本の分化発生という場合，従来は
「分化＝発生」とか，「分化・発生」というように表記することが一般的であった。つまり，「分化」
と「発生」という二つの概念は，それほど明確に区別されてこなかったといってよい。筆者自身も，
拙著［２００６］においては，ほぼ全面的に「分化＝発生」という表記に従っていた。しかし「分化」
という概念の本義が，あくまで産業資本から発生する，産業資本を母体として発生するという規定
もう一つの商業資本論（３）
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性にあるとすれば，この概念と「発生」という概念とを注意深く区別する必要が出てくるのではな
いか。いいかえれば，分化＝発生論とは異なる，もう一つの発生論を用意する必要が出てくるので
はないか。
おそらく分化発生論の本来の主眼は，たとえば商業資本論でいえば，（１）商業資本が発生すれば流
通費用を節約できる，（２）したがって流通費用の節約要請を受けて商業資本の発生が必然化する──
という具合に，発生の結果をそのまま発生の根拠とみなす理論展開の方法，川合一郎のいわゆる「行
く先論（行きつく先論）」（川合［１９７７］１６頁）を斥けることに置かれていたといってよい。代わっ
て対置されたのが，発生の結果以前に，その結果を可能にする根拠なり条件なりがいかにして個別
資本の側に醸成されるのかを重視する理論展開の方法，山口のいわゆる「行動論」（山口［１９８７］
３頁）である。要点は，結果にかんする“if A, then B”という命題と，根拠にかんする“B, because A”
という命題とを峻別することにある７０）。分化発生論の本来の主眼は，この「行動論」をもって「行
く先論」を斥けることに置かれていたのであって，必ずしも諸市場機構の発生母体を産業資本だけ
に絞り込むことに置かれていたわけではないように思われる。
また論理的に考えても，商業資本が個別的な発生根拠を満たして発生し，産業資本からの流通費
用の節約要請に応じるからといって，直ちに商業資本の発生母体を産業資本に求めなければならな
いということにはならない。商業資本の「発生」という命題を証明する上で，産業資本からの「分
化」という前提は必須ではない。これはちょうど，重商主義段階から自由主義段階への移行に際し
て重要な役割を果たしていたのが羊毛工業を問屋制的に支配する商人資本であったからといって，
重商主義段階の商人資本と自由主義段階の産業資本との間に，前者が後者に転化するというレベル
での直接的な連続性があるとは限らないという問題，つまり個体的な系譜の繋がりと構造的な因果
関係の繋がりとの区別という問題と同値である７１）。
すると結局，先程の問題は，行動論と分化＝発生論との区別という論点に帰着することになる。
これまで分化論と発生論との間に置かれてきた等号は，むしろ発生論と行動論との間に移し替えら
れなければならない７２）。分化＝発生論は，発生＝行動論と過不足なく重なり合うわけではなく，そ
の部分集合にすぎないのである（【図７】参照）。
確かに，特定の産業資本が他の産業資本からの要請に応じて商業資本に転化するという理論設定
は，産業資本の機能の一部が商業資本として分離独立するという分化発生論の命題とは馴染みやす
く，しかもこの命題を分かりやすく例解するという効果をもつ。産業資本の機能の一部，というよ
りも産業資本そのものが，その資本機能もろとも商業資本に転化するわけである７３）。とはいえ，構
造的な分化発生と個体的な転化との間には，やはり看過できない微妙なズレがある。このズレを無
化してしまいかねないという意味でいえば，産業資本が文字通り商業資本に転化するという分かり
やすい理論設定は，分化発生論の命題にとってかえって余分な面をもつ。この命題自体は，産業資
本以外の特定の資本，たとえば商人資本のような商品売買形式の資本が商業資本に転化するという
理論設定とも，別段両立不可能ではない７４）。いいかえれば商業資本とは，より母数の大きい商品売
買形式の資本の部分集合なのである。
実際，通説的理解に即して考えても，生産活動を停止して流通業務に特化した元・産業資本とい
うだけでは，商業資本の定義として不十分であろう。商業資本とは，たんなる流通業務一般ではな
く，産業資本の流通過程の代位業務に特化した資本である──通説的には，これが商業資本の必要
にして十分な定義とされてきたはずである。したがって，たとえば小売流通を舞台として流通業務
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を営んでいた商人資本が，産業資本の要請を受けて卸売流通へと舞台を移し，流通過程の代位業務
に特化するというかたちでも，産業資本の機能の一部は商業資本としての分離独立を果たしうるも
のと考えなければならない。産業資本を直接の母体とする分化発生以外にも，産業資本以外の資本
に母体を借りた，いわば代理母型の分化発生がありうるわけである。
こうして見ると，原理論体系の全体をつうじて多用される分化発生論という方法には，それが用
いられる体系内部での理論領域の違いに応じて，幾つかのバリエーションの違いが存在することに
なりそうである。そしておそらく，商業資本論における分化発生論とのバリエーションの違いが最
も明瞭となるのは，分化発生論の真価が最初に問われる理論領域，すなわち価値形態論ではないか
と思われる。
価値形態論における分化発生論の主眼は，商業資本論におけるそれと同様，やはり貨幣の発生根
拠についての「行く先論」的な論証を斥けることにあろう。この場合の「行く先論」とは，（１）貨幣
が発生すれば商品交換は効率化する（流通上の労力や資材を節約できる），（２）したがって商品交換
の効率化要請を受けて貨幣は発生する，という論理展開である。おそらくこの「行く先論」の亜種
として，（１）貨幣が発生しなければそもそも商品という範疇は成立しえない，（２）したがって商品より
も先に貨幣が発生するものと考えなければならない，という貨幣先行説の論理展開があろう。この
場合も，商品という範疇が成立しなければならないという社会的要請，というよりも論理的要請が
最初にあり，それがそのまま貨幣の発生根拠として採用されるわけである。
これらにたいして，分化発生論ないし行動論による場合，価値形態の展開の動力は，貨幣にたい
する社会的要請ではなく，個々の商品所有者の価値表現＝交換要求行動に求められる。商品交換の
効率化は，あくまで貨幣の発生に伴う社会的結果であり，それ自体が貨幣の発生根拠とはならない
ものとみなされるのである。ただしこの場合，形態展開の動力が商品所有者の行動に求められる以
【図７】
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上，貨幣の発生母体も商品世界の内部に求められるのが自然となる。結果として，貨幣は商品世界
の内部から発生した，貨幣はもともと商品であるという商品貨幣説の命題が，明確に打ち出される
ことになるわけである。この点では，「行く先論」のスタンスは必ずしも一枚岩ではない。貨幣先
行説の場合，そもそも貨幣なき商品世界という舞台設定自体を否定するわけであるから，貨幣の発
生母体を商品世界の内部に求めることは不可能になり，その限りでいわば消極的ながらも非商品貨
幣説（名目貨幣説，象徴貨幣説，貨幣表券説，国定貨幣説など）に接近する。一方，貨幣先行説以
外の「行く先論」の場合，商品貨幣説の命題との整合性は保たれる。商品貨幣説は，このタイプの
「行く先論」と行動論という，相互に対立的な二つの理論的立場から構成されているのであって，
内部に立ち入ってみればやはり一枚岩とはいえないのである。
すると，価値形態論における分化発生論と，商業資本論における分化発生論との間には，「行く
先論」の排除という共通点がある一方で，次のような相違点があることになろう。すなわち価値形
態論では，貨幣はもともと商品であるという「分化」の命題は，貨幣の発生根拠を形成するのは個々
の商品所有者の行動であるという「発生」の命題と，両立可能であるばかりではなく，相互前提的
な関係にある。まさに「分化＝発生論」である。しかし，商業資本論では事情が異なる。商業資本
はもともと産業資本であるという「分化」の命題は，商業資本の発生根拠を形成するのは個別資本
（商業資本に転化する資本）の行動であるという「発生」の命題と，むろん両立不可能ではないが，
必ずしも相互前提的な関係にはない７５）。貨幣の分化発生の舞台となるのが，明確な境界線によって
財の世界から切り離された商品世界であり，したがってこの世界では原則として商品と財とは混在
しないのにたいして，商業資本の分化発生の舞台となるのは，産業家と商人とが多様な力関係を伴
って混在する世界なのであって，この世界は「商人世界」から切り離されているわけではないので
ある。
４―３ 分化発生論の三要因：要件・順序・主体
分化論と発生論との位相差という問題は，当然また，分化発生論に基づいた市場機構論の全体を
どのように組み立てるか，就中，三つの市場機構をどのような順序で配置するかという問題にまで
波及してくる。産業資本から商業資本へ，あるいは商業資本から銀行資本へといった個体的転化を
重視する分化論と，資本主義的な商品市場の機構的発生を重視する発生論との何れに重点を置くか
によって，三つの市場機構の発生順序，より正確にいえばその発生順序がもつ意味には，大きな違
いが生じることになるのである。
たとえば，商業資本の銀行資本への転化を論じていた山口も，商業資本以外の資本が銀行資本に
転化する可能性自体を排除していたわけではない。山口の議論において最も重視されていたのは，
銀行資本に転化する上での二つの要件，貨幣債権と信用情報の集積という要件であった。したがっ
て，これらの要件さえ満たすことができれば，たとえ商業資本でなくても，たとえば大規模で多角
的な生産過程を営む産業資本でも，銀行資本に転化するのに支障はないという理屈になる７６）。銀行
信用論の導入部に当たる銀行資本の発生論では，銀行資本の発生母体を商業資本だけに絞り込むほ
どの強い因果連関は読み出せないわけである。
同様の問題は，貨幣市場論と資本市場論との間にも存在しよう７７）。資本市場を，貨幣市場の限界
である「固定資本信用の無理」を克服する機構，いわば高度化した資金動員機構として捉えること
は，一つの可能な見方ではある７８）。しかし資本市場を，資金動員とは別の要請，むしろ資本結合に
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本来的な「個別的意志と統一的意志との矛盾」を処理する機構として捉えることも，同程度に可能
なもう一つの見方をなす７９）。そしてこれら二つの異なる見方，いわゆる「他人資本の自己資本化」
説と「自己資本の他人資本化」説とが並立しうるという理論状況自体が，資本市場には複数の発生
根拠が存在し，それに応じて複数の発生母体が存在することを如実に示しているのである。また当
然，貨幣市場と資本市場との何れが先に発生するかという順序の問題をめぐっても，貨幣市場が先
である，資本市場が先である，両者が同時であるという三通りの解答が，それぞれ一定の正当性を
もって鼎立しうることになろう８０）。
こうした複数性をもたらす端緒は，貨幣市場や資本市場に動員される資金，社会的な遊休資金の
有する性格の内にもある。たとえば山口は，産業資本は自己の資本循環の内部では節約・処理しき
れない諸種の遊休資金を形成するが，その遊休資金を運用する際には，収益性と安全性という二つ
の基準が立てられるものとしている（山口［１９８５］２３６頁，２４０頁）。これら二つの基準は，収益性
を重視すればそれだけ安全性が犠牲になり，安全性を重視すればそれだけ収益性が犠牲になるとい
う具合に，相互にトレード・オフの関係にある。またその結果，産業資本は，二つの基準の何れを
どの程度まで優先すべきかをめぐって，客観的には解けない「難問（流通過程の難問）」（山口［２０００］
２２頁）を抱え込まざるをえないのだという。とすれば，収益性の高い資金運用機構である資本市場
と，安全性の高い資金運用機構である貨幣市場との間にも，やはりそれらの発生順序を一義的には
決定できないという「難問」が生じることにならないか。
この点にかんする山口自身の説明は，まず利子付預金機構で安全性の高さを求める資金運用需要
が満たされ，次に資本市場（流通市場）で収益性の高さを求める資金運用需要が満たされるという
順序を辿っている８１）。なるほどこの説明は，貨幣市場の限界から資本市場を導き出す「他人資本の
自己資本化」説とは整合しよう。しかし，もう一方の「自己資本の他人資本化」説からすれば，産
業資本は元々貨幣市場の限界とは関係なく，不確定に変動する配当を取得しようとする出資動機を
抱えていることになる。したがって，収益性の高さを求める資金運用は，安全性の高さを求める資
金運用よりも後に選択されるとは限らず，時には同時に，時には先に選択されうるという説明こそ
が整合的となろう。山口自身，資本結合への要請はもともと産業資本に本来的であり，貨幣市場の
限界とは直接無関係であるものと見ている８２）。山口の資本市場論の座標は，こうして実質的には「他
人資本の自己資本化」説と「自己資本の他人資本化」説との中間地点に置かれており，貨幣市場と
資本市場との何れを先に説くべきかという発生順序の問題にかんして，必ずしも二者択一的な回答
を示していないように思われるのである。
そもそも市場機構論の全体的な組み立ては，市場機構論という枠組みのなかに何を収めるかとい
う仕分けの問題と，収められたものをいかなる順序で並べるかという配置の問題との二つによって
規定されよう。たとえば，資本市場論（株式資本論）は原理論で説かれるべきかという議論は，前
者の仕分けの問題に関わり，商業資本論と信用論（貸付資本論）との何れが先に説かれるべきかと
いう議論は，後者の配置の問題に関わるものと見ることができる。
仕分けの問題は，詰まるところ，原理論の境界線をどこで引き，どこから先を段階論や現状分析
に回すか，つまり三段階論全体をどのように編成するかに帰着する。したがってその問題をめぐる
議論は，三段階論全体の編成が確定し，原理論の守備範囲が固まってゆくとともに沈静化するのが
自然な成り行きであり，事実，徐々に沈静化してきたといってよい。これにたいして，配置の問題
に関わる議論はむしろ正反対の経緯を辿る。いかなる順序で並べるかは，何を並べるかが確定した
もう一つの商業資本論（３）
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後でしか論じられない。配置の問題をめぐる議論は，仕分けの問題が決着を見た後でいよいよ本格
化するのである。そしてこの議論は，宇野の物神性論的な方向であれ，山口の機構論的な方向であ
れ，兎も角もある方向に向かって市場機構論における分化発生論の徹底化が図られるにつれて，そ
の本格化の度合いを強めてきたように思われる。こうした流れのなかで，三つの市場機構の配置は，
おそらく論理的に詰めれば詰めるほど，たとえば商品市場論→貨幣市場論→資本市場論といった単
線的な配列に近づくものと考えられてきたのではないか。しかしそれは現時点で見ると，幾分無理
のある分化発生論の活用法であったといえないか，どうか。
たとえば従来，商業資本論と信用論（貸付資本論）との順序を決めるには，商業資本による商品
買取と信用制度による貨幣融通という，何れも産業資本の流通負担を軽減するのに有効な二つの方
法を比較した上で，より直接的で積極的な機能を果たすのが何れの方法であるかを判定しなければ
ならないと考えられてきた。その結果，より直接的で積極的な機能を果たすのは貨幣融通であり，
それゆえ商業資本論よりも先に信用論が説かれるべきであるという判定と，より直接的で積極的な
機能を果たすのは商品買取であり，それゆえ信用論よりも先に商業資本論が説かれるべきであると
いう判定とが，それぞれに支持を二分するかたちで対立してきたのである。たとえば，宇野は前者
の判定を下しており，山口は（やや問題設定が異なるものの）後者の判定を下している８３）。ところ
がこの点を別とすれば，両者の商業資本論の間には，対極に隔たらざるをえないほどの見解の齟齬
が生じているとも思われない。反対に，山口とは理論的土壌が決定的に異なっている論者でも，こ
と商業資本論の配置の問題にかんする限り，むしろ山口と同じ判定を下している場合が少なくない
のである。その一因といえようが，そもそも『資本論』の配置も，山口と同様，商業資本論→信用
論（利子生み資本論）となっている。
しかしこうした奇妙な不整合は，逆にいえば，この判定の問題に纏わる根本的な不透明さを示し
ているのではないか。すなわちこの問題は，どれほど論理的に詰めたところで，本来白黒を決めが
たい性質の問題なのではないか。
流通負担の軽減効果そのものに明確な強弱の違いはない以上，何れの軽減方法をより直接的なも
のと考えるか，またより積極的なものと考えるかは，最終的には決め手を欠いた相対比較の問題に
しかならない。しかも，仮に資本の行動原理として商品買取がより直接的であるとしても，それゆ
えに流通負担の軽減方法としても商品買取がより積極的であるとは断言できない。より間接的な貨
幣融通の方が，それだけにかえって一歩踏み込んだ積極的な寄与をなすという理屈も成り立つであ
ろう。さらに，仮に商品買取がより直接的であり，かつより積極的であるとしても，それゆえに商
業資本論を信用論に先行させなければならないとは断言できない。直接性とか間接性といった評価
自体がもともと相対比較の域を出るものではない以上，直接的→間接的，積極的→消極的という矢
印の向きもまた絶対的なものではなく，容易に反転しうるのである８４）。
たとえば，預金と出資とで比較した場合，より消極的な資金運用方法をなすのは明らかに預金で
あろう。にもかかわらず，市場機構論における配置では，貨幣市場論→資本市場論というように，
より積極的な資金運用方法をなす出資の方が後ろに配置されることが多いのではないか。「他人資
本の自己資本化」説の見解がまさにこれである。そもそも伝統的な原理論体系の構成では，資本市
場論自体が省略されることも稀ではなく，したがって貨幣市場論と資本市場論との順序は，少なく
とも商業資本論と信用論との順序ほど熱心に論じられてきたとはいえない。しかし，社会的遊休資
金の動員＝運用方法としての発展度で見比べると，やはり大方の論者が採用している配置，貨幣市
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場論→資本市場論という配置が説得的なものと思われてくるのである。
一方，資本家的倒錯性（物神性）の発展度で見比べた場合も，資本市場論（「それ自身に利子を
生むものとしての資本」論）は，やはり貨幣市場論の後ろに配置されることになろう。しかしその
場合は，宇野が「利潤の質的分割」をめぐって強硬に主張したように，商業資本論の位置は先頭に
はならずに，貨幣市場論と資本市場論とに挟まれた中間の位置まで後退せざるをえないかもしれな
い。事程左様に，順序をめぐる判定結果は，判定基準の置き方に依存する。市場機構論は，むしろ
論理的に詰めれば詰めるほど，配置の問題にかんして唯一の正解を求めること自体の無理が明らか
になるという「難問」を抱えているのである。
こうした「難問」をもたらす要因は，おそらく一つだけではない。一因として，たとえば商業資
本が銀行資本に「転化」すると考えた場合の，「転化」の要件の特定可能性と「転化」の主体の特
定不能性との間のズレがある。「転化」の要件が，商品の集積と市場情報の集積との二つに特定で
きるとしても，「転化」の主体になるのが商業資本であると特定することはできない。主体となり
うるのが商業資本だけであると見る場合，貨幣市場論は，必然的に商業資本論に後続する位置に置
かれなければならない。しかし，商業資本の他にも主体となりうる資本がいると見る場合は，その
限りではない。貨幣市場論を，商業資本論を経由しない位置，すなわち商業資本論と並列的な位置
か，むしろ商業資本論に先行する位置に置きうる可能性が出てくる。この配置の問題に決着を付け
るには，「転化」の要件や主体といった観点の他に，たとえば商品買取と貨幣融通では，流通負担
の軽減方法としてみた場合に何れがより直接的で積極的であるかといった機能比較の観点を添える
以外にない。ただこの機能比較も，比較の基準の置き方次第で結果が変わってしまうという点につ
いては，上述した通りである８５）。
しかし，「難問」をもたらす最大の要因は，本稿の４―２で確認された分化論と発生論との位相差
にあろう。「分化」という概念の定義を，あくまで産業資本を母体として発生するという規定性に
求める場合，「分化」と「転化」という二つの概念の間の区別は実質的に消失する。産業資本から
商業資本が「分化」することは，産業資本が商業資本に「転化」することと同義となるわけである。
そして，Aが Bに「転化」するという命題は，やはり Bよりも先に Aが存在する，両者の発生順
序は A→Bになるという条件を含意しよう。一方，「発生」という概念は，このような「分化＝転
化」という概念に解消できない意味の広がりをもつ。Aと Bとの間に「分化＝転化」の関係が生
じなくても，Aと Bとの間に以前には見られなかった新たな関係，たとえば流通過程の委譲＝代
位関係が生じることを可能にする条件があれば，その条件を根拠として Bは「発生」しうるとい
う見方が成立する。Bは，Aと同時に，あるいは Aより先に存在したとしても，それ自身の機能変
化をつうじて新たに「発生」するのである。したがって，「分化＝転化」を説くためには「発生」
という見方が要請されるという因果関係は成立するが，反対に，「発生」を説くためには「分化＝
転化」という見方が要請されるという因果関係は成立しない。「発生」という概念を用いることで
確定化の可能な範囲は，厳密にいえば「発生」の条件と根拠までなのであって，「分化＝転化」の
順序や主体といった問題はその範囲を超えているのである。
以上の観点から改めて山口の商業資本論を子細に点検してみると，実はそこにも，「分化＝転化」
と「発生」との微妙なズレが認められないわけではない８６）。そしてこのズレは，ちょうど商業資本
が銀行資本に転化すると考えた場合の，「転化」の要件の特定可能性と「転化」の主体の特定不能
性との間のズレにも符合している。
もう一つの商業資本論（３）
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たとえば山口の議論は，「仮に産業資本の必要に応じてその商品を買取ってくれる資本があると
すると」，産業資本には流通資本や流通費用の節約という利点が生じ，この利点が商業資本の発生
根拠の一端を構成する，というように展開する（山口［１９８５］２０９頁）８７）。しかし，この理論展開の
限りでは，「産業資本の必要に応じてその商品を買取ってくれる資本」がもともと産業資本であっ
たという主体の特定を行うことはできない。というよりも，そうした主体の特定は不要となろう。
この理論展開に続いて，「生産過程をとり込まず，産業資本の流通過程を専門的に引受ける資本の
ことを商業資本という」という商業資本の定義が与えられるが（山口［１９８５］２０９頁），ここでも，
「生産過程をとり込まず，産業資本の流通過程を専門的に引受ける資本」がもともと産業資本であ
ったという主体の特定は，不能とも不要ともなろう。山口においても，商業資本の「発生」を論じ
るに当たって重視されているのは，上述のタイプの「資本」が商業資本に「転化」することを可能
にする要件の特定であって，「転化」の主体の特定ではないのである。
むろん商業資本論に限らず，山口の市場機構論では，「転化」の要件と順序と主体という三つの
要因は分かちがたく一体化され，それらが負荷を三等分するかたちで分化発生論を下支えしている
ように見える。しかし三つの要因の間には，いわば「必ずそう考えなければならない」というレベ
ルから「そう考えると分かりやすい」というレベルにまで至る論理的強度の斑があることに留意し
なければならない。産業資本が商業資本に「転化」したという前提は，それを措かなければ商業資
本の分化発生が説けないわけではないが，それを措くと商業資本の分化発生が分かりやすく説ける
というように，おそらく分化発生論の三要因のなかでは最も論理的強度の低い要因をなしていたの
ではないか８８）。しかもすでに述べたように，この前提は，それを措くがために「発生」と「分化＝
転化」との微妙なズレが見えにくくなるという負の側面を伴うのであり，見方次第ではむしろ不要
な要因とすら考えられるのである。
分化発生論にたいする山口のスタンスを端的に示しているように思われるのは，たとえば「商品
経済的な諸要因だけで商業資本の分化が説明できれば，商業資本は，産業資本の外部に独立してそ
れに対立して運動していても，実は産業資本自身の内部的機構であるということが論証されたこと
になる」（山口［１９８３］１６頁）という説明である。
この説明は，商業資本の分化が「商品経済的な諸要因」だけで説明できるという第一命題と，商
業資本が「産業資本自身の内部的機構」である，つまり商業資本の発生母体が産業資本であるとい
う第二命題からなっている。しかし両命題は，一方の論証がそのまま他方の論証になりうるほど，
それぞれの意味内容が過不足なく重合するわけでは必ずしもない。すでに述べたように，産業資本
と商業資本との間に「分化＝転化」の関係がなくても，両者の間に「商品経済的な諸要因」だけで
説明できるような関係が「分化＝発生」することは可能なのである。
しかも，山口が「商業資本の分化」という場合の「分化」が，産業資本を発生母体とする「分化」
という含意をもつとすれば，実のところ第二命題の内容は，すでに第一命題のなかに含まれていた
ことになろう。しかも，論証の必要な内容として含まれていたというよりは，むしろ論証の不要な
前提として先取りされていたことになろう。第一命題において論証を要するのは，商業資本が産業
資本から「分化」したかどうかではなく，この「分化」が「商品経済的な諸要因」だけで説明でき
るかどうかなのである。すると，第一命題の論証がそのまま第二命題の論証になるというのは，一
種の循環論証でしかない可能性すら出てくる。商業資本が「産業資本自身の内部的機構」であると
いう前提から出発したこと自体が，商業資本が「産業資本自身の内部的機構」であるという結論の
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根拠となってしまうわけである。
本稿の４―２でも述べたように，分化発生論の本来の主眼は，「行く先論」を斥けることに置かれ
ていた。「行く先論」による理論展開を模式的に示すと，商業資本が発生すれば社会的規模におけ
る流通費用の節約が可能となり，そのことが商業資本の発生根拠をなす──というものになる。こ
れにたいして分化発生論の理論展開は，社会的規模における流通費用の節約とは無関係に，個々の
産業資本には流通過程を外部に委譲するメリットがあり，そのことが商業資本の発生根拠をなす
──というものになる。社会的規模における流通費用の節約はあくまで発生の結果，つまり「行く
先」であり，それと発生の根拠とは本質的に別個であることが主張されるわけである。しかし，商
業資本の分化が「商品経済的な諸要因」だけで説明できるという分化発生論の第一命題は，「行く
先論」の排除という分化発生論の主眼に照らした場合，果たして必要にして十分な命題となってい
るか，どうか。上で模式的に示したような「行く先論」の理論展開も，見方次第では，社会的規模
における流通費用の節約という「商品経済的」な要因だけで商業資本の分化を説明していると解せ
ないことはないのである。
おそらくこの点に，山口が行動論という理論展開の方法を提起した理由の一端があったと見てよ
いのではないか。発生根拠を「商品経済的な諸要因」だけで説明できるという分化発生論の第一命
題は，そのバリアントとして，発生根拠を「商品経済的な合理性に基づいた個別経済主体の行動（と
その絡み合い）」だけで説明できるという行動論の第一命題を有している。後者の命題は，山口の
行動論的アプローチの徹底化とともにその重要性を増してゆき，最終的には，原理論体系の根幹に
関わるほどの要石的意義を認められるに至った。いまや行動論は，分化発生論とほぼ同格の位置に
まで押し上げられている。「行く先論」の排除を決定的にするのは，分化発生論の第一命題ではな
く，行動論の第一命題の方なのである。
考えてみると，産業資本を発生母体として商業資本が発生するという意味での分化論は，行動論
だけがその専売特許を有するものではない。マルクスの商業資本論は，一面において個別資本と社
会的総資本との区別を明確化しておらず，その意味では行動論よりも「行く先論」の方に近い位置
にあるといえようが，他面において「商品資本の自立化」という分析視角を採択し，終始一貫して
この分析視角からの理論展開を行っているのであり，その意味では大枠として分化論なのである。
山口も，マルクスの商業資本論が「基本的には分化論になっているとしても，分化論として決して
十分であるとはいえない」（山口［１９８３］１７頁）と指摘している。つまり，行動論であるか，それ
とも「行く先論」であるかという区別は，分化論であるか否かという区別とは必ずしも合致しない
のである８９）。
とすれば，分化発生論にとって決定的な分岐点となるのは分化論の採否ではなく，やはり行動論
の採否であることになろう。この行動論の第一命題とは，発生根拠を「商品経済的な合理性に基づ
いた個別経済主体の行動（とその絡み合い）」だけで説明できる──というものであった。ここで，
「個別経済主体」を「産業資本」に置き換えてみると，なるほど商業資本論において，行動論と分
化論と発生論とは全て等号で繋がれ，美しい三位一体の関係を結ぶことになる。しかしそれは，分
化発生論の一つの型ではあるが，唯一の型ではない。商業資本論に登場する「個別経済主体」は，
いま一度山口の言葉を借りれば，「産業資本の必要に応じてその商品を買取ってくれる資本」や，「生
産過程をとり込まず，産業資本の流通過程を専門的に引受ける資本」，いわば匿名性を帯びた資本
Xなのである。
もう一つの商業資本論（３）
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５．マルクス商業資本論に立ち戻って
５―１ 商業資本の「外的独立性」
すでにくり返し述べてきたように，「産業資本自身の内部的機構」という規定の内には，商業資
本の発生母体をなすのが産業資本であるという分化論の命題と，商業資本の発生根拠をなすのが個
別的な産業資本の委譲要請であるという発生論の命題とが織り込まれている。二つの命題が巧みに
紙縒合わされているために，あたかも一つの，一義的な規定であるかのように見えるが，本来は両
義的な規定なのである。産業資本から分化しなければ「産業資本自身の内部的機構」といえないの
かどうか，あるいは産業資本から分化しさえすれば「産業資本自身の内部的機構」といえるのかど
うかと借問を重ねることで，二つの命題の間のズレは徐々に浮かび上がってくる９０）。分化＝発生論
は，いわば狭義の発生論でしかないのである。
商業資本を，広義の発生論において「産業資本自身の内部的機構」と規定するのであれば，商業
資本の発生母体を産業資本だけに限定する必要はなくなる。個別的な産業資本の委譲要請の内に発
生根拠をもつのであれば，商人資本でも商業資本の発生母体たるに十分な資格を有する。この場合，
商人資本はいわば産業資本間の競争関係に取り込まれて，産業資本にとって合理的な商業機構へと
生まれ変わり，資本主義的な商業資本として「変容＝発生」するのである。「内部的機構」は，い
わば「内部化された機構」という意味に措き直されることになる９１）。
次の問題は，この発生論的な意味での「内部的機構」が，産業資本にたいする「従属的立場」と
いう規定と同義であるかどうか，である。考えてみれば，これら二つの規定が同義であれば，分化
論と発生論との区別のもつ意義はかなり限定的とならざるをえない。出発点となるのが商人資本で
あれ産業資本であれ，最終的に発生するのは「従属的立場」に属する商業資本一種類だけであり，
「行く先」は同一であるということになるからである。本稿は，二つの規定の同義性を否定する。
したがって，従来はこの同義性を肯定して「内部的機構＝従属的機構」とか「内部性＝（内的）依
存性」というように定義するのが一般的であったと思われるが，この一般的な定義に即していえば，
商業資本の「外部的機構」としての側面を強調することになる。
実のところ，諸家の商業資本論にも，「内部的機構＝従属的機構」という定義から多少なりとも
逸脱した展開を示しているように見える箇所がある。マルクス自身，一方において「商人資本の運
動は，その独立化にもかかわらず，けっして流通部面のなかでの産業資本の運動以外のものではな
い」（K.，，S.３１６，〔６〕４９６頁）という見方を示していたが，他方において商業資本は産業資本の流
通過程をそのまま代位するわけではなく，流通費用を独自に節約しつつ代位するのだという見方を
示していた。有効代位説ないし縮小代位説では，この節約機能という「行く先」が商業資本の発生
根拠とみなされたわけであるが，流通過程をそのまま代位するだけでも商業資本には十分な発生根
拠があるとする単純代位説でも，個々の商業資本が有効代位機能を独自に発揮し，商業利潤を追加
的に増進しうる余地を残していること自体は，別段否定されるわけではないのである。
改めて考えてみると，こうした商業資本の独自性が「内部的機構＝従属的機構」という範疇に収
まり切るかどうかは，かなり微妙な問題であろう。独立した「代理人（請負人）」であれば自身の
業務の進め方にかんして裁量権があり，できるだけ少ない労力で多くの結果を引き出そうとする節
約原理も働こうが，従属的な「召使（使用人）」であればそれはない。商業資本の有効代位機能は，
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「生産的資本の代理人」（K.，，S.３３９，〔７〕２７頁）という商業資本像からは兎も角，「工業生産の召使」
（K.，，S.３４９，〔７〕４１頁）という商業資本像からは多分に乖離しているのである９２）。
この乖離が，従来さほど明確に意識化されてこなかったとすれば，それは何故か。おそらくそれ
は，単純代位説であれ有効代位説であれ，従来は商業資本の商業資本たる所以を産業資本にたいす
る「内的依存性」に求めるのが一般的であり，この「内的依存性」という規定が，「工業生産の召
使」という商業資本像にはいかにも似つかわしいものに見えるからではないか。
「内的依存性」という規定は，商業利潤の源泉は産業利潤を措いて他にはないという規定であっ
て，基本的には分配論（利潤論）の命題をなす。これは一見すると，商業資本の「外的独立性」と
いう規定と二項対立的な関係にあるように思われるが，必ずしもそうではない。投機的な在庫形成
や，「仮想的な需要」ないし「見込需要」の創出（K.，，S.３１６―３１７，〔６〕４９６―４９７頁）といった商業
資本の活動を見てみると，商業資本はあたかも「外的独立性」をもち，産業資本には依存しない利
潤取得の根拠を独自に有するかのように見える，しかしそれは見せ掛けないし観念的倒錯であって，
恐慌期における投機の破綻に明らかなように，結局は産業資本にたいする「内的依存性」を露呈せ
ざるをえない──というのがマルクスの論理であろう。この論理における「外的独立性」は，「内
的依存性」と正面から矛盾する関係にはない。「外的独立性」は虚偽，といって語弊があれば，外
面的・仮象的なヴェールでしかなく，このヴェールを開披したところに現れる真実態が「内的依存
性」である，ということになる。「外的＝外面的」と「内的＝内面的」とでは，それぞれの属する
論理的位相が異なるのである。
しかし，商業資本の機能の独自性は，決して上記の意味での「外的＝外面的」な性格をなすわけ
ではない。商業資本による流通費用や流通資本の節約は，集積効果（集中代位効果）という実体的
根拠を有しており，決して見せ掛けではない。しかも商業資本は，産業資本から相対的に安く商品
を買い取った後，その商品を販売する過程において，実際に費用節約をつうじて商業利潤を追加的
に増進させるのであって，そのことも決して見せ掛けではない。さらにいえば，商業資本の流通活
動は，いかなる場合でも必然的に将来需要を見込んだ投機的活動とならざるをえないのであって，
この事情は恐慌期を経た後にも決して変わらない。社会的商業資本の取得する総利潤が，社会的産
業資本の取得する総利潤からの分与をその源泉とするにせよ，それはいわば商業機構全体のもつマ
クロな「内的依存性」であって，個々の商業資本の取得する利潤についてはその限りではないので
ある。個別的な商業利潤には，産業資本との関係における「依存性」によって規定される部分と，
他の商業資本との関係における「独立性」ないし「独自性」によって規定される部分とが同居して
いる。「内的依存性」と「外的独立性」という二分法は，使い勝手のよい図式のようでいて，こう
した商業利潤の二重性を看過する危険性を伴うのである９３）。
一般に，商業資本の価値増殖には，（１）商品をより安く買う，（２）商品をより早く売る，（３）流通費用
を節約する，という三つの原理があるものと考えられてきた。（１）で取得されるのは，再販売価格か
ら卸売価格を差し引いた粗利益（売上利益）としての商業利潤であるが，この再販売価格自体は，
利潤率増進をめぐる産業資本間の競争をつうじて規定され，原理的には生産価格水準になる。一方，
卸売価格自体も，やはり利潤率増進と流通過程の委譲とをめぐる産業資本間の競争をつうじて規定
される。したがって，これら二種類の価格差は，産業資本が追加的に生産した剰余価値から分与さ
れたものと考えられるのである９４）。その意味において，なるほど（１）は，商業資本の「従属的立場」
を反映した増殖原理であるといえよう。しかし，商業資本の増殖原理はそれだけではない。商業資
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本は，さらに（２）によって年利純率を増進させ，（３）によって粗利益から流通費用を控除した純利益
（営業利益）としての商業利潤を増加させる。そしてこれらは，産業資本からの剰余価値分与には
直接関係していないという意味において，商業資本の「従属的立場」ではなく「独立性」ないし「独
自性」を反映した増殖原理なのである９５）。
このことは，商業資本の「外的独立性」にかんするマルクスの規定によっても裏づけられよう。
マルクスが「外的独立性」と規定していたのは，商業資本による将来販売の先取り，つまり「見込
需要」の創出であった。しかしすでに述べたように，「見込需要」の創出は，商業資本にとってい
かなる場合でも不可避である。商業資本の流通活動は，無事に再販売を終えた結果の側から振り返
れば，「見込需要」ではなく実需を反映した堅実な活動であったかのように映ろうが，それはあく
まで事後的な規定でしかない。（２）の増殖原理を追求しようとすれば，商業資本は将来販売を見越し
て早く仕入れる以外にないのである。マルクスは，個々の商業資本が再販売を終えた後でも，市場
の「どこか目に見えない一点」に滞貨が形成されている可能性があり，その意味でこれは「見込需
要」に支えられた「外観的繁栄」であると述べているが（K.，，S.３１６―３１７，〔６〕４９６―４９７頁），これ
もまた事後的な規定でしかない。しかもそれは，「外観的繁栄」がやがて「破局」を迎えた後の（K.，
，S.３１７，〔６〕４９７頁），いわば個別資本の予知しえない中長期の社会的結果の側から振り返った規定
でしかない。この規定は，たとえ第三者的な立場から俯瞰すれば「外観的繁栄」の下であっても，
なお個々の商業資本は（２）の増殖原理を追求することが可能であることを逆説的に示しているので
ある。この限りでいえば，「内的依存性」は全体的依存性の，「外的独立性」は個別的独立性の，そ
れぞれミスリーディングな言い換えであったとも考えられる。
「従属的立場」という規定には，商業資本が発生すると否とを問わず，これを従える産業資本の
側には根本的な変化は生じないという意味合いが付き纏っている。商業資本は「工業生産の召使」
であるという規定には，その意味合いが最も色濃く現れていよう。しかし，商業資本が産業資本に
よって「内部化された機構」であるという場合も，「内部化」の影響を受けるのが商業資本だけと
は限らない。産業資本も，商業資本を「内部化」する度合いに応じて，いいかえれば商業資本に流
通過程を委譲する度合いに応じて，生産過程に特化する度合いを強めることになる。しかも前号で
詳述したように，商品生産にたいする商業資本の関与には，「工業生産の召使」という役回りを大
きく超えるものが含まれる。商業資本は，商業機構（部品調達市場）の組織化をつうじて，むしろ
産業編成そのものの再編過程を促進する可能性がある。この過程をつうじて，産業資本の一部は，
生産する商品の種類さえ変更することになろう。ある意味において産業資本は，商業資本間の競争
関係に取り込まれることで，はじめて資本主義的な産業資本として「変容＝発生」するとも考えら
れるのである。そもそも，流通形態による生産過程の「包摂＝内部化」という命題は，まさにこの
意味での産業資本の「変容＝発生」のことを指していたように思われる９６）。
これは，本稿の３―１で述べた「転化」の二類型，産業資本の二類型という論点とも密接に関係
する。商業資本論をつうじて描き出されるのは，内発転化型の産業資本と外発転化型の産業資本と
が共存する，あるいは見込み生産型の産業資本と受注生産型の産業資本とが共存する，あるいは機
械制大工業型の産業資本とマニュファクチュア型の産業資本とが共存する産業機構であった。それ
は商業資本論以前の，まだ市場機構が一切存在しないという前提の下に描き出されてきた産業機構
とは異なる構成，いわば異種混合的な構成をもつのである。
産業資本から商業資本が分化する，または産業資本が商業資本に転化するという展開では，産業
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資本はもともと商業資本の協力を仰ぐことなく，生産過程と流通過程とを全て自力で兼営していた
ものと想定される。しかし，この分化＝発生論的展開を絶対視することは，商業資本の下における
産業機構の異種混合性を看過することに繋がる９７）。生産過程と流通過程とを兼営するだけの資本力
を有さない主体も，流通過程を多少なりとも外部化しうるという条件の下では，限られた資本力を
最初から多少なりとも生産過程に傾注し，外発転化型の産業資本としての活動を開始することが可
能になろう。資本結合機構は「個人的な資本力の限界」を超えた投資を可能にするが（山口［１９８５］
２３８頁），それは資本結合機構のみに固有の機能というわけではない。商業機構もまた，大規模な産
業投資よりはむしろ中小規模の産業投資に道を開き，「個人的な資本力の限界」を超えることを可
能にするのである。
もっとも原理論では，資本間の規模の格差という意味での「規模の問題」は，自由競争的な市場
像を歪めかねない要因として不問に付されるのが通例である。したがって，巨大株式資本や中小企
業の存在も，段階論や現状分析では兎も角，原理論では明示的に取り上げられないのが通例である。
しかし，上述の産業資本の二類型を踏まえると，少なくとも「規模の問題」を惹起する因子の一つ
は，商業機構を含めた市場機構のもつ原理的な機能，「個人的な資本力の限界」の解除という原理
的な機能の内に求めることができる９８）。したがって中小企業の存在を，非資本主義的・前資本主義
的な生産関係の残滓と決めつけることはできない。それはむしろ，流通形態による「包摂＝内部化」
の次元をいっそう深化させた，その意味では競争的性格をいっそう高めた，資本主義的な産業機構
の特徴を示すものといえるのである９９）。
５―２ 商業資本の独立性＝投機性
しかも，商業資本の「独立性」ないし「独自性」は，たんに流通期間を短縮し，商品資本の流動
速度を速めようとする側面だけに発揮されるわけではない。商業資本は，あえて商品在庫を形成し，
その評価額を釣り上げようとする投機的側面をも有している。この側面においてこそ，商業資本の
「独立性」ないし「独自性」の，より本格的な発現があると見るべきであろう。
そもそも，生産者と最終消費者とが直接対峙する単純な商品市場に比べると，両者の間に何段階
にもわたって商業資本が介在する商業機構（商業組織）では，その在庫形成機能も何層倍にも強め
られるはずである。個々の商業資本における回転期間の短縮は，商業機構全体における滞貨の形成
とたんに両立可能であるだけではない。それは，期待上の利益にたいする実現の見込を強め，さら
なる中間流通の多段階化と，さらなる滞貨の積み増しを促進さえするのである１００）。この点を踏ま
えると，社会的規模における流通費用の節約こそが商業資本の発生根拠をなすという「行く先論」
の発想，元を質せばマルクスの発想には，改めて強い疑問が生じざるをえない。
しかしマルクスも，商業機構のもつ投機機構的な側面に全く注意を払っていなかったわけではな
い。たとえば，『資本論』第３巻第４篇第１８章のなかでは，「商人仲間では同じ商品が商人から商人
へと売られるのが常であり，またこの種の流通が投機時代には非常に盛んなものに見えることもあ
る」と述べられている（K.，，S.３１５，〔６〕４９５頁）１０１）。しかしマルクスは，そう述べた途端，このよ
うな「商人仲間のなかでの回転」は，商業資本の回転を論じるこの章では完全に問題外に置かれな
ければならないと強く釘を刺している（K.，，S.３１５，〔６〕４９５頁）。そして，さらに念を押す意味か
らか，この直後の箇所でも，商業資本が「直接に最終消費者に売るのであろうと，両者のあいだに
１ダースもの別の商人がはいっていようと，それはどうでもよいことである」と述べている（K.，
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，S.３１６，〔６〕４９６頁）。商業資本は商品を売り終える前に（信用を利用して）買い入れをくり返すこ
とができ，それゆえに「仮想的な需要」を作り出すことになる，それは最終消費者に売るのであれ，
他の商業資本に売るのであれ変わらない，というのである（K.，，S.３１６，〔６〕４９６頁）。
ここでは，個別の商業資本の下では短命に終わりかねない「仮想的な需要」が，転売ネットワー
クで結ばれた「商人仲間」の下ではいっそう長続きし，かつ膨張し，実需以上に確かな手応えを感
じさせるに至るという点は，明らかに不問に付されている１０２）。しかも，わざわざ 「仮想的な需要」
に言及している箇所であるにもかかわらず，不問に付されているのである。このことは，いかにし
て「仮想的な需要」が創出されるかという問題にたいするマルクスの関心の薄さを如実に現してい
る。他の箇所と同様，ここでもマルクスの主たる関心は，繁栄期における「仮想的な需要」の創出
よりは恐慌期におけるその破綻の方に置かれているのであって，それはとりもなおさず，商業資本
の「外的独立性」を過小評価する第４篇全体の論調の必然的帰結なのである１０３）。
実際，「商人仲間」や「別の商人」の存在を脇に追い遣ろうとするスタンスは，この章のなかで
唐突に現れたわけではない。それは，第４篇第１６章のなかで述べられた次のような見方，すなわち
商品の「使命」は「最終的に売れる」こと，生産者から最終消費者の手に渡って「流通部面から消
費部面に移る」ことにあるという見方と通底している（K.，，S.２８１―２８５，〔６〕４４１―４４７頁）。さらに
この見方は，やはり第１６章のなかで述べられた次のような見方，すなわち商品資本が流通部面にお
ける産業資本の一部という状態のままであろうと，産業資本から独立して商業資本としての姿を取
ろうと，かかる商品の「使命」に変化はないのであって，商業資本は「商品資本の最後の決定的な
販売をただ媒介するだけ」であるという見方とも通底している（K.，，S.２８５，〔６〕４４７頁）。ここで
の主語は，産業資本でも商業資本でもなく，商品資本もしくは商品である。そして考えてみると，
「商品資本の自立化」の主語も，やはり商品資本もしくは商品であった。第１６章の開始早々に打た
れた「商品資本の自立化」という初手は，やがて後続の章のなかで「商人仲間のなかでの回転」を
捨象し，「投機時代」を捨象し，年々の産業利潤からの分与に依存した商業資本像を絶対視するこ
とにまで繋がる，いわば第４篇全体の決定的な布石となっているわけである。
他の商業資本への転売を予定して商品を買い取る商業資本は，ちょうど商業信用における与信資
本のように，将来の需要を先取りして現在の購買を行っている。産業資本が自分で販売すれば売り
捌くのに３ヶ月かかったであろう商品を，商業資本が代わりに１ヶ月で販売するということは，た
んに流通期間が３ヶ月から１ヶ月に短縮されたことを意味するだけではなく，将来の資金形成の時
期が３ヶ月先から１ヶ月先に早められたことを意味する。商業資本は産業資本にたいして，１ヶ月
後の資金形成を先取りして現在の購買力（資金）を創出し，その購買力を融通したのと同じ効果を
もたらす。たとえ産業資本からの買い取りが信用取引ではなく現金取引で行われるだけだとしても，
商業資本はいわば一種の信用創造を行っているのである。
この場合，商品在庫の評価額の増分のもたらす利益，いわゆる評価益は，年々の生産的労働のも
たらす剰余価値のフロー部分（産業利潤）から分与される売買差益とは異なり，過去に形成・蓄積
されてきた剰余価値のストック部分（資本利潤）に源泉をもつ。商業資本の運動性は，いわば流動
化と固定化という二つの側面を有するのであり，それに応じて商業利潤も，いわば経常的な営業利
益と財産利益という二つの側面を有するのである。生産者からの搾取・収奪による譲渡利潤か，産
業資本からの移譲・分与による商業利潤か，という二分法では，こうした二極分立的な商業資本の
収益構造を捕捉することはできない１０４）。ここでもまた，商人資本と商業資本との機械的な分離は，
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理論的な難点を生じることになる。
ただくり返し述べてきたように，以上のような商業資本の投機的側面は，マルクスを始めとする
従来の商業資本論では，せいぜい商業資本の「外的独立性」を示すものにすぎないものと過小評価
されてきた。発生論的な商業資本論といえども例外ではない。改めて考えてみると，その理由はお
そらく二重であったように思われる。
一つの理由は，商業資本の投機的側面の発現，端的にいえば商品投機は，好況末期という限られ
た景気局面に特有の現象であり，それは程なくして勃発する恐慌によって吹き飛ばされる「外的＝
一時的」な繁栄でしかない，というものである。もう一つの理由は，商業資本の投機的利得は，こ
の限られた景気局面においてもなお産業利潤からの分与をその源泉とせざるをえず，「内的依存性」
の軛を脱しえないという意味において「外的独立性」でしかない，というものである。しかしこれ
らの理由づけは，やはり二重の意味において，商業資本論の展開を支えてきた発生＝行動論とは異
質な論理に依拠しているのではないか。
第一の理由づけは，恐慌期を経て，投機的膨張がすでに破綻を迎えた後になって与えられる事後
的な規定性でしかない。すでに本稿の５―１のなかでも，「見込需要」にかんして述べた通りである。
なるほど，好況期に続いて恐慌期が訪れるという法則を前提とする限り，商品投機が永続性をもた
ないという命題自体は決定的に正しいものとなる。したがってまた，商品投機はもともと一時的な
現象として開始され，来るべき破綻に向かって休むことなく歩を進めるのだという説明にも，何ら
間違いは含まれていないように見える。しかしそれは，人間は生まれたその瞬間から一日ごとに死
に近づくという人生観のように，結末からの逆算による説明になっている。つまり，行動論と対立
する「行く先論」による説明になっているのである。
しかも，景気循環の具体的な態様に変化が生じて，好況期に続く不況期がたとえば長期持続的と
なり，激発的恐慌の周期的反復という前提の絶対性が揺らぐことになった場合，「行く先」の確実
性自体にも問題が生じる。さらに，最も安く買いうる時期こそ在庫形成に絶好のタイミングである
とすれば，次回の好況期を見越した先行的投機が，好況末期ではなく不況期に進行する（破綻資本
の買い取りも含めて）という事態も，理論上想定しうることになろう。商品投機を好況末期特有の
現象とみなす理解の仕方，すなわち「行く先」以前のいわば出発点の設定の仕方にも，問題が生じ
ることになるのである。
第二の理由づけの難点はいっそう明確であろう。すでに述べたように，商品投機をつうじて取得
される利益は，転売益として貨幣化される場合であれ，貨幣評価された含み益として計上される場
合であれ，長期にわたって蓄積されてきた社会的な剰余価値のストックを実体とする。その剰余価
値も，長期にわたって産業資本の下で生産されてきた剰余労働を実体とする。以上二つの実体論を
組み合わせると，なるほど正着となるのは，投機的利得といえども究極的には産業利潤から分与さ
れるものでしかないという源泉論の命題であるように思われる。しかし，この究極的な源泉論の命
題は，剰余価値の実体は剰余労働である，あるいは総剰余価値と総剰余労働とは量的にも一致する
という労働価値説の命題の同義反復でしかない。したがって，この命題の真偽こそが見極めるべき
ポイントなのだとすれば，議論はここへ来て急に向きを変え，商業資本論から生産論にまで舞い戻
らざるをえないことになる。
しかし，商業資本論の次元で本来問われるべきは，商業利潤が産業利潤からの分与によるか否か
という分配論の問題であって，商業利潤であれ産業利潤であれ，利潤一般が剰余労働を実体とする
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か否かという生産論の問題ではないはずである。剰余価値の実体が剰余労働であるという場合の「実
体」概念と，商業利潤の源泉が産業利潤であるという場合の「源泉」概念とを，「実体＝源泉」と
いうように無媒介に連結させるべきではない。分配論の次元で試みることが必要となるのは，商業
利潤の「源泉」を産業利潤に求めうるか否かという第一段階の遡行までであり，その産業利潤の「実
体」をさらに剰余労働に求めうるか否かという第二段階の遡行は不要なのである。
しかし，この第一段階の遡行までで停止した場合，投機的利得は，必ずしも産業利潤に直接的な
源泉をもつとはいいがたいものになろう。商業利潤が産業利潤から分与されるという源泉論は，商
業資本の働きは「生産的資本の代理人」としてのそれに限定されるという機能論と不可分離である。
商業資本の機能は，あくまで産業資本の流通負担を軽減することにあり，産業資本はこの直接的な
寄与にたいして，産業利潤の一部の分与をもって応じる，という論理である。しかし商業資本によ
る商品投機は，そもそもこの限定的な機能論からの逸脱を意味する。したがって上記の論法に則る
と，投機的利得は，少なくとも商業資本の直接的な寄与にたいして分与された産業利潤ではない，
ということになる。しかも投機的利得と，産業資本からの分与を前提した場合に理論上算定される
商業利潤，すなわち生産価格総額から卸売価格総額（および流通費用）を差し引いた差額との間に
は，明らかに量的にも不一致が生じる。上記の理論上の算定は，商業資本にとって生産価格と一般
的利潤率とが所与であり，「自由にならない」ものであるという条件設定の下にはじめて可能とな
るが（K.，，S.３１８，〔６〕５００頁），商品投機は，まさにこの限定的な条件からの離脱を，あるいは少
なくとも離脱への志向を意味するのである。たとえその離脱が一時的なものに終わるとしても，そ
の間の転売価格は，当初の生産価格を大幅に超えるところまで競り上げられることになろう。
問題の根本には，ストックのもたらす投機的利得を，フローとしての産業利潤によって直接的に
規定しようとすること自体の無理がある。これはそのまま，株式保有のもたらすキャピタルゲイン
である「創業者利得 Gründergewinn」ないし「創業利得 Gründungsgewinn」を，株式資本のイン
カムゲインである産業利潤によって直接的に規定して，企業者利得の一括先取りとして説明するこ
との無理とも重なる（Hilferding［１９５５］〔訳〕１６５―１７８頁）。産業資本から商業資本への利潤の分与
は，幾度もの景気循環を経ていわば歴史的・社会的に形成されてきた余剰資産の移転とは異なり，
もっと短期のタイムスパンのなかで完結するはずの関係性，つまり個別資本の競争が展開される行
動論の時間軸の上での関係性なのである。
こうしたタイムスパンの違いを踏まえるならば，当面の問題にかんする説明の手順は，（１）投機的
利得は短期的に見て産業利潤から分与される，（２）したがって投機的利得は長期的に見ても過去の剰
余労働を実体とする，となるべきであろう。これにたいして，上述した究極的な源泉論の命題では，
（１）投機的利得といえども利潤である以上長期的に見て過去の剰余労働を実体とする，（２）したがっ
て投機的利得は短期的に見ても産業利潤から分与される，というように説明の手順が反転している。
いいかえれば，商業利潤の直接的な「源泉」にかんする議論のなかで，剰余労働という究極的な「実
体」が先取りされてしまっているのであり，その意味からも，「行く先論」の手法に依拠した説明
になってしまっているのである１０５）。
５―３ 否定の論理と「歴史的事実」
現段階で振り返ってみると，本稿が冒頭で取り上げた『資本論』第３巻第４篇第２０章の内には，
商業資本論の諸問題を探り当てるための手掛かりが数多く残されていたことがはっきりと見て取れ
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る。第１６章から第１９章までは，章ごとに異なるテーマが提示され，商業資本の機能，商業利潤の規
定要因（商業労働者の賃金の問題），商業資本の回転の特性，貨幣取扱業務の位置づけなどが順々
に論じられるが，第２０章ではテーマというよりも視点自体が切り替えられ，商人資本と商業資本と
の対比に議論が移行する。第１９章までの展開が，マルクス自身の言葉を借りていえば資本主義的生
産様式の「立場」や「限界」に制約されていたことが最も瞭然となるのは（K.，，S.３３７，〔７〕２３頁），
まさに第２０章の新たな視点から振り返った時なのである。先行する４つの章において，商業資本の
４つの部位がそれぞれかなり近い距離から接写されていたとすれば，第２０章は，商業資本の全体像
を一枚に収めるためのロングショットに当たろう。それは，決して第４篇の番外編とはいえない。
「商人資本に関する歴史的事実」は，いわば遠距離から捉えられたもう一つの「商業資本に関する
科学的分析」なのである。
もっとも，「商業資本に関する科学的分析」の手掛かりとなるのは，第２０章における個々の記述
だけではない。むしろ最大の手掛かりは，この章が「商人資本に関する歴史的事実」を処理・裁断
する方法そのものに残されている。特にこの章のなかで，商人資本と生産者・産業家との関係が，
ほとんど図式的といってよいほど一方的な支配＝従属の関係として描き出されたことは，先行する
４つの章の理論展開にも明に暗に影響を及ぼした可能性がある。
むろん第２０章は，第４篇の末尾に位置し，その内容も補論的性格を帯びている。普通に解釈すれ
ば，第４篇の本論に当たる第１９章までの展開をつうじて資本主義的な商業資本にかんする「科学的
分析」を終えた後に，第２０章において資本主義以前の商人資本にかんする「歴史的事実」を通覧し，
改めて資本主義的な商業資本の歴史的特性を確認することをもって第４篇が締め括られる，という
構成になっているものと解されよう。第１９章までに商業資本の理論像はすでに九分九厘完成してお
り，第２０章では残りの一厘，この理論像の輪郭を際立たせるための若干の加筆が施されるだけだ，
ということになる。
しかし，いったん第４篇の外部にまで視野を広げてみると，『資本論』における「歴史的事実」
の扱いは，それによって「科学的分析」を補足するといった程度の軽いものでは済まないことが容
易に理解される。むしろマルクスの議論は，たとえ「科学的分析」を標榜する場合でも，ほとんど
常に「歴史的事実」への関心を背後に伏在させている。そのことがまた，商品経済を自然視・永遠
視しがちな他の経済学体系，特に古典派経済学からマルクス体系を決定的に分かつ，重要なポイン
トともなっているのである。第４篇についても，おそらく同様のことが当て嵌まるのではないか。
実際，第２０章のなかで整理されている商業史，あるいは商品流通の歴史的発展は，「歴史的事実」
を直接の主題とするこの章のなかではじめて紹介されたわけでは必ずしもない。
たとえば，先程も少しだけ触れたように，この章の冒頭ではいったん前章までの「科学的分析」
が回顧され，これまでの商業資本についての考察は「資本主義的生産様式の立場から，またこの生
産様式の限界のなかで」行われてきたことが断られている（K.，，S.３３７，〔７〕２３頁）。しかし商業資
本は，本来そうした「立場」や「限界」を超えた存在，「資本の歴史的に最も古い自由な存在様式」
であり，資本主義的生産様式よりも古い歴史をもつ，そしてその古い歴史を繙くことが第２０章の主
題である（K.，，S.３３７，〔７〕２３頁）──というわけである。
しかし改めて読み返してみると，「科学的分析」から「歴史的事実」へと転回するこうした議論
の流れは，早くも第４篇の最初の章である第１６章において，しかもその章の冒頭において予告され
ていたことに気づく。そこでは，これから行われる商業資本についての考察が，「資本の核心的構
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造の分析に必要なかぎり」という目的設定の下にあることが明確に断られている（K.，，S.２７８，〔６〕
４３７頁）。逆にいえば，こうした限定的な目的設定を外した場合，商業資本について考察すべき範囲
はもっと拡張せざるをえない，ということになろう。すなわち，商業資本それ自体の出自や歴史は，
本来「資本の核心的構造」の内部だけで完結されうるものではない，ということになろう。商業資
本が「資本の歴史的に最も古い自由な存在様式」であるという認識は，第２０章冒頭において明示的
に述べられる以前に，すでに第１６章冒頭において暗示済みであったわけである。
しかも同様の認識は，すでに『資本論』第１巻の段階から，たとえば第２篇第４章冒頭の「歴史
的には，資本は，土地所有にたいして，どこでも最初はまず貨幣の形で，貨幣財産として，商人資
本および高利資本として相対する」という記述や（K.，，S.１６１，〔１〕２５７頁），商業資本が高利資本
と並んで「資本の普通に知られているいわば大洪水以前的な姿」であるという記述を始めとして（K.，
，S.１７８，〔１〕２８７―２８８頁），随所でくり返し提示されてきた。したがって第２０章を，仮に第１巻の冒
頭または序言の位置に移し替えたとしても，それほど強い違和感は生じないであろう。考えてみる
と，第２０章の主題の一つは，資本主義的生産様式への移行期における商人資本の役割をどう捉える
かという問題以前に，そもそもこの移行期をどう捉えるか，何をもって資本主義的生産様式の確立
の画期とみなすかという根本問題に置かれていた。この根本問題はとりもなおさず，第１巻の書き
出しの一文で「資本主義的生産様式が支配的に行なわれている社会」を考察対象に掲げて（K.，，
S.４９，〔１〕７１頁），この社会の歴史的特性を明らかにしようとする『資本論』全体の主題とも，その
まま重なり合うのである。
そうした観点から第３巻第４篇の構成を捉え返すならば，むしろ章の並びとは反対に，第２０章の
商人資本像を反転させることで第１９章までの商業資本像が設定されていたのではないか，という読
み方も成り立つであろう。むろん叙述の順序で読み進めば，第２０章の商人資本は，第１９章までの「科
学的分析」の成果を前提として，いわば最初から商業資本の否定として登場するように読める。し
かし，上述した第１６章冒頭と第２０章冒頭との暗示的符合に着目すると，むしろ商業資本の方こそ，
来たる商人資本の否定として登場するようにも読めるのである。
仮にそう読んでよいとすれば，少なくとも第４篇にかんする限り，商人資本の「歴史的事実」へ
の着目は，かえって商業資本の「科学的分析」を過度に形式論理的＝非歴史分析的な手法に傾斜さ
せる一因になってしまったとは考えられないか。それは，資本主義的生産様式の確立以前・確立以
後でいわば歴史を二つに切り分けて，それらを横に並べて対比するような静学的な手法である。想
起されるのは，たとえば『金融資本論』における次のような有名な条りである。すなわちヒルファ
ディングは，銀行資本が「高利貸資本の否定」であるのにたいして，金融資本はその銀行資本を否
定した「否定の否定」であり，「高利貸資本と銀行資本との総合」であるというテーゼを提示した
（Hilferding［１９５５］〔訳〕３４７頁）。しかしこれは，弁証法の鋳型に流し込まれてこそいるが，むし
ろ本質的には形式論理的な比較論であろう１０６）。ここでのヒルファディングの議論と共通の傾向は，
第４篇におけるマルクスの議論にも現れている。マルクスにとって商業資本は，多分に「商人資本
の否定」なのである。
こうした「否定」の論理において，商人資本から商業資本への転化という歴史的系譜の連続性は
決定的に断ち切られる。商人資本は，未発達な商業資本というよりも非・商業資本として措定され
ており，商業資本の方は，第４篇の題目「商品資本および貨幣資本の商品取引資本および貨幣取引
資本への転化（商人資本）」にもあるように，最初から産業資本の一部をなす商品資本から転化す
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るものとして措定されている。両者は，商品生産にたいする関与の仕方の違いや，利潤の源泉の違
いだけではなく，本稿の１―３で検討した資本家社会的な機関としての公共性・組織性の有無も含
めて，悉く正反対の性格づけをなされているのである。
もともとマルクスは，一般的利潤率は「科学的分析の進行」のなかでは産業資本間の競争によっ
て形成されるものとして現われるが，「歴史的発展の進行」のなかでは「事柄は正反対である」と
見ていた（K.，，S.２９８，〔６〕４６８頁）。あるいは，資本主義社会以前の諸段階では商業が産業を支配
しているが，近代社会では「それとは逆である」と見ていた（K.，，S.３４２，〔７〕３１頁）。おそらくこ
れらは，マルクス経済学の間では現在に至るまで広く支持されている見方であろう。これらの公式
的な見方に従って，商人資本と産業家との支配＝従属関係をそのまま「正反対」または「逆」にす
ると，商業資本と産業資本との関係は，双方の主従の立場を入れ替えたかたちではあるが，やはり
一方的な支配＝従属関係として描き出されざるをえない。商品生産者を支配する「主人」という商
人資本像は，いわばその倒立像として，産業資本に支配される「召使」という商業資本像を生むこ
とになるのである。
したがってまた，商人資本に支配される「召使」という生産者・産業家像と，商業資本を支配す
る「主人」という産業資本家像との間にも，同様の関係が隠されているものと考えるべきであろう。
それらは，互いに比較されるべくもないほど隔たった位置にあるかに見えるが，実は左右を入れ替
えればそのまま重なり合う原像と鏡像，裏焼きすれば見分けが付かなくなるネガとポジとの関係に
あるといえるわけである。
５―４ マルクス商業資本論の学説史的位置
おそらく以上の問題は，マルクスの商業資本論が商業学説の内に占める独特な位置にも関係して
いるように思われる。たとえばマルクスは，『資本論』第３巻第４篇第１６章の本論に入る前に，ま
ずは商業資本を考察するための特別な一篇を設けた理由について，「近代の経済学が，その最良の
代表者たちにあってさえも，商業資本を直接に産業資本と混同していて，商業資本を特徴づける特
性を事実上まったく見落としているからである」と説明している（K.，，S.２７８，〔６〕４３７頁）。また
これと呼応するように，第２０章の冒頭でも，商業資本を「産業資本の一つの特殊な種類」と見るこ
とほど馬鹿げたことはありえない，それは「これまでに述べたことから自明なことである」と述べ
ている（K.，，S.３３５，〔７〕２０頁）。マルクスの商業資本論は──正確にいえば商業資本論に限らない
が──，まず何よりも過去の商業学説にたいする批判，商業資本と産業資本との混同にたいする批
判なのである１０７）。
この場合，商業資本を「産業資本の一つの特殊な種類」とする見方は，必ずしも特定の学説や学
派に限られたものではない。実際，第４篇をつうじて批判的に引用されているのは，たとえば商業
を運輸業と混同して「厳密には一つの生産行為」であると結論づけるラムジ『富の分配に関する一
論』や，それに連なるヴェリ『経済学に関する考察』，セー『政治経済学概論』，ニューマン『経済
学綱要』などであったり（K.，，S.２９０，〔６〕４５６―４５７頁）１０８），商業資本を「農業資本や工業資本と同
じに生産的資本の一部だ」と規定するロッシャー『国民経済学原理』であったりするが（K.，，S.
３３６，〔７〕２１―２２頁），これらの諸著作は明らかに同一の学派に属するものではない。しかしそのなか
でも，マルクスの商業資本論が批判対象として強く意識していたのは，おそらく古典派と重商主義
との二つであったのではないか。
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マルクス自身，スミスやリカードのような「偉大な経済学者」ですら，考察の範囲は基本的に産
業資本に限定されており，商業資本については「ただ産業資本の一種として」言及されているにす
ぎない，と述べている（K.，，S.３３６，〔７〕２２頁）。前引の一文で，商業資本と産業資本とを混同する
「近代の経済学」の「最良の代表者たち」として想定されていたのも，明らかに「偉大な経済学者」
たるスミスやリカードのことであろう１０９）。しかしまたマルクスによれば，古典派が生産過程のみ
に目を奪われていたのとはちょうど対照的に，流通過程の表面のみに目を奪われていたのが「近代
的生産様式の最初の理論的な論述──重商主義──」である（K.，，S.３４９，〔７〕４２頁）。確かに重商
主義が主張するように，商業利潤は表面的に見ればたんなる売買差益であり，「譲渡利潤 profit upon
alienation」でしかないが（K.，，S.３４２，〔７〕３０頁），かかる利潤の取得が可能であるのは等価性の原
則が確立する以前の商業，つまり資本主義以前の商業までであって，資本主義的な商業利潤の取得
根拠はそれと全く異なる，というわけである。
マルクスの商業資本論の骨子は，（１）商業資本は，産業資本のようにそれ自身が価値を形成するわ
けでも増殖するわけではない，（２）商業資本は，産業資本の流通負担を軽減するという間接的な生産
への寄与によって利潤分与の合理的根拠を得る，という二つの命題に集約されよう。しかしこれら
はそのまま，古典派と重商主義とにたいする両刀的批判の骨子でもある。最初の（１）によって古典
派批判が行われ，その返す刀で（２）の重商主義批判が行われることになる。「商業資本を特徴づける
特性を事実上まったく見落としている」という点でいえば，古典派と重商主義とはいわば同罪なの
であり，ただその「見落とし」の原因のみが異なるというのが，マルクスの見方であったといって
もよい。そして，ここでマルクスが「商業資本を特徴づける特性」と目しているものこそ，産業資
本にたいする商業資本の「内的依存性」に他ならないということも，もはや詳論を要しないであろ
う。通常の経済学史的な整理では，古典派と重商主義とは対極的な位置に置かれる。にもかかわら
ず，その両者から等しく看過される「特性」があるとすれば，それは「内的依存性」を措いて他に
はないのである。
しかしこのような両刀的批判，いいかえれば着眼点を「内的依存性」という一点に絞り込んだマ
ルクス独自の学説整理は，古典派にたいする評価をやや甘くし，重商主義にたいする評価をやや辛
くしたとは考えられないか。思えば，すでに『資本論』第１巻の序盤において労働価値説を提示し，
等価交換の法則下での剰余価値生産の秘密を解明し終えていたマルクスにとって，もはや重商主義
は，第３巻の段階で改めて本格的な批判を要するほどの論敵とはなりがたいはずであろう。マルク
スの商業資本論が，古典派と重商主義との二つを批判対象として強く意識していたことは確かであ
るとしても，それぞれの批判対象の占めている理論的比重には自ずと違いがある。第４篇の導入部
において批判的に取り上げられていたのが，「近代の経済学」，つまり古典派の商業資本理解だけで
あったのも，その証左といってよい。両刀的批判といっても，重商主義批判は，古典派批判の副産
物でしかなかった可能性が否定できないのである。
しかし，こうした比重の偏りをいったん是正して考えてみた場合，古典派の商業資本理解の難点
は，マルクスが指摘している「内的依存性」の看過という一点に尽きるとは到底いえない。生産過
程のみに目を奪われている以上，商業資本の「外的独立性」は，「内的依存性」にも増して決定的
に死角に回らざるをえない。しかし，流通過程のみに目を奪われている重商主義では，事情はこれ
と逆になろう。マルクスによれば重商主義は，「流通過程の表面に商業資本の運動として独立して
現われる諸現象から出発し，したがってまた，ただ外観だけをつかんだ」ということになるが（K.，
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，S.３４９，〔７〕４２頁），このような「諸現象」ないし「外観」こそ，古典派では真っ先に取り零され
ざるをえないものなのである１１０）。とすれば，マルクスの古典派批判は，両刀的批判を可能にする
唯一のポイントとして「内的依存性」を重視する余りに，かえって古典派の致命的な盲点というべ
き「外的独立性」を軽視する結果になっていると考えざるをえない。そしてその意味では，むしろ
意図せざる古典派擁護になっているとすらいえなくもない。第４篇における商人資本と商業資本と
の機械的分離は，こうしたマルクス独自の古典派批判＝擁護のもたらした帰結とも考えられるので
ある。
「内的依存性」を重視すればするほど，というよりむしろ「外的独立性」を軽視すればするほど，
重商主義の商業資本理解のメリットは後退するのが道理であろう。本来，商業資本が「内的依存性」
に基づいて商業利潤を分与されるという命題と，商業資本が「外的独立性」に基づいて譲渡利潤を
取得するという命題とは，論理的に相互排他的な関係にあるとはいえない。しかしマルクスにおい
て，重商主義の商業資本理解が「通俗的な先入見」に格下げされるのと同時に（K.，，S.３１９，〔６〕
５０１頁），後者の命題もたんなる「諸現象」ないし「外観」の問題へと格下げされ，商業利潤論の論
点からは外されてしまう。あるいは，マルクス自身が奇しくも述べているように，「商人資本の回
転の外面性や無概念性」の現れとして，否定的なニュアンスで言及されるだけとなるのである（K.，
，S.３１７，〔６〕４９７頁）。
かかるマルクスの商業資本論は，重商主義に視座を移して見た場合と，古典派に視座を移して見
た場合とで，全く違ったものに映る可能性がある。古典派の側から見れば，商業資本の「独立性」
を過大評価しているという点で，重商主義と同罪と映るかもしれない。しかし重商主義の側から見
れば，商業資本の「独立性」を過小評価しているという点で，古典派と同罪と映るかもしれない。
とすれば，マルクス自身の視座が重商主義を離れて古典派に近づくほど，マルクスの商業資本論の
展開も，商業資本の「独立性」の過大評価を避けんとする傾向を強めざるをえないであろう。当然，
古典派を離れて重商主義に近づく場合には，これと反対の傾向が強められよう。
本来，「外的独立性」という概念は，否定的な意味合いをもつ「外的」という規定性と，肯定的
な意味合いをもつ「独立性」という規定性との合成である１１１）。マルクスにおいてこの概念の力点
は，「独立性」という肯定的な規定性の方にシフトしたかと思えば，次には「外的」という否定的
な規定性の方にシフトするというように，かなり不安定な揺らぎを示している。商業資本が「その
独立化にもかかわらず」産業資本の運動以外のものではないという議論は，「独立性」→「外的」
というシフトであり，「しかし，その独立化のおかげで」実際にある範囲まで再生産過程の限界を
超えて運動するという議論は，「外的」→「独立性」というシフトであろう（K.，，S.３１６，〔６〕４９６
頁）。もっとも先にも述べたように，最終的には「外的＝外面的」という規定性が支配的となり，「外
的独立性」は「商人資本の回転の外面性や無概念性」の現れでしかないという論断が下されること
にはなる。しかし，その論断に行き着くまでの跛行的な理論展開は，マルクスの商業資本論の出自
の二重性をそのまま反映している。それは，いわば古典派と重商主義とのハイブリッド──その合
成比率はどうであれ──なのであって，マルクスがきわめて控え目に自認している程度以上には，
重商主義との親近性をもつものと考えるべきなのである。
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結語
（１）
本稿を締め括るに当たって，まず各節の結論を確認しておこう。
第１節の結論
資本主義的生産様式への移行期にかんするマルクスの見解は，さまざまな議論の曲折を経ながら
も，最終的には生産者・産業家が商人になることが「真に革命的な道」をなすという論調に強く傾
斜していた。この論調は，商人資本による直接・間接の生産支配は「真に革命的な道」が開かれる
までの過渡期的な現象でしかなく，資本主義的生産様式の下ではもはや再現されえない「歴史的事
実」であるという解釈を生む。これにたいして宇野理論は，一方において移行期における商人資本
の役割をマルクス以上に重視しつつも，他方において商人資本と商業資本との区別をマルクス以上
に徹底化し，「工業生産の召使」という商業資本像をいっそう揺るぎないものとして打ち立てるに
至った。その対極に位置づけられるのは，商品流通の寄生者としての商人資本像である。
しかしこの商人資本像は，商人資本の外来的性格と個人資本的性格とをあまりにも強調しすぎて
いる。市場とは本来生産者同士が交換を行う物質代謝のための機構であり，そこに後から割り込ん
でくるのが商人・商業であるという理解から出発する限り，商人資本による直接・間接の生産支配
を読み解くことも困難となる。むしろ商人資本は，広域的な商人組織を編成することで，自らの活
動の舞台となる「発達した商品流通すなわち商業」それ自体を生み出す側面をもつ。商品経済が生
産関係にもたらす分解作用も，商人組織という触媒を与えられることではじめて生産関係の深部に
まで浸透しうる側面をもつ。流通部面の変革が，産業部面の変革に先行し，かつそれを牽引するの
である。マルクスは「産業が絶えず商業を変革する」側面を強調する余りに，「商業が産業を変革
する」側面を全面的に否定しているが，それは理論的に見て過分な措置であったと考えなければな
らない。
第２節の結論
商人資本像を刷新することは，従来その対極に位置づけられてきた商業資本像を刷新することに
も繋がる。商業資本には，「工業生産の召使」という一種類の型しか存在しないわけではない。商
業機構は，商人資本的な要因を全て捨て去るのではなく，むしろその一部を積極的に取り込むこと
で独自の組織化を遂げる。「工業生産の召使」とは異なるさまざまな型の商業資本を生み出し，さ
らにそのことで，産業資本との関係をもさまざまに変形させるのである。たとえば，商業資本によ
る人材派遣業務やリース業務は，産業資本の製品構造や産業資本間の分業構造が，同型的・固定的
なものから多型的・流動的なものへと変化する上での重要な契機となる。商業資本は，時として「資
本主義的生産の発展」の方向性をも左右するほどの影響力を発揮するのである。
こうした問題を考える上での手掛かりは，資本主義的生産方法をめぐるマルクスの議論のなかに
も散見される。マルクスは一方において，機械制大工業の確立とともに手工業的な生産方法は廃棄
されるという見方を提示している。しかし他方において，家内工業やマニュファクチュアは独自の
機械化・近代化を遂げて，機械制大工業の「外業部」に組み込まれて存続するという見方を提示し
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てもいる。ちょうど，資本主義的生産様式への移行期・移行後における商人資本の役割に認められ
たのと同様の両義性が，機械制大工業への移行期・移行後における家内工業やマニュファクチュア
の役割にも認められるのである。さらに，「資本主義的生産の出発点」をなす協業も，労働者を一
箇所に集めて一斉に作業させる旧来の形態を脱ぎ捨て，半独立の生産者を緩やかに連結するネット
ワーク型の形態へと生まれ変わる。商業資本の発生は，資本主義的生産様式それ自体に内在する多
様性を表面化させる効果をもつのである。
第３節の結論
商業資本像を刷新することは，従来「工業生産の召使」たる商業資本の主人とみなされてきた産
業資本像を刷新することにも繋がる。自己資金で労働力商品や固定資本を買い取り，ゼロから生産
過程を組み立てるという伝統的な産業資本像は，かなり特殊な前提条件に支えられた理論像でしか
ない。商業資本による人材派遣業務やリース業務を前提条件のなかに含めて考えると，産業資本像
にはかなり大きな変化が生じる。自力では産業資本たりえない生産者も，商業資本からの側面支援
を取り付けて，産業資本へと転化するハードルを引き下げることが可能になる。資本主義的生産様
式への移行期における商人資本の役割が，資本主義的生産様式の下でも形を変えて再現されるので
ある。従来の産業資本像のベースにあるのは「貨幣の資本への転化」論であるが，それはもっぱら
内発型の「転化」のみを典型視して，外発型の「転化」を捨象している点でも，問題のある理論展
開であったといわなければならない。
産業資本像を支えている前提条件のなかでも，労働市場にかんするそれは特に多くの問題を孕ん
でいる。マルクスの労働市場は，産業資本と労働者とが直接相対して均質な労働力商品を売買し，
産業資本の蓄積動向を反映して労働需要が増減すると，産業予備軍が労働供給の調整弁として自動
的に作用する機構として説かれていた。第三者不在の労働市場像である。しかしそれは，労働市場
の唯一絶対のモデルとはいえない。商品市場と同様，労働市場においても，流通過程を代位する中
間業者の発生を想定することは不可能ではない。商業資本による人材派遣業務はその一例となる。
この業者は，産業資本の求めに応じて労働力商品の購買過程を代位するだけではなく，労働者の求
めに応じて労働力商品の販売過程をも代位する。特にその販売代位活動は，等級制的な労働組織の
編成が広まり，労働市場の内部でも垂直的な階層化の傾向が強まる局面では重要性を増す。「労働
力の商品化」にも，内発型・外発型という二通りの「商品化」を想定する必要がある。
第４節の結論
以上の議論は，商業資本論の方法論的基礎をなす分化発生論そのものの問題点にまで行き着く。
従来同義とみなされてきた「分化」と「発生」という二つの概念は，厳密に区別する必要がある。
「分化」の本義は，産業資本を母体として発生するという規定にある。これにたいして「発生」の
本義は，産業資本の要請を受けて発生するという規定にある。分化発生論の主眼をなすのは，「分
化」ではなく「発生」である。そこでは，商業資本が発生すれば流通費用は節約される，したがっ
て流通費用を節約するために商業資本が発生するというように，発生の因果関係を反転させる「行
く先論」を斥けて，個別主体の動機を重視する行動論に徹することが求められる。分化＝発生論は，
行動論的な分化発生論の部分集合にすぎない。産業資本が商業資本に転化するという分化＝発生論
の理論設定は，こうした「分化」と「発生」との差異を看過させる危険性を伴うのである。
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「分化」と同義であるのは，「発生」ではなく「転化」である。「分化＝転化」を説くためには「発
生」という見方が要請されるという因果関係は成立する。しかし，「発生」を説くためには商業資
本の「分化＝転化」という見方が要請されるという逆向きの因果関係は成立しない。そこではまた，
「発生」の要件が特定可能であるのにたいして，「分化＝転化」の主体は特定不能であるという問題
が発生する。分化発生論は，要件・順序・主体という三つの要因によって構成されるが，第一の要
因と第二・第三の要因との間には，かなり大きな論理的強度の格差が存在している。この格差に着
目することは，商業資本論においても重要な意義をもつ。商業資本が産業資本の要請を受けて「発
生」することは確かであるが，商業資本に「分化＝転化」するのが産業資本であるとは限らないの
である。
第５節の結論
分化発生論は，商業資本を「産業資本自身の内部的機構」と規定してきた。しかしこの規定の内
には，多くの内容が未整理のまま混然一体となっている。分化論と発生論との区別は，この規定の
内容を整理することを要求する。発生論的な意味での「内部的機構」の本義は，商業利潤の源泉を
なすのは産業利潤であるという「内的依存性」にある。しかしこれは，商業資本の「外的独立性」
という規定と矛盾する関係にはない。「内的依存性」は，総産業利潤から分与される総商業利潤に
該当する規定であり，「外的独立性」は，商業資本間の競争関係をつうじて分配される個別的な商
業利潤に該当する規定である。従来の分化発生論では，商業資本の「外的独立性」は軽視される傾
向が強かったが，「外的独立性」を重視することは，「内部的機構」という見方を採ることとも十分
両立可能なのである。
もっとも，商業資本の「外的独立性」にも二側面がある。流通期間の短縮や流通費用の節約によ
って実売益を増やそうとする側面と，投機的な商品在庫形成によって評価益を増やそうとする側面
である。商業資本の「外的独立性」は，後者の投機的な側面においていっそう本格的な発現を見る
のであり，商業機構の組織化も，この側面を強化する効果をもつ。しかし，「外的独立性」を「外
面的独立性」と解釈すると，この側面は「内的依存性」を隠蔽する一時的な仮象として不当に軽視
されてしまう。実売益の源泉が，年々の生産的労働のもたらす剰余価値のフロー部分にあるのにた
いして，評価益の源泉は，過去に形成・蓄積されてきた剰余価値のストック部分にある。商業利潤
にはもともと二重の源泉があり，それらの一方だけが真であり他方は偽であるという関係にはない
のである。
「工業生産の召使」という商業資本像をもたらした要因の一つは，以上のような「外的独立性」
の軽視にある。しかしそれ以外にも，二つの重要な要因がある。一つは，マルクスが「商人資本に
関する歴史的事実」を論じる上で採用した手法，商業資本を「商人資本の否定」と規定する手法で
ある。それは弁証法的な手法のように見えて，本質的には形式論理的な手法であり，商人資本から
商業資本への歴史的変容の契機を捨象してしまう弊害を伴う。もう一つは，マルクスが自らの商業
資本論に与えた学説史的な位置である。マルクスの商業資本論は，古典派と重商主義とへの両刀的
批判を試みているが，その批判の主眼は，両学派における「内的依存性」の看過という一点に絞り
込まれている。このことは，古典派の評価を甘くし，重商主義の評価を辛くする結果を招いている。
古典派の致命的な盲点はむしろ「外的独立性」にあるが，重商主義を過度に軽視するマルクス自身
にも，期せずしてこの盲点を共有している側面がある。本来，マルクスの商業資本論の学説史的位
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置は，マルクス自身の見立てよりは重商主義に近いポイントにあったと考えるべきである。
（２）
こうして各節の結論を並べてみると，改めて本稿の主題の一つとして浮かび上がってくるのは，
商業資本によって産業資本にもたらされる変化，さらに一般化していえば，市場機構を起点として
生じる資本主義的生産様式の変化という問題である。
従来は，固定資本の大規模化や産業投資の軽薄短小化など，もっぱら産業資本を取り巻く状況の
変化によって市場機構の変化が促されるという見方が強かったといってよい。たとえば，支配的産
業（機軸産業）と支配的資本との組み合わせは，重商主義段階の羊毛工業・商人資本から自由主義
段階の綿工業・産業資本へ，さらに帝国主義段階の重化学工業・金融資本へと変容を重ねる。そし
て市場機構の方も，こうした生産関係ないし生産様式の変容に引き込まれるかたちで，重商主義段
階の高利貸資本の跋扈する金融機構から，自由主義段階の組織化された金融機構へ，さらに自由主
義段階の流通信用的色彩の強い（短期信用・間接金融中心の）金融機構から，帝国主義段階の資本
信用的色彩の強い（長期信用・直接金融中心の）金融機構へと変容を重ねることになる，という見
方である。外部の要因ではなく内部の要因によって変化することが「変容（自己変容）」の要件で
あるとすれば，市場機構はもっぱら産業資本の「変容」の反作用を受けるだけであって，それ自身
は「変容」しない，という見方になる。
こうした見方の裏側に，「資本主義的生産の発展」において主導的な役割を果たすのは産業資本
であり，市場機構はそれに随伴する補助的な役割を果たすにすぎないという命題が潜んでいること
は，もはや詳論するまでもないであろう。これは基本的には，「商人資本の独立的発展度は資本主
義的生産の発展度に反比例する」というマルクスの歴史的法則から導き出された命題である（K.，
，S.３４１，〔７〕２９頁）。マルクス自身はこの歴史的法則の「商人資本」をそのまま「商業資本」に置
き換えて，「資本主義的生産の発展が進むにつれて商業資本が産業資本に従属して行く」というも
う一つの歴史的法則を立てていた（K.，，S.３４１，〔７〕２９頁）。一番目の歴史的法則は，産業資本が登
場する以前の「商人資本」の時代，つまり資本主義的生産様式が未だ発足していないといいうる程
度にまで「資本主義的生産の発展度」が低かった時代の法則であろうが，二番目の歴史的法則は，
すでに産業資本が登場を見た「商業資本」の時代，つまり「資本主義的生産の発展度」がすでに十
分高まった時代の法則であろう。このように，前後する二つの時代に単一の歴史的法則が貫徹して
いることが決め手となって，時代を問わないかたちでの論理的な一般化が行われ，「商業が産業を
変革するのではなく，産業が絶えず商業を変革するのである」という定理が立てられるに至ったわ
けである（K.，，S.３４６，〔７〕３６頁）。
しかしこの定理自体，現段階で考えてみると，一種の背理めいたものを抱えていたことに気づく。
マルクスによれば，自由主義段階の商業資本は，重商主義段階の商人資本との間に系譜的な繋がり
をもたなかったはずである。商人資本と区別された固有の意味での商業資本は，重商主義段階には
存在しない。商人資本の歴史が商品経済の歴史とともに古いのにたいして，商業資本の歴史はいわ
ば産業資本の歴史とともに新しく，自由主義段階への移行をもって始まるのである。にもかかわら
ず，商人資本と商業資本とに同一の歴史的法則が適用可能であるとすれば，そのことはマルクスに
とって，本来自説を補強する材料とはなりえないはずの事象ではなかったか。「商業が産業を変革
するのではなく，産業が絶えず商業を変革するのである」という定理における「商業」は，おそら
もう一つの商業資本論（３）
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く商人資本と商業資本とのダブルミーニングになっているものと推察されるが，本来そのような「商
業」一般という見方に立つことを断固として拒否するところに，マルクス商業資本論の眼目があっ
たはずではなかったか。
それだけではない。ヒルファディングによれば，帝国主義段階に移行するとともに金融資本によ
る商業排除運動──あるいは独占資本による系列支配──が始まり，商業資本は早くも衰退期に入
ることになる１１２）。このヒルファディングの議論は，おそらくマルクスにあっても大筋で承認され
る可能性が高いであろう１１３）。卸売商業から排除された商業資本は，その軸足を多分に小売商業の
方に移すことを余儀なくされようが，もともとマルクスの商業資本像が「本来の卸売商業」だけに
圧縮されている以上，このシフトチェンジをもって商業資本の「変革」といいうるのかどうかも疑
わしい。突き詰めて考えると，商業資本の歴史はただ新しいだけでなく短くもあり，自由主義段階
から帝国主義段階への移行をもって終わる，という結論になるのかもしれない。にもかかわらず，
「商業が産業を変革するのではなく，産業が絶えず商業を変革するのである」という一般定理その
ものは帝国主義段階においてもなお有効なのだとすれば，そのこともまたマルクスにとって，自説
を補強するどころか反対に否定しかねない材料とはならないか。
ただ，こうした諸々の背理めいたものが，マルクス自身によってほとんど追及されずに放置され
ていること自体，マルクスの問題関心の所在を端的に物語っているともいえそうである。仮にマル
クスが，『資本論』第３巻第４篇第２０章で論じた「商人資本に関する歴史的事実」を超えて，「商業
資本に関する歴史的事実」にまで関心を注いでいたとすれば，上に列記したような疑問点を素通り
することは早晩困難となっていたであろう。しかしマルクスの商業資本論は，「科学的分析の進行」
と「歴史的発展の進行」とはもともと正反対であるという認識から出発して，以後の関心をもっぱ
ら「科学的分析」に集中させていた。すでに出発点において「歴史的発展」という問題領域を「科
学的分析」の外部に押し出してしまったからこそ，かえって最後の第２０章まで来て，「歴史的事実」
を補説する必要が生じたといえるかもしれない。これはまた，その程度の補説で用が足りてしまう
ほど，最初から「歴史的発展」という問題領域が小さく見積もられていたことの証左といえるかも
しれない。「歴史的発展」が「科学的分析」の対義語になるかどうかは微妙であろうが，「歴史的事
実」が「科学的分析」の対義語になることは確実であろう。そしてマルクスは，その「歴史的事実」
を「歴史的発展」の同義語と見ている節が濃厚なのである。「産業が絶えず商業を変革する」とい
う言葉とは裏腹に，商業資本の「変革」を立ち入って論じようとする姿勢は，マルクスにおいては
最初からかなり希薄といわざるをえない。
これにたいして本稿は，一口に言えば，商業資本の「変容」ないし「変革」を立ち入って論じよ
うとする姿勢を対置したことになる。そうした姿勢を取ることは，結局のところ，「商業が産業を
変革するのではなく，産業が絶えず商業を変革するのである」という命題自体の真偽を問い直すこ
とを要求する。しかしその際，問い直されるべきは，後半の「産業が絶えず商業を変革するのであ
る」という肯定形の命題の真偽ではない。むしろ，前半の「商業が産業を変革するのではなく」と
いう否定形の命題の真偽である。いいかえれば，「商業が産業を変革する」と「産業が商業を変革
する」という二つの命題が，一方を真とすれば他方は必然的に偽とならざるをえない関係，両立不
可能な二律背反の関係にあるという命題自体の真偽である。
そして，この点での本稿の結論は，二つの命題はそれぞれ真である，つまり二律背反の関係には
ない，というものになる。従来の見方とは反対に，市場機構の側の変化が「資本主義的生産の発展」
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の方向性に影響をもたらす側面を看過するべきではない。いいかえれば，「商業が産業を変革する」
側面を看過するべきではない。その側面を明確にするためには，産業資本を主とし，市場機構を従
とする構図そのものが果たして原理的な普遍性をもつのかどうかを問い直す必要がある。そして最
終的には，資本主義的生産様式への移行期にまで遡って，「生産者が商人になる」ことだけが「真
に革命的な道」といえるのかどうかを問い直す必要が出てくるのである。
「発展」という概念は，自己同一性をもった主体が存在し，それが時間の経過とともに規模を拡
大させたり，水準を向上させたりするという意味で解釈されやすい。この解釈に則れば，何らかの
一貫した基準によって異時点間での状態比較が可能になること，つまり変化の方向性自体は不変で
あることが「発展」の要件となる。たとえば生産方法が，変化の速度こそ区々であっても，どこで
も家内工業→マニュファクチュア→機械制大工業という一種類のコースを辿って変化することが確
実である場合に，生産方法の違いを「発展度」という概念を用いて説明することが説得力をもちう
るのである。「商人資本の独立的発展度は資本主義的生産の発展度に反比例する」という歴史的法
則もまた，明らかに単線的な「発展」概念を強く前提していよう。奇しくもマルクス自身，この歴
史的法則は「どこでも」妥当性をもつと明言していた通りである（K.，，S.３４７，〔７〕３８頁）。しかし
生産方法の変化には，機械制大工業→近代的家内工業・近代的マニュファクチュア，熟練の解体→
熟練の再編，労働市場のフラット化→労働市場のセグメント化といった具合に，要所要所でのコー
ス変更が待ち受けている。そこでは，いわば変化の方向性自体が変化しうるのである。このように
変則的なパターンを伴った「資本主義的生産の発展」には，本来「発展度」という概念を適用する
ことは難しい１１４）。本稿が論じた「資本主義的生産の発展」にたいする商業資本の寄与は，強いて
いえば，資本主義的生産様式の「多様度」を高めることにあるというべきであろう。
（３）
以上のような，商業資本論の幾つかの基本命題を問い直すことは，必然的にまた，商業資本の理
論像を見直すことに繋がる。マルクスは，保管・運輸業務を捨象し，小売を捨象し，最終的には商
品投機の問題までを捨象した「普通の商業」だけに考察の範囲を絞り込むというように，徹底した
理論像の圧縮を図っていた。これにたいして本稿は，一口に言えば，理論像の拡張を図ったことに
なる。
とはいえ本稿の狙いは，たんにマルクスが捨象した諸要素を順々に拾い上げて，「普通の商業」
に付け足すことにあったわけではない。「普通の商業」という概念自体が，それらの諸要素と「普
通の商業」とを機械的に分離することが可能であるという含意を有している。つまり，商業資本が
どれだけ多様化したように見えても，その中核をなす「普通の商業」は一種類しか存在しないとい
う含意を有している。それは明らかに，先に述べた「変容」にかんする命題，つまり商業資本それ
自体は「変容」しないという命題と，密接不可分に結びついているのである。そして当然，「普通
の商業」の本質は，産業資本にたいする「内的依存性」に求められることになる。商業資本がどれ
だけ投機的傾向を強めようとも，それは「外的独立性」が目立つようになっただけの話で，「内的
依存性」という本質には些かの変化も生じていない，という見方に帰着する。本稿の狙いは，かか
る「普通の商業」や「内的依存性」という概念そのものを相対化することにあった。
これらを相対化する過程でしばしば話頭に上がってきたのは，商業組織の問題である。この問題
は，従来の商業資本論ではあまり積極的に取り上げられてこなかった。稀に取り上げられる場合で
もう一つの商業資本論（３）
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も，その内容は文字通りの「商業資本の分割」（K.，，S.３１８，〔６〕５００頁），卸売商業と小売商業との
分化という問題に限定されていた。しかもこの問題をめぐる議論は，「商業資本の分割」によって
商業機構や産業資本がいかなる影響を受けるかという方向には展開されずに，商業資本の本質をよ
り純粋に体現するのは卸売商業と小売商業との何れであるかという方向に展開されてきた。そこで
はすでに確認したように，卸売商業を重視するマルクス説と，小売商業を重視する宇野説との齟齬
が生じる。とはいえ，この齟齬の影響はごく軽微なものに止まっており，商業資本論の内容に根本
的な違いをもたらすには至っていない。マルクスと宇野との間で，「商業資本の種々なる分業的専
門化は問題とはならない」という見解自体が合致している以上（宇野［１９５０・５２］４９６頁），それも
また当然の結果といわなければならない１１５）。
しかし商業組織の問題は，こうした「問題とはならない」程度の問題に縮約されるべきではない。
そもそも卸売商業と小売商業とは，卸売商業では資本が買い手になるのにたいして，小売商業では
消費者が買い手になるという具合に，あくまで買い手の種類に即して付けられた区別である。この
区別は，少なくとも直接的には，売り手となる商業資本の側の機能の違いを含意していない。した
がって仮に，全ての商業資本の機能が同一であっても，卸売商業と小売商業との分化は成立しうる
ことになる。また逆に，商業資本ごとに機能が多様であっても，買い手となるのが一様に資本また
は消費者である場合は，商業資本も一様に卸売商業または小売商業に分類されうることになる。し
かも，卸売商業と小売商業との違いが「問題とはならない」というマルクス＝宇野説は，買い手と
なるのが資本であれ消費者であれ，商業資本の機能自体に決定的な違いはないという認識を暗に含
んでいる。とすれば，この認識を変えないまま「商業資本の種々なる分業的専門化」を論じてみて
も，さして実りの多い議論とはならないであろう。
商業組織の問題を論じることは，必然的に，この認識自体を問い直すことを要求する。しかも，
卸売商業と小売商業との分化を論じる場合よりも，議論の抽象度を一段階上げることを要求する。
そうした構えで臨むならば，「商業資本の種々なる分業的専門化」の問題は，むしろ商業資本の資
本家社会的意義を再考するための突破口を開く可能性を秘めているのである。
そもそも，効率性を客観的に測りがたい流通過程に特化した商業資本の間で，「種々なる分業的
専門化」が生じるのは何故なのか。ここにはちょうど，産業資本と商業資本との間の「分業的専門
化」と同じ問題が伏在している。産業資本と商業資本との間には，たとえはっきりとした効率化（縮
小代位）の効果が期待できない場合でも，「分業的専門化」，すなわち流通過程の委譲＝代位関係が
成立しうる。産業資本が，流通過程を外部に委譲して生産過程に特化しようとする理由は，これら
二つの過程の異質性，一方は確定性をもつが他方はそうでないという質的な違いにあった。したが
って，商業資本の間で「種々なる分業的専門化」が生じるとすれば，それは生産過程と流通過程と
の間に見られたのと同程度の違いが，一見するとそれほど明確な違いはないかに見える商業資本の
諸機能の間にも潜んでいることを意味しよう。いいかえると，商業資本に委譲された流通過程が，
もともと異質な諸機能の集合体であったことを意味しよう。そうした諸機能の一切合切を単独の産
業資本が抱え込んでいるというのは，本来はかなり無理のある想定なのかもしれない。それは，分
化＝発生論によって要請された多分に思考実験上の想定なのである。
作業場内分業は，以前は目立たなかった作業ごとの違いを際立たせる効果をもつ。同様に，商業
資本間の社会的分業も，それぞれの商業資本をして活動内容を絞り込ませ，相互に異質化させる効
果をもつであろう。むろん，たんなる商業資本ごとの不均質性であれば，商業資本家ごとの主観性
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の違いや情報量の違いだけからでも生じうる。しかし，そうした個体差のあるプレイヤーをただ集
めただけでは分業関係とはいえず，ましてや商業組織というには程遠い。「分業的専門化」は，個
体ごとに見ればもともと不均質な商業資本を，幾つかのカテゴリーに選り分けることを要請する。
たんなる自然発生的な違いをカテゴリーごとの役割の違いに転換することで，商業組織全体として
のマルチタスク化を図ることを要請するのである。それは，産業資本という単一の発生母体から分
化＝発生した商業資本の間にも，あたかも発生母体そのものが異なるかのような歴然たる業種や業
態の違いを生み出すことになろう。産業資本にたいする商業資本ごとの従属度の違いにも，「商人
資本的なる側面」の残留度の違いではなく，新たな「分業的専門化」の方向性の違いに起因する側
面がある。おそらく，卸売商業と小売商業との分化は，さまざまな次元で展開する「分業的専門化」
の分かりやすい一例でしかないのである。
振り返って考えてみると，商人資本もまた，単独では「生産をわがものにする」ことは困難であ
った。個々の商人資本の背後には，都市商業と農村内工業とを結びつけるネットワーク，要所要所
に織元や親方を配置した商人組織が介在していた。マルクスが強調した商人資本の分解・解体作用
も，商人組織という触媒を与えられることで，はじめて旧来の生産関係の奥深くまで浸透しうるの
である。それはまたとりもなおさず，生産者・産業家が商人資本の問屋制的支配を抜け出し，自ら
商人になるまでに長い時間を要した理由でもあった。資本主義的生産様式への移行は，機械化を始
めとする生産部面の変化だけに起因したわけではない。新たな販路の開拓と市場組織の再編とを始
めとする流通部面の変化にも起因したのであり，しかもそれを結果したのである。
こうした「商人資本に関する歴史的事実」は，商業資本に関してもある程度まで当て嵌まろう。
個別の商業資本がばらばらに発生し，それらが後になって商業組織を結ぶという事態の推移は，あ
りうべき複数のパターンのなかの一つでしかないと考えなければならない１１６）。もとより産業資本
にとっては，他の産業資本との信用関係や結合関係も，流通過程の負担を軽減するための方法をな
す。商業資本に流通過程を委譲することだけが唯一の方法というわけではない。したがって，産業
資本間の信用関係や結合関係がすでに緊密に結ばれている場合，商業資本は，まずこれらの関係を
分解・解体することから着手しなければならないであろう。その際の事態の推移は，先の場合とは
反対のパターンをとる可能性がある。つまり，最初に商業組織が結ばれ，それらが散開して産業資
本の間に楔を打ち込んでゆき，その結果としてようやく個別の商業資本が発生を見るというパター
ンをとる可能性がある。ある意味では，広域連合的な組織力を背景にして，既存の信用関係や結合
関係の一部を代位する可能性があるわけである。
とはいえこのことは，商業資本論の時計の針を巻き戻して，商業資本を「資本家社会的に公共的
なる機関」（宇野［１９６４］１４８頁）とみなす古典的立場に回帰するべき理由にも決してならないであ
ろう。この立場による場合，個々の商業資本は「公共的なる機関」を構成する平均見本として，社
会的総商業資本の可除部分として措定されてしまう。いいかえれば，商業資本間の個体差自体が捨
象されてしまう。しかし，個体差のある商業資本をただ集めただけでは商業組織とはいえないのと
同様に，というよりもおそらくそれ以上に，個体差のない商業資本をただ集めただけでは商業組織
とはいえない。むしろ，そうした均質な商業資本が複数存在する理由，つまり「公共的なる機関」
が一つに集約されない理由こそ難問をなすことになる。何れにせよ，商業資本間の「種々なる分業
的専門化」の問題は，いっそう商業資本論の射程の及ばない遠方へと退くのである。
もう一つの商業資本論（３）
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（４）
もっとも，流通過程と生産過程とでは，それぞれの「分業的専門化」を規定する原理自体も異な
ってこよう。生産過程における分業関係は，分業によって効率化が可能になる，ゆえに効率化のた
めに分業するというように，基本的には効率性原理（縮小代位原理）によって規定される。このタ
イプの分業関係は，一度形成されるとそう簡単には解消されないであろう。これを解消することは，
複数の生産部門を連結する際の固定資本投資の問題を別にしても，客観的な意味での非効率化とい
う結果をもたらすからである。
これにたいして，流通過程における分業関係は，分業によって効率化が可能になるかどうかは分
からないが，むしろ分業によって非効率化が生じないのであれば分業するというように，効率性原
理とは別の原理，いわば異質性原理（単純代位原理）によって規定される。このタイプの分業関係
は，ちょうど産業資本と商業資本との分業関係がそうであるように，比較的容易に解消されうるで
あろう１１７）。明らかに「不利」と思われる水準まで卸売価格が低下ないし上昇した場合，産業資本
ないし商業資本はこの分業関係を打ち切ることになる。しかしその場合でも，それが本当に「不利」
であるのかどうかを客観的に確認する術はない。一度形成された分業関係を解消することが容易で
あるように，一度解消した分業関係を再形成することも容易なのである。
商業資本間の分業関係にも，同じことが当て嵌まろう。卸売商業と小売商業とは，それぞれ別個
の商業資本によって専門的に分担される場合もあるが，その逆もある。保管・運輸業務にせよ，商
業資本から切り離されて専門の倉庫業者や運輸業者に委ねられる場合もあるが，その逆もある。商
業資本間の分業関係は，すでに述べたように商業資本ごとの異質性を増幅させる効果を伴うが，だ
からといって特定の分業のパターンが持続するわけではない。商業資本間の「分業的専門化」の特
徴は，その時々の分業のパターンに柔軟に対応できる自由度の高さ，編成の変形率の高さにある。
おそらく「分業的専門化」という言葉は，固定的なパターンをもつ産業資本間の分業関係を言い表
す場合にこそ相応しいのであって，これを商業資本間の分業関係を言い表す場合にも転用すること
自体，幾分正確さを欠いた用語法になる懼れがないわけではない。むしろ商業資本間の分業関係に
は，商業労働者間での分業関係がそうであるように，「脱分業化・脱専門化」とか「半分業化・半
専門化」いった言葉の方が馴染みやすいかもしれないのである１１８）。
もっとも保管・運輸業務は，一般に「流通過程のなかでの，そして流通過程のための，生産過程
の継続」（K .，，S.１５３，〔４〕２４９頁）ないし「流通過程のなかで加わってくる生産過程」（K.，，S.２９９，
〔６〕４７０頁），「流通過程に延長された生産過程」（日高［１９８３］１１９頁）などとみなされており，した
がってまた，生産過程一般と同様に効率性原理による分業関係が可能となるように思われている。
しかしそれは，保管対象や運輸対象となる商品の数量が事前に特定されており，その保管期間や輸
送距離が事前に特定されている場合だけに限られよう。いいかえれば保管・運輸業務が，販売業務
から完全に切り離されたかたちで，所定のスケジュールに則って営まれうる場合だけに限られよう。
実際には，保管対象やその保管期間も，運輸対象やその輸送距離も，商品の販売数量や納品日，納
品先などが確定されてから後決めされるものにすぎない。結果的には販売業務と同様，スケジュー
ルの読めない営み，事前のコスト計算の難しい営みなのである。
そうした保管・運輸業務を，分業に委ねる場合と委ねない場合とでどの程度の効率性の違いが生
じるのかを客観的に測定することは難しい。しかも倉庫業者や運輸業者は，特定の商業資本の保管・
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運輸業務のみを専門的に代位するわけではない。産業資本を含めた不特定多数の資本から集中的に
代位するのであり，そうである以上は，必ずしもその時々の特定の商業資本の要請には応えられな
くなる局面が出てこよう。たとえば，多数の商業資本からの要請が，特定の期日や場所に集中する
局面では，新規の大口の要請に十分応えられなくなる可能性が強まる。逆に，特定の商業資本から
の要請が，長期にわたってさまざまな場所に分散する局面では，新規の小口の要請に十分応えられ
なくなる可能性が強まる。これら大口・小口の要請に強いて応えようとすれば，保管手段や運輸手
段の稼働率は多少なりとも引き下げられざるをえない。倉庫に無駄な空きスペースを作ることにせ
よ，過剰積載もしくは過少積載の状態で商品を輸送することにせよ，倉庫業者や運輸業者にとって
利潤圧縮要因となるコスト増を伴うのである１１９）。
とはいえ，これらの業務のスケジュール自体が読めない以上，商業資本の側がそうした業者の事
情を見越して動くことも容易ではない。実際に商品を保管業者に預託するまでの間，あるいは実際
に商品を運輸業者に引き渡すまでの間，少なからず待たされる可能性が出てくる。そうした混雑や
待機に伴うロスまでを勘案すると，保管・運輸業務は専門業者に委ねたほうが安上がりになるとは
一概に言い切れないであろう。むしろ，要らざる混雑費用や待機費用を節減するという目的に限っ
ていえば，自社の取扱商品は自社で保管・運輸することこそ最善の方策となるかもしれないのであ
る。
それだけではない。保管・運輸業務を自己負担する商業資本にとって，取引相手となる産業資本
の生産過程は，もはや自らの担当する流通過程から機械的に分離しがたいものになろう。たとえば，
保管・運輸業務の遂行に万全を期すために，納品日までの生産過程の進捗率（生産数の推移）を厳
密に管理することが必要になる場合がある。また，保管対象や運輸対象の破損・汚損・劣化・紛失
などを防ぐために，収納・梱包・積載方法を工夫することに加えて，対象物件となる商品自体のコ
ンディションを調整することが必要になる場合もある。あえて未完成の状態で商品を出荷して，納
品先で最終工程を行うといった調整である１２０）。さらに，出荷前の仕分け作業を簡略化するために，
あらかじめ商品を出荷先ごとに区切って製造ラインに流させることが必要になる場合もある。何れ
の場合であれ，商業資本には「生産的資本の代理人」の立場を超えた生産過程へのコミットメント
が要求されるのである。こうした要求に応える商業資本にとって，保管・運輸業務は「流通過程に
延長された（繰り延べられた）生産過程」というよりも，むしろ「生産過程に延長された（繰り上
げられた）流通過程」に当たる。
とすれば，これらの業務は全て商業資本にとって「異質的な機能」であり，それらを外部に委ね
た「純粋な商業資本」だけが商業資本論の考察対象たりうるというマルクスの初期設定，というよ
りもマルクス経済学の一般的な初期設定には，やはり多くの問題が隠されていたことが改めて確認
されよう。それは，小売に携わらない「本来の卸売商業」だけが考察対象たりうるという初期設定
と同様，商業資本の「変容」を実質的に否定する結果を招く。そのことは最終的に，資本主義的生
産様式そのものの「変容」にかんする見方をも一面化させる結果を招くのである。
もともとマルクスは，保管・運輸業務は産業資本によって担われようと，商業資本または専門業
者に担われようと，「流通過程のなかで持続する生産過程」であるという点では何ら違いがないと
見ていた（K.，，S.２７９，〔６〕４３８頁）。また，これらの業務が商業資本の諸機能と「実際に結びつい
ている」ことは確かであるが，それらを捨象しなければ商業資本の「純粋な形態」は摘出しえない
と見ていた（K.，，S.２７９，〔６〕４３８頁）。本稿といえども，これらの見方自体を否定する必要は認め
もう一つの商業資本論（３）
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ない。
しかし本来問われるべきは，保管・運輸業務と商業資本の諸機能とが結びつくことで，これらの
業務の「流通過程のなかで持続する生産過程」という本質規定にどのような変化が生じるかという
問題ではなかったはずである。むしろ，商業資本の諸機能の側にどのような変化が生じるか，商業
資本の「純粋な形態」にどのような変化が生じるか，という問題であったはずである。この問題は，
マルクスの商業資本論では不問に付されている。そればかりか，この問題を考察すること自体が，
あたかも商業資本の「純粋な形態」についての理解を歪めかねないかのように論じられている。し
かし，保管・運輸業務と商業資本の諸機能との両者を理論的に「混同」することと（K.，，S.２７９，
〔６〕４３８頁），両者の「結合」がもたらす影響を理論的に考察することとは（K.，，S.２７９，〔６〕４３８頁），
自ずから別個の事柄なのである。
（５）
ただそれでは，マルクスの商業資本論のなかに商業資本の「変容」を論じるための手掛かりが一
切残されていないかといえば，実は必ずしもそうとは言い切れないところに難しい点が残されてい
る。最後に，その点について簡単に述べておきたい。
マルクスの商業資本論が，二重三重のフィルターに濾過され，徹底的に雑味を取り除かれた「純
粋な商業資本」を考察対象とするものであったことは，すでにくり返し述べた。しかしそれだけに，
商業資本を論じた『資本論』第３巻第４篇のなかに，貨幣取引業（貨幣取扱業）にかんする一章が
収められていることは目を引かずにはいない。第４篇は，「商品資本および貨幣資本の商品取引資
本および貨幣取引資本への転化（商人資本）」という標題を掲げている。この場合，「商品資本の商
品取引資本への転化」と「貨幣資本の貨幣取引資本への転化」とが別個の事柄であり，商業資本論
の主題に該当するのは前者の「転化」だけであると解釈すれば，特に留意すべき点はなさそうに見
える。しかし，標題の最後に括弧付きで付せられた「（商人資本）」という副題を見る限り，やはり
第１９章「貨幣取引資本」も含めて，この篇全体が商業資本論という括りに入れられているものと解
釈せざるをえない。マルクスは，出納業務や両替業務，地金取引業務といった多岐にわたる貨幣取
扱業務を，商業資本にとっての「異質的な機能」とはいえないものと見ていた可能性が出てくるわ
けである。
実際，第１９章の議論を見てみると，その可能性はさらに強まる。マルクスは一方において，流通
過程にある産業資本はもともと商品資本と貨幣資本という二つの部分に分かれており，商品資本が
商品取引資本に，貨幣資本が貨幣取引資本に，それぞれ別個に「転化」するかのように論じている。
しかし他方において，貨幣取引業はそれ自体が「貨幣商品を扱う商業」（K.，，S.３２９，〔７〕１０頁）で
あるばかりか，歴史的に見ても商業資本の下での貨幣集積を前提として発生し，貨幣をめぐる「商
人や商業資本家の操作」（K.，，S.３３４，〔７〕１８頁）の代理人を務めることから始まったと論じている。
そもそも貨幣流通は，「商品流通の単なる結果」でしかない（K.，，S.３３３，〔７〕１６頁）。しかも貨幣
取引業は，貨幣流通そのものを媒介するのではなく，それに付随する「貨幣流通の技術的操作」を
媒介するだけである（K.，，S.３３３，〔７〕１６頁）。とすれば，商品取引資本の下に商品流通が集約され，
その結果として貨幣流通が集約された後になって，はじめて貨幣取引資本の下に「貨幣流通の技術
的操作」を集約しようとする要請が生まれるものと考えざるをえない。貨幣取扱資本は，商業資本
から二次的に派生するものであり，その発生自体がいわば商業資本の発生の「単なる結果」でしか
82
ないことになるわけである。
以上の限りにおいて，商業資本間の分業関係をつうじた商業資本の「変容」を論じるための素地
は，マルクスにおいても皆無ではなかったといわなければならない１２１）。むろん，商品取引資本と
貨幣取引資本とは，実際には別個の資本として独立している。そしてマルクスは，両資本のなかか
ら一方の商品取引資本，いわば狭義の商業資本だけを取り上げて，さらにその業務内容を徹底的に
絞り込んで，商業資本論の対象に据えているように見える。しかしそれは一面であって，この一面
は確かに支配的ではあるが全面的ではない。他方では，「貨幣商品を扱う商業」までを含めたいわ
ば広義の商業資本を取り上げて，それが商品取引資本と貨幣取引資本とに分立してゆく過程，すな
わち「変容」してゆく過程に注意を向けていたといえなくもない側面がある。いいかえれば，「商
業資本の分割に関すること」は考察の範囲外にあるという姿勢に，必ずしも徹し切れていない側面
がある。こうした観点に立てば，マルクスには，広狭二義の商業資本論があったという見方も成り
立つであろう。本稿の標題の所以である。
注
６４）こうした観点からマルクスや宇野の商業資本論にたいして最初の批判を加えた，しかもおそらく最も有効
な批判を加えた論者としては，やはり山口重克の名を挙げるべきであろう。山口［１９８３］１５―２３頁を参照せよ。
この批判をもって，競争論的・行動論的な分析視角に立った研究プログラムが本格的に始動し，マルクスと
も宇野とも異なる，いわば商業資本論の第三期が始まったものと見ることができる。
６５）小幡［２００９a］は，商業資本による販売代位を，（１）同一産業に属する多数の産業資本からの集中代位，（２）生
産加工系列に沿った複数種の産業資本からの連結代位，（３）異業種を跨いだ多様な産業資本からの統合代位，
という三つのパターンに分類している（２１６―２１７頁）。
もっとも，この用語法はかなり特異であろう。従来「集中代位」という用語は，上記の三つのパターンの
全てを包含する意味で用いられてきた。すなわち，特定の商品種を「集中的＝専門的」に取り扱うという意
味ではなく，特定の商品種であろうとなかろうと，兎も角も不特定多数の産業資本の販売過程を「集中的＝
包括的」に取り扱うという意味で用いられてきた。したがって，この意味での「集中代位」に対置されるの
は，産業資本自身の販売部か，特定の産業資本とだけ販売代位の契約を結ぶいわゆる販売代理店かの何れか
となる。
６６）たとえば山口［１９８５］は，商業資本が集積した情報や知識は，「特定の使用価値の商品市場だけにしか有用
でないというのではなく，他種類の商品の市場に共通に有用であるということが多い」と指摘していた（２１３
頁）。この何気ない指摘から，市場の構造にかんして，次のような示唆を読み取ることは深読みに過ぎるであ
ろうか。
すなわち市場とは，必ずしも最初から一個のシステムをなすわけではない。むしろ最初は，「特定の使用価
値」ごと（産業部門ごと）に別個の「商品市場」が分立している。しかしそこに，「特定の使用価値」に拘束
されない商業資本が参加すると，無数の「商品市場」が一つに連結される。市場（正確にいえば商業資本の
参加した市場）は，いわばミクロ・マクロの二層構造を有している。第一層をなすのがミクロな「商品市場」
であるとすれば，その上の第二層に移行したときに，はじめて生産価格論で想定されるような市場像，一個
のシステムとして作動するマクロな市場像が輪郭を現すことになる──という示唆である。
おそらく商業資本自身の活動にも，同様の二層構造が現れることになろう。複数の「商品市場」に所属し
うる商業資本は，個々の取扱商品の売買をめぐって互いにミクロな競争戦を展開する一方で，それと全く同
時並行的に，商業利潤率をめぐって互いにマクロな競争戦をも展開する。むろん産業資本といえども，これ
ら二種類の競争戦を展開すること自体に違いはない。しかし，その時々に所属しうる「商品市場」は原則と
して一つだけであり，他の「商品市場」への資本移動には固定資本的制約が伴う以上，それらの展開は商業
資本の場合のように全く同時並行的というわけにはいかない。商業資本にとっての市場競争とは，いわば一
もう一つの商業資本論（３）
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即多，多即一なのである。
振り返って考えてみると，出発点ともいえる流通論の次元で想定されていたのは，無数の売り手と買い手
とが横並びで競争をくり広げている市場（商品流通）であった。この市場では，同種商品間の価格比較と異
種商品間の価格比較とが同時に行われることで，「特定の使用価値」ごとの平均価格なり基準価格なりが形成
（尺度）されるものと想定されてきたのである。しかしこの想定に従うのであれば，一見単純な構造をもつよ
うに見える流通論次元の市場は，必ずしも本源的・原始的な市場とはいえないことになろう。むしろ実際に
は，商業機構の発生を待ってはじめて実現するマクロな市場，その意味において高度化された市場というべ
きなのである。
６７）意外なことに，小幡［２００９a］においても，商業資本は流通過程に「再特化」した産業資本と定義され，「資
本主義以前から交易活動に従事する商人資本」から区別されている（２１４頁）。しかしこうした理解は，同書
の基底をなす小幡自身の資本主義理解との間に，齟齬を来たすことにならないか，どうか。
すなわち同書では，産業資本の成立と産業資本主義への移行とをもって資本主義の成立とみなす伝統的な
見方が，自由主義段階を過度に偏重した資本主義理解としてくり返し批判されている。これにたいして，た
とえば三角貿易に代表される商品経済の展開も，それ自体歴とした「一つの資本主義のあり方」であり，「重
商主義的資本主義」であるという独自の理解が対置されている（小幡［２００９a］３０７頁）。また別の論稿では，
市場自体に「固有の論理で独自の機構的発展を遂げ，商業機構や信用機構，さらには資本市場までも生み出
す傾向」が具わっており，「商品経済そのものがもつ固有の組織性，商業，金融の機構的発展の独自性」を，
原理論においても再考する必要があると主張されている（小幡［２００８］７９―８０頁）。
以上の主張からすれば，産業資本から分化するタイプの商業資本も，すでに「独自の機構的発展」を遂げ
た商業機構の存在を前提として発生するのであり，この「独自の機構的発展」を担うのは重商主義段階にお
ける商人資本であるが，その商人資本も商業資本と並んで資本主義的商業機構の構成主体であり，決して「資
本主義以前」の存在ではない，ということにはならないか。拙稿［２０１１］１７１―１７２頁も参照せよ。
６８）これにたいして鈴木編［１９６０・６２］では，周知のように，「商業中心地における大規模な商業資本」が銀行
資本に転化するものとされている（３５９頁）。
６９）小幡［１９８８］７５頁，小幡［２００９a］５４―５５頁を参照せよ。
７０）山口の言葉を借りていえば，たとえば商業資本の「独立の結果」と「独立の動因」との峻別，または商業
資本論の「展開の結果」と「展開の動力」との峻別である（山口［１９８３］１９―２２頁）。
７１）周知のように宇野は，資本主義的生産様式への移行に際して，重商主義段階における商人資本（問屋制家
内工業）の果たした役割を重視したが，その際，商人資本→産業資本という個体的な系譜の繋がりを読み込
むことを明確に否定した。商人資本は，資本の原始的蓄積を促進することで産業資本の発生する条件を準備
するが，それはあくまで「意図せざる結果」であり，商人資本自身は自由主義段階への移行過程でその多く
が没落するものと考えたわけである。宇野［１９７１］７２―７４頁を参照せよ。
７２）この移し替えは，山口が行動論という理論展開の方法を採用するに至った経緯を振り返ってみても，さほ
ど突飛なものとは思われない。そもそも行動論とは，対象をたんに論理的に演繹して導出しようとするので
はなく，経済主体の行動のなかから対象が生み出されてくる過程を観察して導出しようとする理論展開の方
法（主として宇野および宇野学派の方法）にたいして，川合一郎が与えた呼び名である。川合［１９７７］は，
この方法を「行動論的・発生論的アプローチ」，あるいは簡略化して「行動論アプローチ」と呼び，それと「行
く先論アプローチ」または「論理的演繹アプローチ」とが対立関係にあるというようにマルクス経済学の理
論状況を整理した。山口はこうした川合の二分法的整理を「なかなか有用であるように思われる」と評価し
ている（山口［１９８４b］３頁）。そして以後，周知のように，川合自身がどちらかといえばマイナスに評価し
ていた行動論をプラスに評価し，原理論における「行動論アプローチ」の徹底化を主張するようになる。も
ともと行動論は，「行動論・発生論」として，つまり発生論の双子の兄弟として出生したといってよいわけで
ある。
７３）改めていうまでもなく山口は，商業資本論における分化発生論的方法の意義を最初に強調した論者といっ
てよい。しかし後述するように，その山口も，産業資本そのものが商業資本に転化するという理論設定をさ
ほど明確に採用しているわけではない。この理論設定を山口よりも明確に採用しているのは，むしろ山口の
方法を継承した後続の論者であろう。
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たとえば菅原陽心は，産業資本を，「流通過程の不確定な変動から被る影響を極力免れようとし，流通過程
の短縮化ないし確定化を図ろうとする動機を強く持つ資本」と，「資本本来の流通過程の不確定な変動を利用
して利潤率増進を図ろうとする動機を強く持つ資本」との二つのタイプに分けた上で（菅原［１９９７］１４１頁），
後者のタイプの産業資本が生産過程を廃して商業資本に転化するという議論を展開している。この理論設定
は，菅原の最近の議論にもそのまま受け継がれている。すなわち産業資本には，「生産活動を重視して利潤増
進活動をする α産業資本」と，「流通活動を重視して利潤増進活動をする β産業資本」という二つのタイプが
存在しており（菅原［２０１２］２６２頁），後者のタイプの産業資本が商業資本に転化するというのである。拙稿
［２０１３］７１頁も参照せよ。
もっとも山口は，こうした理論設定をさほど明確に否定しているわけでもない。たとえば村上和光は，山
口の商業資本論にたいして，分化論を標榜しているにもかかわらず商業資本の「転化プロセス」を具体的に
問題にしていないという批判を加えているが（村上［１９８３］１４３頁），これにたいして山口は，村上のいう「転
化プロセス」が仮に「産業資本の販売部」がたとえば暖簾分けや資産分割をつうじて独立するというケース
を指しているのだとすると，その意味での「転化プロセス」を具体的に問題にすることはもともと分化論の
課題ではないと応じている。この応答自体は正着であろう。しかしこの応答をつうじて，商業資本の「転化
プロセス」といえば，やはり産業資本からの「転化プロセス」のことを指すのであろうという推察が，山口
においても不本意ながら行われていることになる。これはやや穿った見方をすれば，少なくともそうした推
察を行いうる程度には，山口が上記の理論設定に理解を示していたことの現れといえないか。
７４）須藤［１９８６］は奇しくも，商業資本を「資本主義以前から存在していた商人資本が資本制生産様式の基礎
の上に接合 articulateされ，資本制市場機構の一分肢として包摂され変質したもの」と規定している（５１８頁）。
須藤［１９８８］１２５―１２６頁も参照せよ。
因みに宇野にも，「商人資本として資本家的商品の売買を，いわば資本家的生産方法の外部にあって仲介し
て来た資本」が，貸付資本の発生を契機として，「資本家的生産方法を基礎にした商業資本に転化する」とい
う見方を示している箇所がある（宇野［１９５０・５２］４５８頁）。
また侘美［１９７１・７２］（２）は，非資本主義的商品が「商人資本」に媒介されて産業資本の資本循環に取り込
まれる場合，この商品を資本主義的商品に「転化」されたものと考えてよいかどうかを論じているが，その
際，この「商人資本」が，生産物の生産様式に無関心な「資本主義成立以前のいわゆる商人資本とは異なる
性格の『商人資本』」である点に注意を促している（７６頁）。拙稿［１９９９］３８頁も参照せよ。
７５）しかし山口において，これら「分化」の命題と「発生」の命題とは，両立可能な関係を超えて，相互前提
的な関係に，もっといえば置換可能な関係に置かれているように見えるところが多分にある。このことは，
分化発生論と対立する方法にかんする山口の説明にも現れている。
たとえば山口は，分化発生論と対立する方法を，「商業資本を産業資本の外部に単純に追加的に対置する方
法」（山口［１９８３］１６頁），「諸機構が産業資本にたいして独立の存在として対立的に機能している現実を前提
し，それらと産業資本との役割連関を解明するという方法」（山口［１９８５］２０７頁），「ある市場組織なり機構
なりを展開しようという場合に，その現実的存在を前提しておいて，それと産業資本との役割関連を明らか
にすることによって，それの産業資本にとっての内的必然性を説くことができるという考え方」（山口［１９９８］
５０頁），「商業資本の外的存在をあらかじめ前提し，産業資本と商業資本をいわば同位的な資本のように捉え
てそれらの間の平面的な機構的関連を考察するといった方法」（山口［１９９８］５１頁）というように説明してい
る。
これらは一見すると，商業資本は産業資本を発生母体とするものであり，産業資本の「同位的」な存在で
はなく，「産業資本の外部に単純に追加的に対置」されるべき「独立の存在」や「外的存在」でもないという
ように，何れも「分化」の命題からストレートに導き出された説明のように見える。実際，「商業資本を産業
資本の外部に単純に追加的に対置する方法」の代わりに，「（商業資本を；引用者）産業資本の中からその一
部を転化させて設定する方法」，分化発生論を採る必要があるという論理展開を見る限り（山口［１９８３］１６頁），
山口自身も，一連の説明を「分化」の命題の範疇に収めて解釈しているかのようである。
しかし，商業資本と産業資本との「役割関連」を解明する方法とか，両者の「平面的な機構的関連」を考
察する方法といった場合，具体的に念頭に置かれているのはいかなる方法であるのか。おそらくそれは，（１）
商業資本は社会的規模において流通費用を節約する，（２）したがって商業資本は「産業資本にとっての内的必
もう一つの商業資本論（３）
85
然性」を有している，といったタイプの論理，すなわちすでに見た「行く先論」であろう。
現に山口は，上記の諸方法の問題点を次のように説明している。すなわち個々の産業資本は，社会的規模
での流通費用の節約とは無関係に，商業資本にたいして流通過程を委譲するメリットがあれば委譲しようと
するし，メリットがなければ自分で流通過程を担当しようとする，そのようにメリットを比較しながら行わ
れる個々の産業資本の選択行動のなかに商業資本は存在するが，上記の諸方法ではそのことが不明に帰して
しまう（山口［１９９８］５１頁）。つまり上記の諸方法では，個別資本と総資本との区別が明確化されず，商業資
本の「独立の動因」と「独立の結果」との区別も明確化されないため（山口［１９８３］１９―２２頁），商業資本の
機構的役割が可変的・部分的であることも明確化されない結果になるというのである。
この説明は，「行く先論」にたいする山口の批判の論旨──原理論という舞台を進行させるのはあくまで当
事者の行動であって，分析者があらかじめ設定した「舞台の進行の結果」に到達できるように恣意的に分析
者の行動を誘導してはならない（山口［１９８７］８―１０頁）──と，ほぼそのまま重なるものといってよい。要
するに，一連の説明の根本は，商業資本の発生根拠を形成するのは流通費用の社会的節約という「行く先」
ではなく，あくまで個別資本の選択的な「行動」であるという説明に帰着するわけである。これは本稿の腑
分けでいえば，「分化」の命題からではなく，「発生」の命題から導き出されるべき説明である。
すると山口の説明に従っても，商業資本の発生根拠を論じる上で鍵を握るのは，やはり「分化」の命題で
はなく「発生」の命題であることになろう。二つの命題を両立させる場合でも，メインの位置に置かれるべ
きは「発生」の命題であり，「分化」の命題はそのサブの位置に回されなければならない。「分化＝発生」と
いう発想は，こうした命題間の論理配置に歪みを生じさせる懼れがある。
実際，論理配置を反転させて，「分化」の命題をメインの位置にもってきたとする。その場合には，議論の
中心も，商業資本の「発生」が個々の産業資本の行動から説かれているか否かという論点からは離れよう。
代わって，産業資本からの商業資本の「分化」が説かれているか，それとも「商業資本の外的存在」が前提
されているだけか，という論点に移ることになろう。しかしこの二番目の論点に限っていえば，山口の分化
発生論的な商業資本論と，山口が仮想論敵とみなしている「行く先論」的な商業資本論との間には，一目瞭
然というほどの顕著な違いを認めることが難しくなってくる。
後述するように山口も，産業資本からの「商業資本の分化」の過程自体，あるいは産業資本の商業資本へ
の「転化」の過程自体を論じているわけではない。むしろ，最初に産業資本からの流通過程の委譲要請があ
ることが示され，次に「それに応じうる資本」が存在することが示されさえすれば，「商業資本の分化」は過
不足なく論じられたことになる，というのが山口の発想である（山口［１９９８］５０頁）。「それに応じうる資本」
の存在理由は説明しなければならないが，その存在自体は説明する必要がない，あるいは，存在理由を説明
できれば存在自体も説明されたことになる，という発想である。しかしこれは見方次第では，商業資本の存
在理由ないし「産業資本にとっての内的必然性」は説明しなければならないが，「商業資本の分化」自体は説
明する必要がないという「行く先論」の発想と，一定通底するようにも見えなくはない。山口の分化発生論
でも，実質的に「商業資本の外的存在」が前提されているのではないかとか，別に「商業資本の分化」が論
じられてはいないのではないかといった批判（たとえば村上［１９８３］）の生じる余地が，少なからず残される
のである。
７６）しかも本来，銀行資本が商業資本と同様に「産業資本自身の内部的機構」であるという分化発生論の命題
と馴染みやすいのは，商業資本が銀行資本に転化するというケースよりも，産業資本が銀行資本に転化する
というケースの方であろう。もっとも何れのケースも，産業資本→商業資本→銀行資本というようにいわば
二段階転化になるか，産業資本→銀行資本というように一段階転化になるかの違いこそあれ，大本の母体を
なすのが産業資本であるという点では違いはない。
７７）遙か以前の価値形態論の次元にまで遡っても，同様の問題が存在しよう。たとえば価値形態論の後半部で
は，一般的等価物（あるいは貨幣）となる商品の使用価値には，均質性，軽量性，耐久性などの特徴が必要
になることが論じられる。これはいわば，ある商品がいかにして一般的等価物に転化するかという発生要件
論である。その上で，以上の要件を満たす商品は詰まるところ金（あるいは貴金属）であろうという推論が
加えられる。これはいわば，一般的等価物に転化する商品は何であるかという発生母体論である。しかし，
発生要件の側からの商品種類の絞り込みは，発生母体を金一種類に絞り込むほど強くはない。どこまで絞り
込もうと，金以外の商品が一般的等価物となる可能性自体は排除できないのである。
86
７８）この見方を代表するものとしては，川合［１９５４］，川合［１９７０］を参照せよ。
７９）この見方を代表するものとしては，馬場［１９７８a］，馬場［１９７８b］を参照せよ。
８０）「他人資本の自己資本化」説に即して考えた場合，どうしても貨幣市場の発生が先でなければならない，
という解答になろう。これにたいして，「自己資本の他人資本化」説に即して考えた場合の解答は，おそらく
二通りになりうる。どうしても貨幣市場の発生が先でなければならないというわけではない，という否定形
の解答は，肯定形に変換すれば，資本市場の発生が先であるという解答と，貨幣市場と資本市場との発生は
同時であるという解答とに分岐しうるのである。たとえば，「自己資本の他人資本化」説の代表格である馬場
［１９７８b］は，信用制度と株式会社とは「相互促進的な二つの過程」をなすものであり，「私自身は株式会社か
ら信用制度を導くどころか，むしろもっと単純に信用制度を株式会社と並行的に予定する考え方に傾いてい
た」と述べている（３３７―３４４頁）。拙著［２００６］２７２頁も参照せよ。
８１）つまり，貨幣市場論→資本市場論という矢印の向きは，安全性→収益性という規則に従っていることにな
ろう。しかしこの規則は，果たして論証の必要がないほど普遍的なものといえようか。たとえば宇野の資本
形式論は，商人資本的形式→金貸資本的形式という順序で展開する。そしてこの順序の根拠は，すでに本稿
でも確認したように，「資本家の個人的な手腕や投機」に依存せざるをえない商人資本的形式に比べて，金貸
資本的形式の方がより自動的な増殖方式であるという点に求められていた（宇野［１９５０・５２］７６頁）。しかし
原理上，金貸資本的形式で取得しうる利子は，商人資本的形式で取得しうる利潤よりも低位に抑えられざる
をえない。つまり，商人資本的形式→金貸資本的形式という矢印は，貨幣市場論→資本市場論という矢印と
は逆向きで，むしろ収益性→安全性という規則に従っていることになるわけである。
８２）山口［１９８４a］１４１頁，山口［１９８５］２３７頁を参照せよ。
８３）それぞれの判定理由をめぐっては，宇野［１９６９］４４７―４５０頁，および山口［１９８３］（特に第３章）を参照せ
よ。
ただ念のため付言しておくと，このように宇野と山口とを同じ土俵の上で向き合わせること自体，双方に
たいしてやや不当な扱いになる懼れがないとはいえない。両者の間では，判定結果や判定理由が異なるだけ
でなく，それらの前提となる判定基準そのものが異なることに注意すべきである。
たとえば山口の判定結果は，宇野とは反対に「商業資本論が先である」というものであるが，その理由は
必ずしも「より直接的で積極的な機能を果たすのは商品買取である」という点にあるわけではない。山口は，
「より直接的で積極的な機能を果たすのは（再生産過程に密着した）貨幣融通である」という宇野の説明を詳
細に検討して，それが「決定的な論拠」を欠いていることを指摘しているが（山口［１９８３］２４４頁），だから
といって，宇野の説明をそのまま裏返しにすることを主張しているわけではない。むしろ山口は，新たに「利
潤率の均等化の過程」または「価値法則の現実化の過程」における機構的役割の違いという判定基準を設け
た上で（山口［１９８３］２９７頁），この基準に照らして一連の判定をやり直し，上記の判定結果を導き出してい
るのである。
「決定的な論拠」を欠いた説明を積極的に支持することは難しいが，その代わりに，これを積極的に否定す
ることも難しい。流通負担の軽減方法としての直接性・積極性といった判定基準そのものが「決定的な論拠」
を欠いている以上，この基準に照らしてどれだけ丹念に比較したところで，「決定的な論拠」のある判定結果
に達することは難しい──というのが，おそらく山口説の根本にある認識ではなかろうか。この認識にたい
しては，山口自身が新たに設けた判定基準に「決定的な論拠」があるか否かという問題とは別に，本稿とし
ても積極的な支持を表面しうるのである。
８４）実際，この矢印の向きは，山口の市場機構論に限っても一定ではないように思われる。すでに述べたよう
に，流通負担の軽減方法として考えた場合，商品買取と貨幣融通との何れがより直接的であるかは断言でき
ない。しかし仮に，商品買取の方がより直接的であると見るのであれば，そして正しい矢印の向きは直接的
→間接的であると見るのであれば，山口の場合のように貨幣市場論よりも先に商業資本論を説くという内容
配置が採られることになろう。産業資本にとっての流通負担の根本は，不確定な販売過程を自分で担当しな
ければならないことにある。たとえ購買過程に信用を利用することができても，販売過程の負担は依然とし
て自分にある。この負担を軽減するには，販売過程そのものを直接肩代わりしてもらうのが捷径である，流
通過程の不確定性を解除ないし緩和したいのであれば，「最も原始的な解決の仕方は流通過程を他に委譲して
しまうことである」（山口［１９８５］２０９頁），そしてその任に当たるのは貨幣市場ではなく商業資本である，と
もう一つの商業資本論（３）
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いうわけである。
しかし，産業資本が利潤率を増進する上で，流通過程の不確定性を解除ないし緩和することだけが重要な
わけではない。固定資本的制約を解除することも，同様に重要な課題となる。貨幣市場論から資本市場論へ
の展開では，この課題が大きくクローズアップされるのである。
それでは，固定資本的制約の解除方法として見た場合，貨幣市場と資本市場との何れがより直接的である
のか。たとえば山口は，産業資本が信用を利用することで可能となるのは流動資本的拡張を促進することだ
けであるが，資本結合を行えば固定資本投資そのものを他資本と分担し，資本の固定化に伴うリスクを分散
することが可能になるものと述べ，貨幣市場は固定資本的制約の「間接的な克服」に寄与し，資本市場はそ
の「直接的な克服」に寄与する，と整理している（山口［１９８４a］１４１頁）。
とはいえ山口において，資本市場論は貨幣市場論よりも後に説かれている。すると，商業資本論→貨幣市
場論という矢印の向きが，直接的→間接的という規則に従っているのにたいして，貨幣市場論→資本市場論
という矢印の向きは，この規則に反していることになる。そうなるのは，要するに山口の場合，貨幣市場論
と資本市場論との前後関係が，固定資本的制約の解除という観点だけから決定されているわけではないから
である。遊休貨幣資本の動員方法として見た場合，短期資金しか動員できない貨幣市場よりも，長期資金を
動員できる資本市場の方が，一段階バージョンアップしていると見ることができる。つまり資本市場は，貨
幣市場の「機構上の限界」（山口［１９８５］２３５頁）を克服するより進んだ資金動員機構＝競争媒介機構と見る
ことができる。その見方に従えば，やはり資本市場論は，貨幣市場論よりも後に説かれるのが自然となろう。
貨幣市場論→資本市場論という矢印の向きは，原始的→発展的という別の規則に従っていることになるわけ
である。しかしまた，ごく常識的な区分法に従えば，貨幣市場が間接金融機構であるのにたいして，資本市
場は直接金融機構である。山口も，この区分法自体を否定はしないであろう。
詰まるところ以上の問題は，本文でも述べたように，直接性・間接性，積極性・消極性という性格規定が，
そしておそらく原始的・発展的という性格規定も含めて，何れも決め手を欠いた相対比較の域を出ないとい
う要因に帰着する。決め手を欠くということは，唯一絶対の基準を欠くということ，いいかえれば複数の基
準がそれぞれ一定の正当性をもって並立しうるということでもあろう。貨幣市場論→資本市場論という矢印
は，両市場機構を比較する基準の置き方次第では，間接的→直接的という変則的な向きにもなれば，原始的
→発展的という正則的な向きにもなるわけである。
８５）この点は，市場機構論の外部にまで目を向けてみるとさらに明確になる。山口の場合，市場機構論では，
すでに確認したように貨幣市場論→資本市場論という展開順序が採用されている。しかし流通論では，資本
の価値増殖方式には寄生的な性格をもつ貨幣融通資本形式があり，貨幣融通には出資と貸付という二つの方
式があることが指摘された上で，出資方式→貸付方式という展開順序が採用されている。いうまでもなく貨
幣市場は，貸付方式での貨幣融通が行われる場であり，資本市場は，出資方式での資金融通が行われる場で
ある。流通論における展開順序と市場機構論におけるそれとは，互いに正反対の方向を向いているように見
えるのである。
もう少し内容に立ち入ってみると，それぞれの展開順序についての山口の説明には，同じ結論に向かいそ
うで必ずしもそうはならないという，かなり複雑な異同関係が見られる。貨幣市場論→資本市場論という展
開順序は，貨幣市場の限界→資本市場による克服，という明確な規則に従っている。（１）資本結合への要請自
体は，「信用機構の限界の有無とは独立に」存在する，（２）しかしこの要請が満たされるには，出資持分の流動
化機構が必要である，（３）この機構が成立するには，遊休期間が比較的長く，資金運用の安全性よりも収益性
を重視しうるタイプの遊休資金を動員することが必要となる，（４）このタイプの遊休資金を動員することは短
期信用中心の貨幣市場には難しく，この貨幣市場の「限界」を，結果として出資持分の流動化機構が「克服」
することになる，──というのが大凡の説明の流れである（山口［１９８５］２３４―２４１頁）。
一方，出資方式での貨幣融通についての説明も，途中まではほぼ同じ流れをたどる。すなわち，（１）貨幣融
通による価値増殖を追求する個別主体が「まず展開すると考えられる」のは，出資方式での貨幣融通である，
（２）しかしこの方式には，出資した分の資本を自由に単独回収できる機構，出資持分の証券化機構が必要であ
る──，というのが前段の説明の流れである（山口［１９８５］７１―７２頁）。ここまでは，資本市場についての（２）
までの説明と重なり合っていよう。産業資本に限らず，資本は一般に「信用機構の限界の有無とは独立に」，
他資本との結合関係を「まず展開すると考えられる」が，それには出資持分の証券化ないし流動化というハ
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ードルが待ち受けている，というわけである。
しかし，以上に続く後段の説明は，（３）出資方式に続いて貸付方式での貨幣融通が行われると，貸付期間中
に貸し付けた分の貨幣を回収しようという要請が生まれ，この要請に応える貸付債権の証券化機構が成立す
る，（４）貸付債権が証券化してその売買価格差が生じると，貸付債権に続いて出資持分も差益目的の投資の対
象となり，結果として出資持分の証券化も可能となる，──という流れになっている（山口［１９８５］７２―７５頁）。
これは，資本市場についての（３）以降の説明の流れとは大きく異なるものであろう。むしろ，「出資方式の問
題点を解決する形式として」貸付方式が展開される，つまり出資方式の限界→貸付方式による克服，という
説明になっているのであって（山口［１９８５］７２頁），同じ「限界→克服」という規則に従いながらも，矢印の
向きそのものは正反対になっているわけである。
そうなる理由はやはり，「限界→克服」という規則を適用する際の，つまり異なる機構なり方式なりの間で
機能比較を行う際の，基準の置き方の違いにあろう。貨幣市場論→資本市場論では，貨幣市場の資金動員機
構としての「限界」をいかにして「克服」するかに基準が置かれている。一方，出資方式→貸付方式では，
出資方式の資金回収機構（証券化機構）としての「限界」をいかにして「克服」するかに基準が置かれてい
る。貨幣市場論→資本市場論では，資金を融通する側よりは動員する側にとっての「限界」，つまり産業資本
にとっての競争媒介機構としての「限界」に重点が移るのである。
それゆえか，山口の場合，出資方式→貸付方式という展開でかなり重要な役割を振られている貨幣債権の
証券化（貸付の出資化）は，貨幣市場論と資本市場論との何れにおいても全く言及されていない。資本市場
に先駆けて貨幣市場において証券化機構が成立すれば，収益性重視の資金運用要請は，貸付証券への投資に
よって少なからず満たされることになろうし，固定資本信用の無理も，長期債権の証券化によって少なから
ず緩和されることになろうが，これらは不問に付されているのである。
８６）山口の商業資本論にたいして諸家から寄せられてきた批判を繙いてみると，実はそこでも，このズレに起
因するものと覚しき論点が提示されていたことに気づく。その好個の例証をなすのが，注７３でも引いた村上
和光の批判である。
村上は，商業資本の発生根拠にかんする山口の説明が，実質的には商業資本がすでに存在することを前提
とした上で，この商業資本が産業資本にたいして果たす機構的役割を解明するものでしかないと指摘してい
る（村上［１９８３］１４３頁）。そして，産業資本の一部が商業資本に「転化」するプロセス自体を具体的に問題
にしているわけではないという意味において，山口自身が意図する分化論の本格的展開にはなっていないと
指摘している（村上［１９８３］１４３頁）。もっとも村上自身は，「転化」のプロセス自体を具体的に問題にするこ
とは不可能であり，しかも商業資本の発生根拠を説明する上で本来不必要であると見ている。すなわち村上
は，山口の分化論が「転化論としての分化論」になっているものと見た上で，この「転化論としての分化論」
の無理を主張しているわけである（村上［１９８３］１４４頁）。
以上の批判にたいして山口は，分化論の本来の主眼は「商業資本の外的存在をあらかじめ前提し，産業資
本と商業資本をいわば同位的な資本のように捉えてそれらの間の平面的な機構的関連を考察するといった方
法」を斥けることにあり，「転化」のプロセスを具体的に問題にすることにはない，と反論している（山口［１９９８］
４９―５１頁）。また，そもそも「転化」のプロセスを具体的に問題にするということ自体がどういうことなのか，
「必ずしもよく理解できない」とも述べている（山口［１９９８］４９頁）。何れにせよ，村上が山口に押し付けて
いるような「転化論としての分化論」は，山口の分化論とは無関係であるというのである。因みに山口は，
商業資本論とは異なる主題をめぐってではあるが，自分が「競争論的な発生論」と呼んでいるのは市場機構
の発生根拠をもっぱら構造論的に明らかにする方法のことであって，「時系列的に発生のプロセスを追う発生
論」とは似て非なるものであると断っている（山口［２０００］２１２―２１８頁，２２９―２３０頁）。山口［２００６］３１―３２頁
も参照せよ。
本稿としても，分化論の本来の主眼が上記の「方法」，つまり「行く先論」の排除にあるという点には同意
する。また村上が主張し，山口も消極的ながら追認しているように，「転化」の具体的なプロセスを問題にす
ることが不可能であり，かつ不必要であるという点にも，本稿として特に異論はない。しかし，産業資本を
発生母体として商業資本が発生する，そしてその意味で商業資本は「産業資本自身の内部的機構」であると
いう分化論のテーゼは，産業資本が商業資本に「転化」するという命題を否定しがたく含んでいるのではな
いか。いいかえれば，「転化」の具体的なプロセスこそ問わないにせよ，「転化」の主体が産業資本であるこ
もう一つの商業資本論（３）
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と自体は強く前提しているのではないか。山口自身，分化論について，商業資本を「産業資本の中からその
一部を転化させて設定する方法」と説明している箇所がある（山口［１９８３］１６頁）。
もっとも山口は，上の説明に加えて，「転化」するのはあくまで産業資本の流通機能の一部であり，産業資
本そのものではないという補足説明を行っている（山口［１９８３］１８―１９頁）。しかし，商業資本という主体に
「転化」するのが流通機能であるという説明は，そもそも「転化」という概念の使い方として整合的であろう
か。
たとえば，商品が貨幣に「転化」する，貨幣が資本に「転化」する，剰余価値が利潤に「転化」する，商
業資本が銀行資本に「転化」するといった一連の「転化」は，何れも同一主体の状態変化，あるいは形態変
化（変態）を指している。しかし，産業資本の流通機能が何か別の機能に変化するのではなく，産業資本と
いう主体を離れて独立し，商業資本という別の主体に「転化」するというのは，それとは異なるパターンの
変化であろう。こうしたパターンの変化をも「転化」と呼びうるかどうかは，ある意味では用語の問題とい
えなくもないが，少なくとも「貨幣の資本への転化」といった用語法から外れることは確かである。
むろん産業資本は，商業資本にたいして自分の流通機能を委譲する。したがって，産業資本という主体と
は区別されたその流通機能を主語に据えるのであれば，動詞は「転化」よりも「委譲（外部化）」となるのが
自然であろう。山口自身，「転化論としての分化論」の意義を否定した上で，「問題は何が独立するかではな
く，どのような機能が委譲されるのかである」と強調している（山口［１９９８］５１頁）。そしてすでに述べたよ
うに，流通機能の委譲＝代位関係の「発生」を説明する上で，産業資本の商業資本への「転化」ないし「分
化」という見方は，必ずしも不可欠ではないのである。
８７）ここに引いた以外の箇所でも，やはり山口の議論は，「流通過程を専門的に引き受ける資本があれば」，産
業資本はこの資本に流通過程を委譲しようという要請をもつ，というように展開する（山口［１９８３］２９８頁）。
８８）その場合，銀行資本への「転化」よりも先に商業資本への「転化」が実現するという順序の要因は，要件
の要因ほどは強くないが，主体の要因ほどは弱くない，中程度の論理的強度を有しているということになる
のかもしれない。
８９）山口は，商業資本は産業資本の商品資本や流通資本以外の何ものでもないというマルクスの「商品資本の
自立化」論に批判を加えた上で，この批判をつうじて問われているのは分化論のあるべき展開方法であり，
分化論それ自体の当否ではないという点を，「念のため」と断った上で付言している（山口［１９８３］１８―１９頁）。
しかし，このような付言が必要になるのは，予想される誤読の余地を「念のため」排しておくためだけとは
いえないであろう。根本には，本文で述べたような二つの区別のズレがある。分化論には最初から一種類の
展開方法しかないわけではなく，複数の展開方法がありうるということは，この「念のため」の付言自体が
消極的ながらも認めていよう。複数の展開方法があ

り

う

る

からこそ，あ

る

べ

き

展開方法が問題となるのであ
る。
なお菅原［１９９７］は，森下二次也の商業資本論（たとえば森下［１９７６］）が，マルクスの「商品資本の自立
化」論と同様の分化論的方法を採用しつつも，やはりマルクスと同様，社会的規模において流通費用を節約
することが商業資本の発生根拠をなすというタイプの議論になっており，結果的には，産業資本の外部にあ
らかじめ商業資本の存在を前提した上で両者の関係を説くという「共時論的方法」に陥ってしまっていると
指摘している（１０頁）。その上で，分化論的方法は，個々の産業資本の利潤率増進をめぐる競争を論理展開の
動力とするタイプの議論にならなければならないと述べ，このタイプの分化論を特に区別して「競争論的分
化論」と呼んでいる（１１頁，１４５頁）。菅原の解釈によっても，分化論には，「共時論的分化論」と「競争論的
分化論」という二つの展開方法があるわけである。
９０）山口は，商業資本を含めた諸市場機構には産業資本から派生した「分化形態」という「側面」があるもの
とした上で，分化＝発生論とは，この「側面」を明らかにすることで諸市場機構が産業資本の「分身的な補
足物」であることを論理的に示そうとする立場であると説明している（山口［１９８５］２０６―２０７頁）。この説明
は，「分化形態」であることを明らかにすれば「分身的な補足物」であることを示しうるという論法になって
いるが，それは一種の循環論法といえなくもない論法であろう。さらに，「分身的な補足物」という規定自体
も，「分身」であれば必ず「補足物」であるといえるのかどうか，「分身」ではない「補足物」もありうるの
かどうか，考え始めると色々難しい点が出てくる。
しかしここで問うべきは，それらとはまた別の点である。つまり，「分化形態」としての「側面」を明らか
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にすることが，それ以外の「側面」を捨象することに繋がっていないかどうか，この点が問題なのである。
山口の説明の限りでは，「分化形態」としての「側面」を明らかにすることは，あくまで「分身的な補足物」
であることを論証するという目的のために要請された方法のはずである。「分化形態」としての「側面」を明
らかにすること自体が目的であり，この目的のためにそれ以外の「側面」を全て捨象しなければならない，
というわけではない。況んや，それらを全て捨象しなければ資本主義的な市場機構たりえず，原理論として
の市場機構論の考察対象ともなりえない，というわけでは全くないのである。
９１）山口は，重商主義段階から自由主義段階にかけての歴史過程を，先行する商品経済的諸機構を利用しなが
ら成長した産業資本が，やがてこれらの諸機構を「自分自身のための内的機構」として従属させ，「再編成」
した過程であると総括している（山口［１９８５］２０６頁）。この場合の「内的機構」は，やはり「内部化（再編
成）された機構」という意味になろう。
もっとも山口自身は，こうした歴史過程をそのまま描写するのではなく，「いわば逆にたどる」ものが市場
機構論の分化＝発生論的展開であると見ている（山口［１９８５］２０６頁）。その理屈でいえば，たとえば産業資
本から商業資本が分化＝発生する過程をもう一度「逆にたどる」と，上述の歴史過程が再現されなければな
らないはずである。しかし，そうはならないであろう。産業資本から商業資本が分化＝発生する過程と，産
業資本によって商業資本が「内部化（再編成）」される過程とは，始点に存在するのが産業資本一種類だけか，
それとも産業資本と商業資本との二種類であるかで食い違いを見せるものの，別に順序が「逆」になってい
るわけではないのである。「科学的分析の進行」と「歴史的発展の進行」とが「正反対」であるというマルク
スの総括にも（K.，，S.２９８，〔６〕４６８頁），おそらく同じことが当て嵌まるのではないか。
９２）にもかかわらず，マルクス自身は，むしろ「代理人」規定よりも「召使」規定の方を好んで多用しがちな
傾向にあったといえよう。すでに『剰余価値学説史』において，商業資本は「工業生産の召使」ないし「産
業資本の召使」でしかないという見方が採用されている（Mw.，，S.４６２，〔９〕１３０―１３１頁）。
思うに労働者階級も，資本家階級にたいする「従属的立場」に置かれているという通俗的観点からすれば，
「召使」に近い存在と見えなくもない。しかし，一口に労働者階級といっても，資本と直接的な雇用関係を結
ぶか否か，資本の監督責任の下で働くか否かで，正規・非正規，請負・派遣といった種々の区別が生じる。
こうした労働者階級内部の種別をあまり明示的に取り上げてきたとはいえない原理論でも，むろん賃金労働
者と奴隷とは理論的に峻別される。また，賃金労働者が労働力を販売して賃金を得ることと，職人や召使が
労働そのものを販売して報酬を得ることとの間にも，はっきりとした区別が付けられる。労働力概念をきわ
めて厳密に定義した『資本論』第１巻の議論のベースからすれば，「工業生産の召使」という商業資本像は，
かなり戯画化されたものと映らざるをえないのである。
もっともよく考えてみると，もう一方の「生産的資本の代理人」という商業資本像の方も，こうした戯画
的性格を全面的に免れているわけではない。本来「代理人」とは，一定の手数料と引き替えに，本人に成り
代わって特定の業務を遂行する役回りのことを指していよう。この手数料は，業務を請け負う段階で先決め
されていることもあれば，成功報酬を織り込むかたちで後決めされることもある。しかし何れにせよ，純粋
に業務代行サービスにたいする対価として支払われるのである。産業資本から売買業務だけを請け負って，
販売手数料を要求するタイプの業者，いわゆる代理商であれば，なるほど「生産的資本の代理人」という規
定がぴったりと当て嵌まる。売買業務の成果が不確定であり，したがって手数料を先決めすることに独特の
困難が伴うものの，あらかじめ内容の確定された（期間なり場所なり物量なりが確定された）業務を請け負
うという点では，運輸業者や倉庫業者と違いはないのである。
しかし商業資本は，少なくとも通常の商業資本論においては，たんに売買業務を請け負うのではなく，対
象物件である商品自体を買い取るものと想定されている。流通過程の代位は，売買業務の代行と同義ではな
い。売れ残りが生じたからといって，仕入れ先の産業資本に返品ができるわけではないのである。かかる商
業資本を「生産的資本の代理人」に見立てることが妥当性をもつとすれば，それは商業資本の立場から見て
商品を買い取らなかったも同然の結果となるケース，すなわち仕入れた商品を全て売り切ったケースだけに
限られよう。反対に，代理商の場合でも，一切返品を出すことなく引き受けた商品を売り切れば，産業資本
の立場から見て商品自体を買い取ってもらったも同然の結果となる。「生産的資本の代理人」という商業資本
像は，そうしたきわめて特殊なケースを事後的に振り返ったときにのみ現れる，いわば虚像に近い理想像な
のである。拙稿［２０１１］１７７頁も参照せよ。
もう一つの商業資本論（３）
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９３）マルクスは，商業資本はその独立性のために，恐慌に突き当たるまでは「生産そのものにはどんな限界も
見いださないか，またはせいぜい非常に弾力のある限界を見いだすだけである」と述べている（K.，，S.３１６，
〔６〕４９６頁）。「どんな限界も見いださない」というのは，如何にも「外的＝外面的」な虚偽という以外にない。
マルクスの言葉を借りていえば，まさに「外面性＝無概念性」である（K.，，S.３１７，〔６〕４９７頁）。しかし，「せ
いぜい非常に弾力のある限界を見いだすだけ」ということになれば，また話は違う。マルクス自身，この直
前の箇所で，再生産過程が「与えられたどんな制限も乗り越えて」推進されうる巨大な弾力をもつことを認
めており，直後の箇所でも，商業資本はある範囲までは再生産過程の「限界」と関わりなく運動し，むしろ
再生産過程をその「限界」を越えるところまで推進することを認めている（K.，，S.３１６，〔６〕４９６頁）。「または」
という接続詞で何気なく繋がれた二つのセンテンスの間には，決して小さくはない論理的懸隔が生じている
のである。
９４）もっとも，この意味での剰余価値（産業利潤）の分与ないし移譲には，その説き方をめぐって，やや微妙
な問題が潜んでいることに留意しなければならない。その問題は，そもそもの流通過程の委譲＝代位関係の
捉え方にも関わってくる。長くなるが，注記しよう。
従来は，おそらく以下のような捉え方が典型的だったのではないか。すなわち，流通過程の委譲＝代位関
係といっても，外観上は商品の売買関係一般と異なるところはない。また個々の産業資本としても，商業資
本を相手にする場合に限って，何らかの特別な対応を取るわけではない。自商品をできるだけ早く，できる
だけ高く売ろうとして，産業資本を相手にする場合と変わりない通常の販売競争を展開するだけである。し
かし，商業資本によって大量に，かつ早期に自商品が買い取られることは，実質的には流通過程そのものを
代位してもらったかのごとき効果を生じる。産業資本がこの効果を求める結果，商業資本にたいする販売競
争は，流通過程そのものの委譲競争のごとき様相を呈し，その競争圧力によって販売価格も引き下げられる。
この引き下げられた分が，産業利潤の分与ないし移譲に相当する，という捉え方である。
以上を一口に纏めると，流通過程は「意図せざる結果」として委譲され，産業利潤は「意図せざる結果」
として分与ないし移譲される，という捉え方といってよいであろう。流通過程の委譲にせよ，産業利潤の分
与にせよ，個々の産業資本の直接的な「意図」に発するわけではない。有利な販売条件を求めることの他に
「意図」はないが，その「意図」に基づいて販売競争を展開してゆくと，最終的には流通過程を委譲したに等
しい，または産業利潤を分与したに等しい「結果」になる，というわけである。もっとも筆者は，こうした
流通過程の委譲＝代位関係の捉え方には，かなり根本的な疑義をもっている。拙著［２００６］３５―３７頁，４８―４９
頁を参照せよ。
山口の場合，流通過程の委譲要請自体は，産業資本の直接的な「意図」に発するもののように説かれてい
る。しかし，産業利潤の分与ないし移譲については，「利潤の一部をいわば譲渡されることになる」とか（山
口［１９８３］８６頁），「産業資本の利潤の移譲分であるとみなすことができる」というように（山口［１９９８］７０
頁），流通過程の委譲競争のもたらした「意図せざる結果」として押さえられている節が濃厚である。これに
たいして松尾［１９９３］は，産業利潤の分与ないし移譲といえば「貨幣としての利潤が譲りわたされるかのよ
うに誤解されやすい」が，この誤解の余地を排するためには，流通過程の委譲＝代位関係自体も当事者的な
「価格競争ビヘイヴィア」のもたらした「結果」として措き直される必要があると訴えている（９７―１０２頁）。
まさに，「意図せざる結果」説の徹底化が主張されているわけである。
以上の問題はまた，産業利潤が分与ないし移譲されるという場合に，分与ないし移譲する主体となるのは
どの産業資本かという問題，つまり流通過程を委譲している産業資本だけに限定されるのか，それとも，そ
れ以外の産業資本も含めた総産業資本のことを指すのかという問題にも繋がる。これはいいかえれば，分与
ないし移譲はミクロな関係性なのか，それともマクロな関係性なのかという問題である。
あくまでミクロな関係性として押さえるのであれば，（１）流通過程を委譲した産業資本はそうしなかった産
業資本よりも利潤率を増進することになる，（２）このいわば個別的な商業資本の寄与にたいして，寄与を受け
た産業資本から産業利潤が分与ないし移譲されるのだ，と考えることになろう。一方，マクロな関係性とし
て押さえるのであれば，ポイントとなるのは流通過程を委譲した産業資本と委譲しなかった産業資本との比
較ではなく，商業機構が発生する前後における産業部門全体の状態の比較である。（１）商業機構が発生すれば，
全ての産業資本が商業機構を利用するわけではないにしても，総産業資本の利潤率は増進される，（２）このい
わば社会的な商業機構の寄与にたいして，総産業利潤からの分与ないし移譲が行われるのだ，と考えること
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になろう。
一見すると，流通過程の委譲＝代位関係自体がミクロな関係性である以上，この関係に付随して行われる
産業利潤の分与ないし移譲の方も，個々の委譲＝代位関係の内部に閉じたミクロな関係性であると割り切る
ことが理に適うように思われる。しかしよく考えてみると，そう簡単には割り切れない点が出てくる。
そもそも商業資本に分与ないし委譲される産業利潤とは，産業資本によって商業資本に値引き販売された，
その値引き分の総額のことを指している。商品一個当たりでいえば，産業資本自身が販売した場合の販売価
格と，商業資本に値引き販売された卸売価格との差額のことを指している。「個々の産業資本は自ら商品をそ
の最終需要者に販売する場合の価格（ないし予想価格）よりも多かれ少なかれ低い価格で商業資本に販売す
るであろう。……こうして得られる商業資本の利潤部分は産業資本の利潤の移譲分であるとみなすことがで
きるであろう」（山口［１９９８］７０頁），というわけである。しかし問題は，個々の産業資本自身が販売した場
合の「価格（ないし予想価格）」が，いかにして決められるかである。
委譲＝代位関係の展開をつうじて変動するのは，必ずしも卸売価格だけではない。産業資本自身が販売し
た場合の「価格（ないし予想価格）」は，商業資本を利用していない諸他の産業資本の販売価格，いわば現行
の市場価格と同水準になることもあろうし，そこから多少なりとも上下に乖離することもあろうが，何れに
せよ産業資本間の競争関係の常として，現行の市場価格から一定の規制を受けざるをえない。しかし，商業
資本を利用していない諸他の産業資本は，自商品を販売するに際して，流通業務に特化した商業資本との新
たな競争関係に置かれることになる。そのことで，現行の市場価格自体にも一定の影響が生じよう。
商業資本は，固定資本の遊休回避という課題を抱えた産業資本に比べると，いっそう積極的な流通活動を
展開しうるものと規定されていたはずである。かかる商業資本を競争相手に回した産業資本が，従前通りの
販売活動を続けることができるかどうかは分からない。商業資本が，商品一個当たりのマージンを減らして
期間販売量を増やす薄利多売の戦略を展開すれば，市場価格にも下方への圧力が加わる。その場合，商業資
本を利用していない諸他の産業資本も，商業資本との競争関係に置かれなかったならば取得していたであろ
う（と予想される）産業利潤の一部を失う可能性が出てくるが，この計算上の損失自体，商業資本にたいす
る産業利潤の分与ないし移譲と考えられないことはない。また商業資本は，自分が販売した場合の販売価格
を予想して，その予想の下に適正な卸売価格を算出することになろうが，この予想価格自体も固定的ではな
い。現行の市場価格とともに変動し，その結果として，卸売価格の適正水準も変動することになる。つまり，
委譲＝代位関係の展開をつうじて，「価格（ないし予想価格）」の方も変動するものと考えなければならない
のである。
しかも，産業資本にとっての「価格（ないし予想価格）」が，商業資本にとっての「価格（ないし予想価格）」
と合致するという保証はどこにもない。むろん，卸売価格自体は双方の合意をもって決定されるが，それが
どの「価格（ないし予想価格）」から値引かれているかについては，双方で評価が食い違う可能性がある。つ
まり，どれだけの産業利潤が分与ないし委譲されているかについては，双方で評価が食い違う可能性がある
わけである。
仮に，「価格（ないし予想価格）」は固定的であり，かつ一種類であり，卸売価格のみが変動するのであれ
ば，両価格の差額はあくまで委譲＝代位関係の内部で決定されたものとみなすこともできよう。しかし「価
格（ないし予想価格）」が，この関係の当事主体の間ですら主観的なバラツキを生じるのみならず，この関係
の外部にいる諸他の産業資本との競争関係をつうじて客観的にも変動し，さらにその結果を受けて卸売価格
の方も変動するということになれば，話は変わってくる。価格差を決定するのは，つまり分与ないし移譲さ
れる産業利潤量を決定するのは，委譲＝代位関係の外部にいる産業資本も含めた産業部門全体の動向であり，
産業部門全体と商業部門全体とのマクロな競争関係であると考えなければならなくなる。しかも，商業資本
による販売が終了し，「価格（ないし予想価格）」が一定の修正を受けて実現した後になって，はじめて価格
差を客観的に確定することも可能になるわけである。
おそらくこれは，マルクス以来の商業資本論の古典的論点である「商業資本の社会的必要量」とも重なり
合う。産業資本の側において一般的利潤率および商業資本に分与しうる利潤量が「いわば先行的に規定され」
（山口［１９８３］３０２頁），これに応じて商業資本の投下量がいわば受動的に調整されて「商業資本の社会的必要
量」が事後的に計られるというのは，やはりミクロな関係性ではなく，マクロな関係性，「社会的」な関係性
であろう。そして，マルクスが念頭に置いていた「内的依存性」も，本来はこうしたマクロな関係性の範疇
もう一つの商業資本論（３）
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に属するものではないか。それは，商業資本はただ「総資本（総産業資本；引用者）によって生産された剰
余価値から分けまえを引きだす」だけの存在であり（K.，，S.３０５，〔６〕４７９頁），あるいは「自分の前貸資本に
比例して，産業資本家階級によって生産される利潤量の分けまえを取る」だけの存在であり（K.，，S.３０１，〔６〕
４７３頁），総商業資本の取得する総利潤は，総産業資本の生産した総剰余価値をその源泉にせざるをえないと
いうように，「資本一般」的な観点から俯瞰した関係性なのである。
この観点から俯瞰すれば，なるほど生産価格や費用価格，一般的利潤率は，総商業資本にとって「与えら
れた外的な前提」として現れるものと想定されよう（K.，，S.３２０，〔６〕５０２頁）。そして，商業資本の販売価格
である「商業的販売価格」ないし「商業的商品価格」は（K.，，S.３２０，〔６〕５０２頁），所与の生産価格と同水準
になるものと想定されよう。しかしこれらの想定は，上記の「価格（ないし予想価格）」が個々の産業資本や
商業資本ごとに分散ないし変動する可能性を，決して排除するものではないのである。とすれば，最初から
「内的依存性」というマクロな関係性を前提し，この前提と矛盾しない範囲に限定して商業利潤の取得根拠を
論じることは，商業資本の発生根拠がミクロな関係性の内にあることを強調してきた発生論の観点から見て，
かなり異質な方法論に立つ議論とはならないか。「内的依存性」という関係性は，「産業資本自身の内部的機
構」という商業資本規定には似つかわしく思われるが，この商業資本規定が依拠している発生論とは論理的
次元を異にしている。ここでもまた，「産業資本自身の内部的機構」という規定のもつ両義性，分化論と発生
論とのズレが問われることになるのである。
９５）そして私見では，他ならぬ山口こそ，こうした商業資本の「独立性」ないし「独自性」を従来以上に重視
した論者であった。
９６）小幡［２０１２］は，商業資本論や信用論のなかで用いられる分化＝発生論が，基本的には資本間の関係を分
析する方法であるのにたいして，地代論ではそれとは異質な方法，資本と土地所有者との間の階級関係を分
析する方法が要請されることを指摘し，この方法を「包摂＝内面化論」と命名している（１９５―２００頁）。きわ
めて示唆的であるが，本稿としては，これら二種類の方法を包摂するものこそ本来の発生論（発生＝行動論）
であったのではないか，という見方を採る。少なくとも，資本（産業資本）から直接派生するわけではない
が，といって非資本＝非競争的存在と割り切ることもできないのは，何も土地所有者だけとは限らないであ
ろう。商業資本論や信用論にも，この種の中間的な存在の出る幕は残されているように思われる。
９７）産業資本がもともと生産過程と流通過程とを全て自力で兼営していたというのは，分化＝発生論によって
商業資本論を展開するという目的のために措かれた「前提（想定）」であろう。あるいは生産論に遡っていえ
ば，そのような産業資本だけによっても社会的生産の編成が可能であることを論証するという目的のために
措かれた「前提（想定）」であろう。こうした特定の理論上の目的から離れて，生産過程と流通過程とを自力
で兼営しうる資本だけが産業資本たりうるという「断定」を下すことは，明らかに「前提（想定）」の過剰適
用となるのである。
９８）この解除方法には，資本結合機構に限っても，（１）資本規模自体を拡張する，（２）資本規模は不変のまま個々
の出資規模を縮小する，という二通りがある。さらに商業機構が加わると，（３）資本規模は不変のまま生産規
模を拡張する，（４）生産規模は不変のまま資本規模を縮小する，という四通りの分岐が生じる。（３）は，従来の
商業資本論でも想定されていたような，流通過程の委譲→流通上の諸費用の節約→生産過程への追加投資，
という因果連関をなす。これにたいして（４）は，本稿が独自に想定しているような，流通過程の委譲→生産過
程の操業開始，もしくは中古市場・リース市場の開設→固定資本投資の軽減，という因果連関をなすのであ
る。
むろん，上記の何れの方法を採るにせよ，資本規模や生産規模そのものの大小が特定されるわけではない。
いわゆる「資本の集中・集積」のことを指す（１）にせよ，中規模の産業資本が結合して大規模になる場合だけ
でなく，小規模の産業資本が結合して中規模になる場合も含まれよう。しかし，資本規模が拡大することと，
資本規模が大規模であることとは自ずから別個の事柄である。規模そのものは特定不能でも，（１）において規
模拡大の因子が強く働き，（４）において規模縮小の因子が強く働き，（２）と（３）においてはそれら両因子が多少な
りとも相殺されて中立的になる（通常の資本蓄積のペースに止まる），という点までは推論できる。「規模の
問題」は，丸ごと不問に付されてよいわけではないのである。
９９）同様の意味において，巨大株式資本を資本主義的な生産関係を超えた「社会資本」ないし「社会企業」と
みなすマルクス正統派の立場にも（K.，，S.４５２，〔７〕２２１頁），疑問の余地が生じることになろう。こうしたマ
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ルクス正統派の立場を否定する宇野理論でも，巨大株式資本は，基軸産業における固定資本の巨大化がもた
らした帝国主義段階に固有の存在であり，概して原理論の考察対象とはなりえないものとみなされてきた。
確かに，少数の大資本と多数の中小資本とに階層分化した寡占的な市場像は，原理論で描き出される競争的
な市場像の対極に位置するように見える。しかし注９８でも述べたとおり，規模の格差そのものと，規模の格
差を惹起する因子とは，注意深く区別する必要がある。
１００）この限定された意味においてであれば，商業機構を一種の社会的な商品貯蔵庫，「資本家社会的に公共的
なる機関」（宇野［１９６４］１４８頁）に見立てることにも，確かに一定の合理性が生じてこよう。しかしこの商
品貯蔵庫は，商品の「使命」たる最終消費者への円滑な供給・配給を実現するために設えられているわけで
は必ずしもない。この商品貯蔵庫では，そこに流出入をくり返す商品量の変動とは切れたかたちで，しかも
その商品価値の変動とは繋がったかたちで，一定大量をなす商品滞留が常時形成されている。その条件の下
で，部分的な価値実現をつうじて全体的な価値増殖を図るという資本本来の姿態変換運動が，社会的に形成
された商品滞留を主体として，部分的な転売・投機をつうじて全体的な相場を維持するヘッジングの運動と
なって，いわばスケールアップされたかたちで発現することになる。商品が分散的にではなく集中的に貯蔵
されているという市場構造自体が，ちょうど商品取引所から買って商品取引所で売るという場合のように，
投機的な転売活動をくり返し誘起するのである。
そこでの転売活動は，川上の流通業者から川下の流通業者へというタテの序列・順序に従って展開するわ
けでは必ずしもない。川上の流通業者は，同じ序列にある他の流通業者に売ることもありうるし，川下の流
通業者から買い戻し，さらに川上の流通業者に転売することもありうる。生産者から最終消費者へという一
方向的な流れに沿って複数の流通業者が配置されているというのは，あくまで商業機構の単線的なモデル，
というよりもその原始的なモデルでしかない。商業機構の内部における転売関係は，この原始的なモデルを
置き去りにして，タテにもヨコにも多方向的に広がるのである。
１０１）他にも，資本主義的生産様式が進んで投機が盛んになり，遊離した資本が過剰になるにつれて，「全然ま
たは半ば機能していない商人資本が増大する」という記述が見られる（K.，，S.３２３，〔６〕５０６―５０７頁）。もっと
も本稿の「はじめに」で述べたように，第４篇の基本的なスタンスは，「ここで問題にするのは，ただ普通の
商業だけで，投機ではないのであって，投機の考察は，およそ商業資本の分割に関することがすべてそうで
あるように，われわれの考察の範囲外にある」というものであった（K.，，S.３１８，〔６〕５００頁）。にもかかわら
ず，マルクスの考察は，しばしば自ら設定した「考察の範囲」を超えて投機の問題に及ぶわけである。こう
したマルクスの，自家撞着といえばいえなくもない理論展開は，商業資本を「普通の商業」という狭い枠組
みのなかに押し込めることの困難を，かえって如実に示しているように思われる。
１０２）ただ注１０１でも引いたように，マルクスは投機の問題を，「商業資本の分割」という問題と一纏めにして商
業資本論のメニューから外そうとしている。「商業資本の分割」には，卸売商業と小売商業との間の「分割」
も含まれるが，卸売商業の内部における「分割」，すなわち「商人仲間」の簇生も含まれよう。したがって，
マルクスの説明を裏返しにすると，もしも投機の問題を考察したいのであれば「商業資本の分割」を不問に
付すわけにはいかない，投機を加熱させる上では「商人仲間」の存在が必須である，という話にならなくも
ないのである。
１０３）このことはまた，『資本論』第３巻の全体を支配している分析視角，いわゆる「資本一般」的な分析視角
の必然的帰結ともいえよう。個別資本と社会的総資本との区別を没した場合，なるほど「商人仲間」は，最
初から存在しないも同然にならざるをえない。
１０４）周知のようにスチュアートは，総資財（使用価値量の意であるが）の増大を伴う「積極的利潤」と，一方
の利得が他方の損失によって相殺されざるをえない「相対的利潤」とを区別した。譲渡利潤（譲渡に基づく
利潤）は，この「相対的利潤」に相当し，ただ「当事者間における富の均衡の振動」を惹起するだけである
という（Inq .，，S.２４４―２４６，〔訳〕１７０―１７２頁，および，Inq .，，S.２７５―２７６，〔訳〕１９１―１９２頁）。
マルクスは『剰余価値学説史』第１部の最初の短い章において，かかるスチュアートの利潤論を取り上げ，
批判的検討を加えている。なるほど産業利潤も，流通部面をつうじて実現・取得されるという意味では譲渡
利潤であろう。しかし譲渡利潤は，スチュアートの定義では，商品をその実質的価値よりも高く売ることで
しか取得可能でない。したがって，全ての商品が価値通りに売られることになれば，結局のところ産業利潤
さえ存在しえないという背理に陥るのではないか──というのが，マルクスの批判の大筋である（Mw.，，S.
もう一つの商業資本論（３）
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７―１１，〔１〕５３―５７頁）。剰余価値の実体論ないし源泉論として見た場合，最終的には及第点以下という評価にな
るのかもしれない。
しかしそのマルクスも，「当事者間における富の均衡の振動」にかんするスチュアートの理論，つまり譲渡
利潤の理論は，諸階級にたいする利潤・利子・地代の分配を考察する際には「依然として重要である」と述
べている点には留意すべきであろう（Mw .，，S.８，〔１〕５５頁）。むしろ，ストックとしての資産価値の移転関係
のもたらす「当事者間における富の均衡の振動」を捉える上では，問題をあくまでフローとしての剰余価値
の分配関係だけに限定していたマルクスよりも，スチュアートの方が僅かながらも有利な位置にあったとは
考えられないか。むろんスチュアートの利潤論は，年々の労働成果の社会的分配という労働価値説の問題設
定を共有していないが，それだけにまた，複数年にわたって蓄積されてきた総資財（社会的富）の分配関係
にも，それなりに目が届いていた可能性があるからである。
実際スチュアートは，富（国民的富）を最初に有形物と無形物とに分類し，次に有形の富を消耗財と非消
耗財とに分類している。スチュアートによれば，有形の非消耗財，「消耗しない富のファンド」とは，詰まる
ところ貨幣と土地との二つである（Inq .，，S.３２―３９，〔訳〕３２６―３３１頁）。その上で，土地や家屋といった不動
産は「収入」ではなく「元本」であり，それらの購入に充てられる貨幣も，買い手の手中にある限りは「元
本」であるから，何れも課税対象とされるべきではないという議論を展開している（Inq .，，S.２３２―２３４，〔訳〕
５９４―５９５頁）。スチュアートが「当事者間における富の均衡の振動」を論じる場合の「富」とは，明らかに，
諸階級に年々分配される「収入」よりも多くのものを指しているのである。
１０５）この手法に依拠すると，たとえば次のような説明も可能となるかもしれない。すなわち商業利潤は，好況
末期には期待的要因を孕んで膨張し，産業利潤の一般的水準から大幅に逸脱するが，恐慌期から不況期にか
けてはその反動で低迷し，むしろ産業利潤よりも低位に押さえ込まれる。こうした景気循環全体の推移を通
して見ると，商業利潤は総じて産業利潤と変わらない水準にいわば平坦化されるものとして現れる。したが
って，好不況のバラツキを取り除いた平均的な景気状態を想定すれば，あるいは同じことであるが，景気循
環全体にわたる長期的傾向を原理的状態として規定すれば，商業利潤は産業利潤からの分与によるものと考
えざるをえない──という説明である。価値法則の貫徹という命題についても，同様の説明が行われる場合
は少なくない。
しかしこうした説明では，商業資本の機能自体も，最初から平均的な景気状態に適合的なものとして，し
かもその適合性を損なわない範囲に限定して規定されることになろう。商業資本の投機的側面を論じること
の困難も，いよいよ深甚化せざるをえないのである。
なお，好況末期における商業資本の投機的活動を主題的に論じた最新の論考として，江原［２０１３］がある。
１０６）宇野はこのヒルファディングのテーゼを批判して，「銀行資本（または産業資本）の金融資本への転化」
は，「高利貸資本の銀行資本への転化」がそうであるのと同様，あくまで与えられた歴史的前提の下での具体
的発展過程をなすものであり，資本主義体制自身のたんなる弁証法的＝論理的展開として論じるべき性質の
ものではないと述べている（宇野［１９７１］１８２―１８３頁）。
１０７）この点を踏まえると，マルクスと宇野理論とは，「商品資本の自立化」論という商業資本論の大枠を共有
しつつも，当初からそれぞれの批判のターゲットを異にしていた可能性がある。マルクスの商業資本論は，「商
業資本を直接に産業資本と混同」してしまう古典派経済学の理解，いわば「商業資本＝産業資本」論にたい
する批判であった。これにたいして，たとえば山口を始めとする宇野理論の商業資本論が批判を加えてきた
のは，商業資本と産業資本とが独立に運動している現状・外観をそのまま受け止めて，商業資本を最初から
産業資本とは別個の存在とみなしてしまう理解，いわば「商業資本⇔産業資本」論であった。これは，商業
資本の独立性を頭から自明視しているという意味では重商主義の理解といってよいかもしれないし，現状分
析ならざる現状記述に堕しているという意味では俗流経済学の理解といってよいかもしれない。何れにせよ，
「商業資本を直接に産業資本と混同」してしまう理解ではなく，むしろその対極に位置するようなもう一つの
謬見なのである。
そして，こうした批判のターゲットの違いに応じて，「商品資本の自立化」論自体についても，マルクスと
宇野理論とではそれぞれの力点が微妙に食い違っていた可能性がある。狙いが「商業資本⇔産業資本」論批
判にあるとすれば，「商品資本の自立化」論の力点は，「自立化」の本体（商業資本の実体）がもともと産業
資本の商品資本であることに置かれよう。商業資本は，最初から産業資本とは別個の存在のように見えるが，
96
実はそうではない，「商業資本は，産業資本の外部に独立してそれに対立して運動していても，実は産業資本
自身の内部的機構である」（山口［１９８３］１６頁），という主張が前面に出ることになる。しかし，狙いが「商
業資本＝産業資本」論批判にあるとすれば，事情は異なってくる。「商品資本の自立化」論の力点は，「自立
化」の本体が産業資本の商品資本であることよりも，この本体が現に商業資本として「自立化」しているこ
との方に置かれよう。産業資本の商品資本といっても，それは一個独立の運動体である商業資本として「自
立化」しているのであって，もはや流通部面における産業資本とは直接に「混同」できるものではない，と
いう主張が前面に出ることになるのである。
１０８）たとえば，セーの『政治経済学概論』では，「商業活動は生産であって，工業生産とまったく同様である。
生産物をある場所から別の場所へ運ぶことによって，それらの活動は生産物に価値を付け加える」という規
定が与えられている（Say［１９７２］p．５６）。Delaunay & Gadrey［１９９２］によれば，これはセーの見解としては
比較的後期のものであり，初期の段階では，サービスの不生産的性格を強調したスミスに近い見解が示され
ていたという（〔訳〕５１頁）。なお，上引のセーの記述は，同書の訳文に依った。
１０９）もともとマルクス独自の用語法では，古典派経済学に対立する経済学説は，いつの時期に提唱された学説
であれ，「俗流経済学」や「ブルジョア経済学」と呼ばれる。たとえば，『資本論』第１巻第１篇第１章第４
節「商品の物神的性格とその秘密」のなかでは，「ここではっきり言っておくが，私は，W．ペティ以来の，
ブルジョア的生産関係の内的関連を探求する経済学のすべてを，俗流経済学と対立させて，古典派経済学と
呼ぶ」という定義が与えられている（K.，，S.９６，〔１〕１５０頁）。この定義に従えば，重商主義も，当然のことと
して「俗流経済学」に分類されざるをえない。その商業学説上の貢献も，マルクス曰く「ただ外観上の関連
のなかをさまようだけ」（K.，，S.９６，〔１〕１５０頁）の泡沫とみなされ，一刀の下に切り捨てられてしまうのであ
る。
しかもマルクスの場合，「古典派経済学」という範疇もまた，独自の広さと狭さとを併せもつ。たとえば，
ケネーを始めとする重農学派は，明らかに資本主義的生産関係の「外観上の関連」よりも「内的関連」の方
に問題関心を置いていたのであり，したがって「俗流経済学」よりも「古典派経済学」に分類する方がマル
クスの流儀に適うことになろう。『剰余価値学説史』のなかでも，重農学派にたいしては，やがてスミスがそ
の遺産を継承することになる「近代経済学の本来の父」であるというように，異例ともいうべき高評価が与
えられている（Mw .，，S.１２，〔１〕５８―５９頁）。しかしその一方で，通常の学説史でいえば古典派に分類されそう
な論者，たとえばセーやバスティア，あるいはミル親子を始めとするリカード学派であっても，スミスとリ
カードという二人の「最良の代表者たち」を除くと，ロッシャーその他のドイツ歴史学派の論者と区別なく
「俗流経済学者」のなかに分類されてしまうのである（Mw.，，S.４９１―４９３，〔９〕１８０―１８３頁）。
何れにせよ，こうした「古典派経済学 vs俗流経済学」という単純な図式の下では，マルクス自身の立ち位
置はいかなる議題にかんしても「俗流経済学」からは遠く，「古典派経済学」に近い場所に設定されることに
なろう。極端にいえば，マルクスの学問的ルーツは，経済学的なそれにかんする限り悉く「古典派経済学」
にあって，マルクスはいわば「古典派経済学」の家系に生まれた鬼子である，ということになる。
しかしこれでは，マルクス体系のもつ多面性，特にその商業資本論のもつ重商主義的側面を，あまりにも
過小に見積もることにならないか。少なくとも商業資本論にかんする限り，マルクスの議論は「古典派経済
学」の枠組みから大きく逸脱している。というよりも，『資本論』第３巻第４篇冒頭の一文によれば，そもそ
も「古典派経済学」は固有の意味での商業資本論を欠いていたはずである。そして，この「古典派経済学」
の轍を踏まないためにこそ，第３巻のなかに商業資本にかんする特別な一篇を設ける必要があったと説明さ
れていたはずである。マルクスが好んで多用する「俗流経済学」という痛烈な批判的言辞は，時にマルクス
自身をして，自らの学問上のポジションを誤認せしめる一因になっていたようにも思われるのである。
１１０）このことは，マルクス自身の言葉によってもある程度まで裏づけられよう。たとえばマルクスは，地代・
利子・労賃といった諸収入の源泉を検討した『剰余価値学説史』第３部の「補録」のなかで，この源泉問題
にかんする俗流経済学の見方（地代・利子・労賃は，それぞれ土地・資本・労働という別個の源泉をもつ）
への批判を展開しているが，その際，俗流経済学と対照的な学説として古典派経済学を引き合いに出してい
る。とはいえマルクスは，この問題にかんする古典派経済学の見方を手放しで評価するわけではない。マル
クスによれば，古典派経済学は，地代や利子をまず利潤に還元し，次に剰余価値に還元し，最終的には剰余
労働に還元する。それは，富ないし収入の諸形態を「内的な統一体」に還元しようとする試み，「現象形態の
もう一つの商業資本論（３）
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多様性からは区別された内的な関係を把握しようとする」試みである。しかしこの還元は，しばしば余りに
も直接的に，「中間項なしに」行われる。というのも古典派経済学は，最初から「いろいろな形態を発生論的
に展開すること」に関心をもたず，収入の諸形態をただ「与えられた前提」として受け止めるだけであるか
らだ──というのが，マルクスの議論の大意である（Mw.，，S.４９０―４９１，〔９〕１７９―１８０頁）。
注目すべきことに，ここでは，古典派経済学の還元論的方法にたいして，マルクス自身の方法が「発生論
的」方法として対置されている。古典派経済学の関心は，「内的な統一体」や「内的な関係」だけに限定され
ている。「内的な統一体」や「内的な関係」を外から被っている形態や外観は，早くも還元の第一段階におい
て剥ぎ取られてしまい，それ以降の分析ではもはや一顧だにされない。しかしそれでは，「内的な統一体」か
らいかにして「現象形態の多様性」が生じるのか，「内的な関係」がどうしてあれこれの姿に分裂して現れる
のかといった問題は，不問に付されてしまう。「発生論的」方法では，この問題までが併せて考察されなけれ
ばならない。「内的な関係」が何段階かの「中間項」を経て，最終的に多様な「現象形態」へと行き着く，そ
の「発生論的」な関連までが叙述されなければならない，というのである。
以上の説明と，『資本論』における価値形態論の趣旨説明との間には，明らかにたんなる偶然とはいえない
符合が看て取れよう。周知のように，『資本論』のなかで価値形態論の主題に掲げられていたのは，「なぜこ
の内容があの形態をとるのか」，価値がどうして，あるいはいかにして交換価値または価格として表わされる
のかという問題であった（K.，，S.９４―９５，〔１〕１４７頁）。マルクスによればそれは，古典派経済学が「いまだか
つて提起したことさえなかった」問題であり，この問題の解明は「ブルジョア経済学によってただ試みられ
たことさえないこと」なのである（K.，，S.６２，〔１〕９３―９４頁）。
とすれば，重商主義は「流通過程の表面に商業資本の運動として独立して現われる諸現象から出発し，し
たがってまた，ただ外観だけをつかんだ」というマルクスの評価が仮に正しいとしても，このような「諸現
象」や「外観」をただ剥ぎ取ったまま打ち棄てておくことは，決してマルクス自身の「発生論的」方法にそ
ぐわしいやり方とはいえないであろう。商業資本の「外的独立性」が「外観」にすぎないと断定するだけで
あれば，古典派経済学の還元論的方法でも十分可能である。それはちょうど，商品経済の物神崇拝的性格を
たんなる資本家的倒錯性として否定・批判する立場，いわば超越論的＝啓蒙主義的な立場から下される断定
である。この断定を超えて，商業資本がいかにして「外的独立性」を帯びるのかを問うときにこそ，マルク
ス独自の「発生論的」方法の真価が発揮されるものと見るべきではないか。
マルクスの価値形態論は，古典派経済学の限界とブルジョア経済学（ベイリーを始めとする）の限界とを
同時に視野に収めうるポイントに置かれていた。おそらく商業資本論についても，同様のことが妥当しよう。
商業資本の「内的依存性」ではなく「外的独立性」の側から掘り進めていっても，否，正確にいえば「外的
独立性」の側から掘り進めるときにこそ，古典派経済学と重商主義とを両刀的に批判しうるポイントを探り
当てることは可能であったと考えられるのである。価値形態論と物神性論との方法論上の類似性，およびマ
ルクス＝宇野のイデオロギー批判の独自性については，拙稿［２００９・１０］（１）１―９頁，２５―２７頁を参照せよ。
１１１）言語はそもそも差異の（示差的な）体系であるという一般論からすれば，むろん「外的」であれ「独立性」
であれ，「内的」ないし「依存性」の否定であろう。しかし当面の問題は，そうした一般論の枠組みからは外
れる。
商業資本の「独立性」は，商業資本の「依存性」の否定という迂回的な手続きを踏まずとも，直截かつ明
確に規定することが可能であろう。商人資本はもともと生産者から独立した存在であって，商業資本もそれ
と同様に，もともと産業資本から独立した存在だ，という説明で足りる。しかし，この「独立性」に付され
た「外的」という形容詞の方は，まず内実は然々であり，その内実を伴わないがゆえに外面的であるという
具合に，「内的」の否定という手続きを踏まなければ規定できないのである。
社会的生産にたいする商品経済の「外面性・外部性」という規定にも，これと同様の事情がある。商品経
済がやがては社会的生産を包摂するという「内面化・内部化」が前提されているからこそ，それ以前の商品
経済が「外面性・外部性」をもつものと規定されうるのである。この規定の歴史的含意をさらに強めたもの
が，社会的生産にたいする商品経済の「外来性」という規定であろう。
１１２）ヒルファディングは，「商業はただ資本主義社会における分配要求をみたすにすぎず，商業の必然性は資
本主義社会の内部でさえも，ただ経過的にとどまる。このことはシンジケートやトラストによる商業の排除
が立証するところである」と述べている（Hilferding［１９５５］〔訳〕２６３頁）。
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１１３）すでに述べたように，マルクスにとって商業資本は多分に「商人資本の否定」であった。ヒルファディン
グが述べるように，銀行資本が「高利貸資本の否定」であり，金融資本がその銀行資本を否定した「否定の
否定」であるとすれば，商業排除運動の後に残存する商業資本もまた，「商人資本の否定」である商業資本を
否定した「否定の否定」となる可能性が高いわけである。
１１４）同様に，資本主義総体の変化にも，変化の方向性の変化，純化傾向から不純化傾向への反転が待ち受けて
いる。しかもこの場合，純化傾向が資本主義の「発展」を意味するのかどうか，また裏返していえば，不純
化傾向が資本主義の「没落」や「腐朽化」を意味するのかどうかにも，不確かさが付き纏っている。「発展」
概念は，二重の意味において段階論とは馴染みにくいのである。
１１５）しかしもう一歩立ち入って考えてみると，この見解の意味するところには，マルクスと宇野との間で微妙
な齟齬があったように思われなくもない。すでにくり返し述べてきたように，マルクス説では小売商業が捨
象されるのにたいして，宇野説では卸売商業が捨象されるという違いがある。しかし両者の間では，そもそ
も捨象の理由が異なっている。マルクスが小売商業を捨象する理由は，それが商業資本にとって「異質的な
機能」であるという点にあった。しかし，宇野が卸売商業を捨象する理由は，それが商業資本にとって「異
質的な機能」であるという点には必ずしもなかった。むしろ，小売商業を取り上げて商業資本の本質を明ら
かにできれば，卸売商業の問題は「自ずから解決される」，したがって「商業資本の種々なる分業的専門化は
問題とはならない」，というのが宇野の見解なのである（宇野［１９５０・５２］４９６頁）。
したがって，マルクスの処理を小売商業の「捨象」と呼ぶことが妥当であるとしても，少なくともそれと
同程度には，宇野の処理を卸売商業の「捨象」と呼ぶことは妥当ではない。むしろ宇野は，小売商業という
全体集合のなかに卸売商業を部分集合として取り込んだ，その意味で卸売商業を「抽象化」したというべき
であろう。なるほどマルクスの場合，小売商業から卸売商業を差し引いた残余部分，いわば卸売商業の補集
合は，商業資本にとっては余計な「異質的な機能」でしかなかったかもしれない。しかし宇野の場合，むし
ろこの残余部分にこそ，商業資本の本質の一端が宿っていたわけである。
そもそも，卸売商業と小売商業との区別自体，「商業資本の種々なる分業的専門化」のもたらした結果であ
る。「商業資本の種々なる分業的専門化は問題とはならない」というのであれば，この区別自体も「問題とは
ならない」ことになる。したがって，卸売商業と小売商業との何れか一方のみを取り上げ，他方を捨象する
という二者択一自体が行われえないことになる。「種々なる分業的専門化」の主語となる「商業資本」は，卸
売商業が小売商業を取り込むのであれ，あるいは反対に小売商業が卸売商業を取り込むのであれ，兎も角も
二者合体的なカテゴリーとならざるをえないのである。
以上の問題を考える上では，おそらく銀行組織論が有力な参考材料となろう。一般に銀行組織論では，商
業流通（資本間流通）が取り上げられて，一般的流通は捨象される傾向が強い。しかし，その際の一般的流
通の捨象には，いかにも決定的な理由が付与されている。すなわち信用関係は，そもそも銀行信用の基礎と
なる商業信用の段階から資本間の関係として発足するものであり，資本・労働者間にまで拡張されうる根拠
をもたない。したがってまた銀行券も，商業流通を超えて一般的流通にまで浸透しうる根拠をもたない。一
般的流通は，国家その他の権力機構によって特定の銀行券が法貨指定を受ける（スカウトされる）ことでも
ない限り，依然として金属貨幣を，特に銅貨や銀貨といった補助鋳貨を使い続ける以外にない。銀行券は「大
口商取引の部面を住みかと」するものであり（K.，，S.１５４，〔１〕２４５頁），「ただ卸売業の鋳貨をなしているだけ」
であるというのである（K.，，S.４１７，〔７〕１５７頁）。しかし小売商業の捨象には，これほど決定的な理由を付与
することは難しい。資本・労働者間では，銀行券が流通しうるかどうかは別として，資本間で流通していた
のと同種の商品が流通しえないというわけではないのである。
１１６）産業資本間の分業を第一次分業，産業資本と商業資本との間の分業を第二次分業と呼ぶとすれば，商業資
本間の「種々なる分業的専門化」は第三次分業をなすということになろう。産業資本が存在しなければ商業
資本は存在しない，商業資本が存在しなければ商業組織も存在しないという理屈からすれば，分業関係はあ
くまで第一次→第二次→第三次という順序で展開する以外にないように思われる。しかし，すでに前号で詳
述したように，産業資本間の分業，特に「特殊的分業」や「個別的分業」には，商業機構の組織化の程度に
よって影響を受ける側面が多分にあった。第一次→第二次→第三次という展開は必ずしも直線的な流れでは
なく，むしろ円形に閉じた循環構造になっており，第三次→第一次という出発点への回帰が起こりうるので
ある。
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１１７）この分業関係が解消される場合，商業資本は，流通過程の代位に特化すべく生産過程をいったん外部に委
譲した後に，再び生産過程を内部化して産業部門への移動を行うことになる。とはいえ，内部化する際には，
外部化した際とは異なる生産過程が選択される可能性があろう。
変化はそれだけではない。商業部門を経由して行われる産業部門への資本移動は，産業部門への新規投資
と同じパターンを取るとは限らない。すでに固定資本的制約を抱えている先発組の産業資本に比べて，後発
組となる商業資本は，生産過程をいかなる方法で内部化するかにかんして，より幅広い選択を行いうる可能
性がある。その時点での最も優等な生産技術を採択することも可能であるが，その時点での最も有利な生産
過程の連結・分割パターンを採択することも可能である。むしろ商業資本であれば，近い将来に再び産業部
門から退出することになる可能性までを見越して，固定資本の償却期間が長期化せざるをえないような産業
部門に投資することは控える傾向が強いであろう。いいかえれば，相対的に短期の固定資本投資を行うだけ
で済み，それでいて取引部門が多岐にわたるような産業部門を選択する傾向が強いであろう。それは，複数
の生産加工系列の交差点に位置するという意味において，いわば商業部門的な性格の強い産業部門なのであ
る。
交差点に位置するがゆえに，この産業部門は，特定の生産加工系列を川上から川下にわたって幅広く網羅
するような垂直的な連結性をもたない。しかしそうした産業部門を選択することで，商業資本は，商業部門
で培ったノウハウを産業部門に持ち越して活用しうるのである。
その際に鍵を握るのは，やはり情報関連のノウハウであろう。商品の集積効果は，商業資本としての活動
を停止すると同時に失われるが，情報の集積効果の方はそうではない。商業資本として培った高い情報収集・
処理能力は，収集・処理された情報のストックも含めて，産業部門に移動した後にもそれなりの期間にわた
って有用性を保持する一種の固定資産となる。実際，商業資本こそが銀行資本に転化する上で最も有利な位
置にあるという説明では，こうした情報関連のノウハウの固定資産的な性格がその根拠とされていたはずで
ある。
産業部門においても，スポット生産や代理生産（ライセンス生産）の受発注など，生産技術の優劣よりは
情報能力の優劣が物をいう分野は少なくない。しかもその情報能力は，固定資産といっても産業資本の固定
資本とは異なり，産業部門を選ばない汎用性をもっている。それは商業資本にとって，銀行資本に転化する
上で有利に働くだけではなく，産業資本に再転化する上でも有利に働くのである。
かつて商人資本は，貨幣財産を原始的に集積することで「貨幣の資本への転化」を実現し，資本主義的生
産様式への第一歩を後押しするものとされてきた。マルクスによれば，「同じ歴史は，毎日われわれの目の前
で繰り広げられている」という（K.，，S.１６１，〔１〕２５８頁）。商業資本は，あたかも商人資本が歩んだのと「同
じ歴史」をくり返すかのように，情報という固定資産を集積し，資本主義的生産様式のその後の歩みを後押
しするわけである。
１１８）拙著［２００６］２３８―２３９頁を参照せよ。
１１９）もっとも，保管・運輸サービスの単価がいわゆる製造原価の積み上げ方式によって決められる場合，この
コスト増はコストプッシュ型の値上がりによって相殺されることにはなる。しかしそれは，むろん商業資本
にとっての利潤圧縮要因になるのである。
この問題は，マルクスの商業資本論のなかでも考察されている。周知のようにマルクスは，商業資本によ
る流通過程の集中代位は，保管費用や運輸費用をも社会的に節約する効果をもつと考えていた。これらの費
用は「分散につれて増大する」，逆にいえば集中化につれて減少する，というわけである（K.，，S.３０６，〔６〕４８１
頁）。これと同様の発想に立つものといえようが，青才［１９９０］は商業資本の意義の一つを，商業施設や商業
労働者をフル稼働させることで「流通費用の実質的遊休」を回避することに見出している（１２１―１２６頁）。
しかしここで問われるべきは，社会的な節約効果ではなく，個別的な節約効果である。すなわち，個々の
産業資本ないし商業資本にとって，保管・運輸業務を自分で担当するよりも，外部に委譲する方が確実に割
安になるといえるかどうか，である。「１００の小さな倉庫は一つの大きな倉庫よりも，計りきれないほど多く
の費用がかかる」こと自体は（K.，，S.３０６，〔６〕４８１頁），本稿もマルクスとともに認めてよい。だからといっ
て，自前の「小さな倉庫」を一つだけ運用する場合と，多数の資本とともに「一つの大きな倉庫」を共同利
用する場合とを比べてみて，前者の方が後者よりも「計りきれないほど多くの費用がかかる」とは必ずしも
断定できないのである。
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保管・運輸サービスという商品は，工業製品一般のように事前に大量生産を行い，在庫を形成することは
できない。ある意味では，その時々の買い手の要請に応じて受注生産される以外にないものであろう。その
生産量は，すでに述べたように，買い手となる個々の産業資本ないし商業資本の販売動向に応じて不確定に
変動せざるをえない。たとえ運輸業者が空車を埋めるために運輸価格の割引に踏み切ったとしても，運輸対
象となる商品自体が存在しない場合は，この割引に応じる産業資本ないし商業資本は現れないのである。マ
ルクス自身，「多くのものを計量し包装し運送するためには，多くのものがそこになければならない。包装労
働や運送労働などの量は，その活動の目的物である商品の量によって定まるのであって，その逆ではない」
ことを明確にしている（K.，，S.３１１，〔６〕４８９頁）。この観点からすれば，「１００の小さな倉庫は一つの大きな倉
庫よりも，計りきれないほど多くの費用がかかる」という前出の議論は，明らかに粗略に過ぎよう。そこで
は，集中化に伴う混雑や待機の問題が無視されているのである。
一連の問題の根本には，保管・運輸サービス自体のもつ使用価値的な特性，すなわち現物の商品（商品体）
を特定の環境下で取り扱うことではじめて使用価値たりうるという特性がある。この特性のために，両サー
ビス商品の生産＝消費過程は，資本にとって必ずしも操作可能とはいえない物理的・地理的・天候的な諸条
件によって強く制約されざるをえない。したがってまた，両サービス商品は，必ずしも需要に応じて弾力的
に供給量を調整しうる任意可増財とは言い切れない側面をもつのである。
１２０）組み立て式の重機や精密機器の生産，鉄道や造船ドッグを含めた巨大設備の生産などが好個の例証となろ
う。
もっとも，より一般性のある事例としては，価値形態論ないし交換過程論のなかで論じられる貨幣商品の
要件が想起される。通常，隔地間での持ち運びが容易であることは，分割・合成が可能であることや長期の
保存が利くことなどと並んで，ある商品が貨幣商品として通用するための要件の一つに数えられる。しかし
そもそも，最低限の運搬上の利便性は，ある商品が商品として通用するための要件でもあろう。運輸手段が
未発達な段階，たとえば蒸気機関の発明以前の段階では，重量超過という理由によって商品化されえないよ
うな物財は少なくなかったはずである。しかしそうした物財でも，分解・組立が可能な状態で生産されるよ
うになれば商品化されうる。貨幣商品の場合と同様，分割・合成可能性が，商品のもう一つの要件として追
加されることになる。生産と運輸との間には，思いの外密接な，しかも多面的な繋がりがあるわけである。
１２１）しかもこの素地は，マルクスの信用論に該当する『資本論』第３巻第５篇「利子生み資本」の方に目を移
してみると，もう少し広いものに見えてくる。
この篇には，銀行資本とも産業資本とも異なる第三のプレイヤーが，「信用騎士」や「信用山師」といった
役名を与えられてしばしば登場する。預金を募集せず，銀行資本から投機資金を調達し，自己計算ではある
が他人の貨幣資本を元手として投機取引を行うタイプの資本，いわば銀行資本未満の金融業者である。
産業資本の貨幣資本→銀行資本→株式資本（社会資本）という第５篇のあらすじを見る限り，こうしたノ
ンバンクの金融業者に出番はなさそうに見え，彼らの登場はやや唐突な乱入という印象を生む。しかしこれ
と同様の事情は，第４篇の側にもある。第５篇のなかに，「利子生み資本」という概念では割り切れない雑種
的な金融業者が存在するように，第４篇のなかにも，「普通の商業」という概念では割り切れない雑種的な流
通業者，いわば商業資本未満の「商人仲間」や「相場師」が存在していた。商品投機の加熱する時期には，
そうした流通業者の存在感も強まることになる。「信用騎士」や「信用山師」は，彼らが商品市場と貨幣市場
とで演じ分ける二役の内の，一方の役名であったとも考えられるわけである。
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